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まえがき 

 

白書の必要性 

 

福島町議会議本条例では、「福島町議会は、憲法・地方自治法を遵守し、町の最

高規範である「まちづくり基本条例」における議会・議員の役割と責務に基づき、 

〇 町民と議会の協働・情報共有 

〇 町長等執行機関との適切な緊張を維持しながらの善政競争 

〇 町民・議会・行政が協働しての政策実現にむけての多様な参加・討議 

〇 議会・議員の評価制度等適正な議会機能の展開 

〇 公開性・公平性・透明性・信頼性の重視等 

を議会基本条例に定め、議会・議員としての使命と責任を強く自覚し、主体的、機

動的な議会活動を実践し、町民の負託にこたえ、豊かなまちづくりのために不断の

努力を続けなければならない。」と規定しています。 

このことからその実効性等を明らかにするため、１年間の議会活動の実態や問題

点などを報告書として公表し、限りない目的達成のために「福島町議会白書」を作

成しています。 

なお、本白書については、既存報告文書のコピー等を活用し作成事務の省力化を

図っていることから、附番に統一性がないことを予めご了承願います。 

 

◆ 参 考（関係条例等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○福島町議会基本条例（抜粋） 

（議会白書、議会・議員の評価） 
第 17条 議会は、議会活動に関する情報を広く町民と共有するため、議会活動の基礎的な
資料・情報、議会・議員評価等を記録した議会白書を１年ごとに公表する。 

 
○福島町議会運営基準（抜粋） 

第 16章 議会白書 
 第１節 議会白書の作成・公表 
154 議員の名簿、構成、議会運営や会議の開催状況等をまとめた議会の概要、開かれた議
会づくりの足どりや取り組み事項、議会・議員の評価等を年度のはじめに作成し、議会
白書として公表する。 

 
○福島町議会広報広聴要綱（抜粋） 

（議会白書編集方針） 
第 10条 議会白書の編集方針は、次のとおりとする。 
（１）町民に周知すべき、議会活動の基本的な資料・情報を全て発信する。 
（２）１年ごとに調整し、公表する。 
 
○【白書】（はく・しょ）の解説 

イギリス政府が白表紙の報告書として刊行したことから、経済・社会の実態や行政活
動の現状・問題点などを国民に知らせるため、各省庁が一年ごとに発表する政府刊行
物。 
Whitepaper（講談社 日本語大辞典より） 
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Ⅰ．議会議員名簿（令和 5 年 4 月 1 日 現在） 

 

（定数１０人）                ◎委員長 ○副委員長 ●所属委員 

氏   名 年齢 職 業 党 派 
当選 

回数 

所 属 委 員 会 
摘    要 総務 

教育 

経済 

福祉 

広報 

広聴 

議会 

運営 

欠 員          

佐 藤 孝 男 76 農 業 無所属 8  ◎ ● ● 渡島西部広域事務組合議会議員 

平沼昌平 67 会 社 役 員 無所属 5  ○ ● ◎ 渡島廃棄物処理広域連合議会議員 

木村  隆 43 学習塾経営 無所属 5 ●  ●   

川村明雄 77 行 政 書 士 公明党 4 ◎  ○ ●  

杉 村 志 朗 74 無 職 無所属 7 ●  ●  渡島西部広域事務組合議会議員 

藤山  大 48 調 理 師 無所属 3  ○ ● ●  

小鹿昭 義 70 無 職 無所属 1  ● ● ●  

平野隆 雄 74 自 営 業 無所属 7 ○ ● ◎  
副議長 
渡島廃棄物処理広域連合議会議員 

溝部幸 基 75 会 社 員 無所属 11 ● ● ●  
議 長 

渡島西部広域事務組合議会議長 

年齢：平均 67.1 歳 
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Ⅱ．開かれた議会づくりの足どり（平成 11 年度～平成 21 年度） 

年 月 取  組  み  の  概  要 

11 
9 ・議案朗読の省略（議案の説明や質疑に重点配分） 

12 ・傍聴者に会議（本会議）閲覧資料の配付（審議内容の明確な理解等を得るため） 

12 

2 ・傍聴者に会議（常任委員会）閲覧資料の配付 

3 

・予算説明書の朗読省略（効率的な議案説明の実施） 

・町政執行方針に対する質疑の廃止（一般質問･予算審議との重複質疑を解消） 

・一般質問の一問一答方式採用（質問･答弁の議論の散漫防止と内容の充実。質問時

間を 30 分から 45 分に延長） 

・議会だより「一般質問」の簡素化（議会だよりの役割を明確化し、第 44 号から詳

細は会議録に委ね、内容を要約して読みやすさを主体とした紙面づくりを実施） 

4 

・通知等の迅速化（議員が自費で FAX を設置、発送費用削減、発送事務省力化） 

・会議録検索システム導入（会議録配布廃止、平成 17 年度で休止） 

・本会議場のテレビ放映化（議場の会議状況を庁舎 1 階ロビーに放映し、一人でも多
くの町民に行政（議会）に関心をもってもらい、町民主体の町づくりを図る） 

・議会だより速報版の発行（公共下水道事業特別委員会等の結果） 

10 ・「議会運営委員会報告」を議事日程に追加 

13 

3 

・行政報告文書の配付（口頭報告では事項が多く確実な伝達とならないため） 

・包括的所管事務調査事項の採用（閉会中の突発的な調査に対応するため） 

・議会運営基準の制定（議会の透明性と適正化の推進） 

・ビデオライブラリー創設（議会の審議に活用、テープ 148 本 420 タイトルを所蔵） 

4 ・議会ホームページの創設（会議録検索システムを活用、執行者側に更新を依頼） 

6 ・議員控室に書架を設置 

7 

・執行者より要請の「議員協議会」の公開（原則として議場を使用し、公開を基本と
して傍聴を許可、テレビ放映を行う） 

・定例会直近の「協議･報告事項」の説明取止め 

8 ・「開かれた議会づくり」に向けた懇談会開催（女性団体連協や傍聴者と意見交換） 

9 
・一般質問答弁書の配付（答弁書を質問者に事前に配付して議論の充実を図る） 

・議会開催周知の充実（議会だより、ＨＰに加え、防災行政無線等での周知を実施） 

14 

5 ・「市町村合併講演会」（池上洋通氏）を議会主催で開催 

7 ・各種団体との懇談会開催（「開かれた議会づくり」など議会に対する意見交換） 

9 ・議員定数問題について町民懇談会を開催（２名を削減） 

 
15 

  

4 
・会議録の業者委託廃止（委託額程度の予算により、会議録作成期間の短縮、議会・

監査委員事務の効率化のため、臨時職員を採用。作成期間目標を設定） 

6 
・議員定数の削減（16 人から 14 人に） 

・長期欠席者に対する報酬・手当の減額措置を規定化（実施は改選後の 9 月から） 

8 
・選挙公報の発行。綾部町の先進事例を参考に検討、選挙管理委員会に要請し実現。 
 選挙運動用「はがき」活用の自粛を立候補者間で申し合わせ、大幅に経費節減。 

12 ・議会 HP の独自更新：公開内容充実と迅速化（視察報告、委員会資料の事前公開） 

 
16  

2 ・「市町村合併講演会」（岡田知弘京都大学教授）を議会主催で開催 

6 ・委員会の傍聴を許可制から、本会議と同様「公開」と、委員会条例を改正 
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年 月 取  組  み  の  概  要 

 
 
16  

 ・傍聴規制の大幅な緩和（傍聴者を取り締まる内容から、歓迎する規則に改正） 

10 

・法律の規定以外は、町長の附属委員会からすべての議員が辞退。平成 9 年 4 月から
議員が辞退した委員会（表彰審議、学校給食センター運営、地域農政総合対策推進
協議、温泉健康保養センター運営、公営住宅入居者選考、総合開発計画審議、国民
健康保険運営協議）平成 10 年 4 月に条例廃止したもの（奨学生選考、生活改善セ
ンター・福祉センター・漁村環境改善総合センター各運営、町史編集審議） 

12 ・合併に関する町民懇談会の開催（福島・吉岡地区） 

17 

1 
・「議会の評価」を実施(住民の代表として議員活動を行う必要が求められることか

ら、客観的には困難な評価としながらもあえて議会・議員の評価手法を導入し、真
の町民代表として資質向上を図り、その責務を果すための一助とした。) 

3 ・「議員の自己評価」を実施(目的は、「議会の評価」と同様) 

12 

・「議会の議決事件の拡大」 自治法第 2 条第 4 項の「基本構想」と併せて「基本計
画」を自治法第 96 条第 2 項の規定により議決事項として条例化 
「議会の議決すべき事項を定める条例の制定」、「制定の説明資料」、「町村議会
の活性化取組み事例」、「議決権の拡大資料（議会活性化研究会）」 

18 

3 
・本会議終了後、議会運営委員会を開催し「議会運営全般」について問題点・課題等

を毎回検討することとした。 

7 
・町民懇談会の開催。9 月定例会に提案予定の案件（議員定数削減、報酬減額、費用

弁償廃止、政務調査費導入）について、町民の意見を聞くことを目的に開催。 

9 

・長期間検討してきた、次の事項を次期改選（19 年 9 月）から実施することとした。
①議員定数の削減（14→12 人） ②議員報酬の削減（157→131 千円） 
③議員の費用弁償の廃止（町内の会議に限り廃止） ④政務調査費の導入（行政視
察を廃止して、政務調査費が必要な議員に月額 5 千円支給） 

11 ・第１回マニフェスト大賞（地方議会）で審査委員会特別賞を受賞。 

12 

・議会の権能を充実する地方自治法の一部改正の趣旨を踏まえ、会議規則等を改正。 
①会議規則の改正（委員会の議案提出権、電磁的記録による会議録の作成） 
②委員会条例の改正（閉会中の委員の選任） 
③町長の専決処分事項指定条例制定（自治法 179 条改正に伴う明確化） 

・西部広域事務組合議員・廃棄物処理広域連合議員が、結果を報告することとした。 
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2 
・「議会の評価」、「議員の評価」（18 年分の評価結果）を公表（第 2 回目）「取

組みの評価」を追加。「議員活動の目標（公約）」を新たに追加、公表。  

3 
・初めての「夜間議会」を開催。他議会の休日・夜間議会の状況を調査し、継続性が

なく質問時間等に制限をしなければならないことから夜間議会以外の策を検討して
きたが、町民懇談会などで強い要望があり、試行的に「夜間議会」を開催した。 

5 

・町民懇談会の開催。4 年間のあゆみと今後の課題・検討事項について広く町民の意
見を聞き、開かれた議会の状況を知っていただくことを目的に開催。  

・委員間討議の充実（試行）。委員会活動の充実強化を図るため、「委員間討議」の
時間を設定して所管事務調査を実施。(改選後に本運用する)  

6 

・議員研修会（議員会主催）を開催。4 年間の議会改革の検証と求められる諸課題等
についての研修会を開催。福島町議会の活動評価、議員提案条例の紹介（草間 剛
氏）、今後の議会改革の方向性（千葉茂明氏） 

・北海道町村議会広報コンクール入選 

8 

・議員選挙の投開票日を平日に実施。土日の期日前投票を活用することによる投票率
の向上と、投開票事務の経費削減を図る目的で選挙管理委員会に議会が要望。 

・選挙公報の発行（第 2 回目）。15 年に引き続き、第 2 回目の選挙公報を発行、公
職選挙法で規定している「はがき」による選挙運動は全立候補者が活用しなかった
ことにより、経費の削減となった。 

 
 
9 
 

・初議会（臨時会）を土曜日に開催。9 月 1 日（土）の任期初日に行われる議会構成
等の大事な会議を、傍聴の利便や議員の認識強化などを図る目的で土曜日に開催。 

・議長、副議長選挙に伴う所信表明の実施。初議会の正副議長選挙の前に、議員協議
会を開催して正副議長を志す議員の所信表明演説を実施。 



 
 

8 
 

年 月 取  組  み  の  概  要 
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・改選後、今後の 4 年間の課題・方向性を全議員で確認。①討論交互廃止、②委員間
討議充実・強化、③委員外議員参加、討議充実、④議会白書作成、⑤広報・広聴常
任委員会新設、⑥一般質問時間制限廃止、⑦「質問」回数制限廃止、⑧議員研修条
例制定、⑨議員口利き防止条例制定、⑩傍聴人討議参加、⑪「質疑」回数制限廃
止、⑫議会による行政評価、⑬説明員反問制度導入、⑭通年議会制度導入、⑮文書
質問（質問主意書）制度導入、⑯学識経験者等専門的知見活用、⑰議会評価、議員
評価充実、⑱選挙期間における立会演説会・討論会開催、⑲議会基本条例制定 

・政務調査費の交付に関する条例の一部改正。①改選期の年の 4 月から 8 月の 5 カ月
間の政務調査費は交付しない。②「補欠選挙」を「選挙」とする文言整理。 

11 
・第 2 回マニフェスト大賞で最優秀成果賞を受賞。昨年に引き続きベスト・ホームペ

ージ賞も連続「ノミネート」。 

12 
・「討論交互の原則」を廃止する会議規則の一部改正。活発な討論による意見表明を

期待し、会議規則の「討論交互の原則」を廃止。（会議規則 52 条削除） 
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1 ・「議会の評価」（19 年分の評価結果）を公表（第 3 回目） 

2 ・「議員の評価」（19 年分の評価結果）を公表（第 3 回目）。7 人が提出(定数 12)。  

 
 
 
3 
  

・「通年議会」等を試行。議会活性化事項の試行に関する実施要綱（3 月 11 日から 9
月 30 日）を制定。① 通年議会制度 ② 質疑回数制限撤廃 ③ 説明員反問制度 
④ 文書質問（質問趣意書）制度 ⑤ 傍聴人討議参加  

・「夜間議会」を開催（第 2 回目）。傍聴者 17 人。昨年は 51 人。 
・議員研修条例制定。経費の節減に努め、議員の資質向上と議会の活性化を図る。 

・「一般質問」、「委員外議員」の制限を廃止。  
①一般質問の回数・時間制限の廃止（会議規則・発言運用基準の改正） 
②委員外議員の出席・発言に関する制限の廃止（会議規則の改正） 

・広報・広聴常任委員会の新設。全議員の構成。（委員会条例の改正） 

・公職にある者等からの働きかけの取り扱いの方針に関する決議。職員が外部から働
きかけを受けた場合の対処方法として、「取扱要領」等の制定を要望する決議 

5 ・議会ホームページの単独運用。議会独自のドメインを取得 

6 
・議会議員の不当要求行為等を防止する条例（議員倫理条例）の制定。議員が政治倫

理の高揚に努め、町民に信頼される議会づくり、町政の健全な発展を図るため。 

11 ・第 3 回マニフェスト大賞でベストホームページ賞を受賞。 
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2 ・「議会の評価」（20 年分の評価結果）を公表（第 4 回目） 

3 

・「議員の評価」（20 年分の評価結果）を公表（第 4 回目） 
定数 12 人中、7 人が提出。議会活動の目標（公約）を 7 人が提出。 

・「夜間議会」を開催（第 3 回目）傍聴者 14 人。 

・【議会基本条例】を修正可決（賛成 7 人・反対 4 人）福島町議会基本条例を制定。 
主な取組み。①わかりやすく町民が参加できる議会 ②しっかりと討議する議会 
③町民が実感できる政策を提言する議会  

・【議会基本条例の制定に関連する条例等】を整備 
 ①会議条例の制定（旧「委員会条例」、「会議規則」等の統合） 
 ②議会議員の歳費、費用弁償等に関する条例改正 
 ③議会への参画を奨励する規則制定（旧「傍聴規則」の全部改正） 
 ④議会事務局の組織に関する規則改正 ⑤議会の運営に関する基準改正 
 ⑥議場における発言等に関する運用基準改正 

4 
・議会基本条例・関係条例等の施行（年度区分による通年議会含む） 

①採決態度の明確化（議長口述による特定化）②政策等の事業評価（試行） 

6 ・議会報告会の開催 

10 ・「総合計画」の基本目標と主要施策の議会提言（政策提言） 

12 ・議会インターネット映像配信を開始（ライブ・オンデマンド） 

22 3 
・「夜間議会」を開催（第 4 回目）参画者 23 人。 

・「福島町議会基本条例に関する諮問会議条例」を制定。 
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Ⅲ．開かれた議会づくりの実践（平成 22 年度～令和 4年度） 

（１）取り組み内容 

❶ 平成 22 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 

・「議会の評価」（21 年度分の評価結果）を公表（第 5 回目） 

・「議員の評価」（21 年度分の評価結果）を公表（第 5 回目） 
 定数 12 人中、8 人が提出。また、議会活動の目標（公約）を 8 人が提出。 

・議会基本条例諮問会議委員に公募 2 人、議員推薦 2 人、学識経験者 1 人の計 5 人に委嘱。 
 【諮問内容】①適正な議員定数（現行 12 人）の検討 ②適正な議員歳費（報酬）の検討 
       ③「平成 22 年度 議会評価」の検討  ④議会基本条例全体の検討 

７ ・議会報告会の開催 

11 ・第 5 回マニフェスト大賞で優秀議会改革賞を受賞。 

12 ・議会基本条例諮問会議から答申書手交 ｢議員定数と議員歳費に関する答申｣ 

２ ・住民懇談会の開催（議員定数と議員歳費 2 会場） 

３ ・「夜間議会」を開催（第 5 回目）。参画者 21 人。 

 

❷ 平成 23 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 

・議会基本条例諮問会議に諮問 
【諮問内容】 
（１）意見を求める事項 ①福島町議会議員定数改正 ②福島町議会議員の議員歳費改正 
（２）調査審議を求める事項 ①平成 22 年度議会評価の検討 ②議会基本条例全体の検討 
・「議会の評価」・「議員の評価」（22 年度分の評価結果）を公表（第 6 回目） 
 定数 12 人中、6 人が提出。また、議会活動の目標（公約）を 10 人が提出。 

５ 
・「監査請求に関する決議」を可決（事務用品の購入手続きに関する事務） 
・議会基本条例諮問会議から答申「議会議員定数・議会議員歳費の改正」 

７ ・「監査請求の監査結果報告書」の受理 

８ 
・議員選挙の投開票日を平日に実施（16 日、火曜日） 
・選挙公報の発行（19 年に引き続き、第 3 回目） 

９ ・改選による議会活動の目標（公約）を 11 人が提出。 

11 
・「町民と議会の懇談会」の開催（2 日間 4 会場）〔議会報告会〕 
・議会基本条例諮問会議から答申書手交「議会基本条例全体の検討」 

12 
・「事務用品の購入手続に関する事務処理に対する決議」を可決 
・「議会基本条例見直し検討による行動計画書」を決定 

２ 
・「町民と議員との懇談会」の開催（2 日間 4 会場）〔議会報告会〕 
・議員勉強会の開催 「総合計画（条例）の研修」江藤俊昭山梨学院大学教授 

３ ・「夜間議会」を開催（第 6 回目） 参画者 22 人。昨年度は 21 人。 

 

❸ 平成 24 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・議員研修報告会の開催（対象は議員のみ） 
〔政務調査費〕①森町（渡島国際交流事業協同組合） 外国人研修生の受け入れ体制状況 

②厚沢部町 ちょっと暮らし推進事業 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 ①議会費標準率検討 ②議会評価（23 年度）検討 
 （２）確認を求める事項 ①議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認 
・議員研修会の開催 「なぜ総合計画条例が必要か」神原勝北海学園大学教授 

６ 
・「議会の評価」・「議員の評価」（23 年度分の評価結果）を公表（第 7 回目） 

全議員（11 人）が提出。議会活動の目標（公約）も全議員が提出。 
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月 取  組  み  の  概  要 

・「町民と議員との懇談会」の開催（2 日間 4 会場）〔議会報告会〕 
・北海道町村議会広報コンクール入選 

９ 

・本会議での議員間討議の実施 
 総合計画の変更に関する議案を対象に次の 3 点を論点として実施 
 ①総合計画の変更と補正予算が同時に提案される関係から変更方法に問題はないか 
 ②早い時期に計画登載するときの事業費財源対策はどのように整理すべきか 
 ③策定の手続きを含めた総合計画条例などは必要あるか 

10 

・議会基本条例諮問会議から答申書手交「議会費の標準率について」 
・議員研修報告会の開催（議員のみ対象） 
〔常任委員会行政視察〕①黒松町 ブナ北限の里総合移住対策事業 
〔渡島西部四町議員協議会〕①むかわ町 町有林等の活用事業  

11 ・「町民と議員との懇談会」の開催（2 日間 4 会場）〔議会報告会〕 

２ ・「町民と議員との懇談会」の開催（4 日間 6 会場）〔議会報告会〕 

３ 

・議員研修会（専門的知見活用研修）北海道栽培漁業振興公社 副会長理事 村井 茂 氏 
テーマ：北海道の栽培漁業の現状と課題   

・「夜間議会」を開催（第 7 回目）。参画者 18 人。 
・佐藤卓也町長に対する問責決議を可決 

 

❹ 平成 25 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 ①適正な議員定数（11 人） 

②適正な議員歳費月額の検討 ③議会評価（平成 24 年度）の検討 
（２）確認を求める事項 ①議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認 
・「町民と議員との懇談会」の開催（2 日間 6 会場）〔議会報告会〕 

 
 
 

６ 
 
  

・「議会の評価」・「議員の評価」（24 年度分の評価結果）を公表（第 8 回目） 
全議員（11 人）が提出。議会活動の目標（公約）を 10 人が提出。 

・「町民と議員との懇談会」の開催（2 日間 6 会場）〔議会報告会〕 
・議員勉強会 定例会 6 月会議議案等の事前勉強 
・議員研修報告会〔政務調査活動〕①栗山町総合計画の策定と運用条例、デマンドバス 
・議員研修会（専門的知見活用研修）置戸町 佐々木 十美 氏 子どもたちの食を育てる  

７ ・「町民と議員との懇談会」の開催（2 日間 6 会場）〔議会報告会〕 

９ 
・議会基本条例諮問会議から答申書手交「適正な議員定数・歳費月額の検討について」 
・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 

11 

・議員研修会報告会：〔経済福祉常任委員会〕 ①札幌市 木質バイオマスの利用 
〔渡島西部四町議員協議会〕①余市町 水産資源の増殖（ニシンの増殖・磯焼け対策） 

②当別町 少子化対策（少子化対策戦略プラン） 
〔政務調査活動〕①下川町 バイオマスタウン構想 
②西興部町 光通信網の利用・ICT 行政サービス  ③枝幸町 ナマコ加工状況（漁家視察） 

12 ・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 

２ ・町村議会全国広報コンクール奨励賞受賞 

３ 
・議員勉強会  定例会 3 月会議執行方針等の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 8 回目）。参画者 43 人。 
・佐藤卓也町長に対する辞職勧告決議を可決 

 

❺ 平成 26 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ ・「町民と議員との懇談会」の開催（6 日間 18 会場）参加人数 156 人 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項  ①議会評価（平成 25 年度）の検討 
（２）確認を求める事項 ①議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認 
  ②常任委員会所管事務調査内容の確認 



 
 

11 
 

月 取  組  み  の  概  要 

・議員勉強会〔第 5 次福島町総合計画策定に関する調査特別委員会の事前勉強会〕 
〔旧吉岡小学校周辺公共施設跡地利用計画に関する調査特別委員会の事前勉強会〕 

６ 
・北海道町村議会広報コンクール入選 
・「議会の評価」・「議員の評価」（25 年度分評価結果）公表（第 9 回目 10 人が提出） 

 議会活動の目標（公約）を 10 人が提出。 

８ ・議会基本条例諮問会議から答申書手交 

９ 
・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 
・議員研修報告会〔渡島西部四町議員協議会〕 
 ①上士幌町 ふるさと納税について ②音更町  体験観光について 

11 

・議会一般質問等答弁事項進捗状況調査実施要綱の制定 
本会議等における特別職の答弁に対するその後の対応を議会として調査し公表すること
で、町民への説明責任を果たす 

・議会の運営に関する基準の一部改正。議会運営委員会、常任委員会が実施している活動に
関して、基準等に明文化されていない内容を追加する 

12 ・議員勉強会  定例会 12 月会議議案等の事前勉強 

１  

・議員勉強会 まち・ひと・しごと創生総合戦略、地域住民生活等緊急支援の交付金に関す
る概要等の確認 

・議員研修報告〔政務活動研修視察〕 
 ①函館市埋蔵文化保管庫（旧南茅部磯谷小学校） ②北海道埋蔵文化センター（江別市） 

２ 

・全国町村議会議長会特別表彰受賞 
・議員研修会（専門的知見活用研修） 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング主任研究員 コンセンサス・デザイン室長 西尾 真治 氏 

テーマ：人口減少社会における地域戦略について～公共施設の老朽化問題への対応を中心に   

３ 
・議員勉強会  定例会 3 月会議町政執行方針等の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 9 回目）。参画者 15 人。 

 

❻ 平成 27 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・定例会 3 月第 2 回会議の反省事項の手交[町部局へ] 
・鹿児島県日置市議会行政視察受け入れ 

５ 

・第５次総合計画策定に関する調査特別委員会(第 10 回)・(第 11 回)・(第 12 回) 
・町内会連合会と議会の懇談会 役場健康づくり研修室 参加人数 43 人 
・議会基本条例諮問会議に諮問（第１回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項  ①議会評価（平成 26 年度）の検討  

②議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認 ③議会基本条例全体の検討 

６ 

・第５次総合計画策定に関する調査特別委員会(第 13,14,15 回) 
・北海道立埋蔵文化財センター視察（全議員） 
・第５次総合計画策定に関する調査特別委員会の委員会意見手交［町部局へ］ 
・「議会の評価」・「議員の評価」（26 年度分評価結果）公表（第 10 回目：10 人提出） 
・議会活動の目標（公約）を 10 人提出。 

７ 
・宮城県加美郡色麻町議会、柴田町議会、福井県若狭地方町村議会議長会行政視察受け入れ 
・正副議長、委員長、議員会長会議・議会懇談会（町長の不信任決議協議） 

８ 
・発議 町長の不信任決議の議決 
・議会議員選挙 [15 日（土）投票率 71.72％] 
・栃木県那須町議会行政視察受け入れ 

９ 
・改選による議会活動の目標（公約）を 10 人提出。 
・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 
・議会中継システムを更新（携帯電話で議会録画中継が視聴できるようにシステムを更新） 

10 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第２回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項  ①議会基本条例全体の検討 
・議員研修視察（３名参加）〔渡島西部四町議員協議会〕 
①余市町「空店舗を活用した介護施設」 ②沼田町「農村型コンパクトエコタウン構想」 

・石川県中能登町議会、熊本県菊陽町議会行政視察受け入れ 
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月 取  組  み  の  概  要 

11 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第３回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項  ①議会基本条例全体の検討のまとめ 
・議会基本条例諮問会議から答申書手交 
・長野県木曽町議会行政視察受け入れ 
・総合戦略に関する調査特別委員会（第１回） 

12 

・総合戦略に関する調査特別委員会（第２、３、４回） 
・総合戦略に関する調査特別委員会の委員会意見手交［町部局へ］ 
・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 
・全員協議会[議会基本条例の検証まとめ] 
・議会運営委員会[議会基本条例見直し検討による行動計画書作成] 
・議会基本条例見直し検討による行動計画書手交[町部局へ] 

１ ・議会基本条例の一部改正[議決事件に福島町人口ビジョン・総合戦略を追加] 

２ 
・議員研修会（渡島西部四町議会議員連絡協議会議員研修） 

北海道教育大学函館校 教授 池ノ上 真一 氏テーマ：「観光はまちづくりに効くか？」   

３ 
・議員勉強会 定例会３月第２回会議提出議案の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 10 回目）。参画者 12 人。 

 

❼ 平成 28 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・「議会における法律等の施行に必要な様式を定める要綱」施行 
・定例会 3 月第 3 回会議の反省事項、一般質問等答弁事項進捗状況調書の手交[町部局へ] 
・石川県志賀町議会行政視察受け入れ 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第１回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 ①議会評価（平成 27 年度）の検討 
  ②議員期末手当の改正 ③議会基本条例第 11 条（議決事件の拡大）の見直し検討 

④議会基本条例見直し検討による行動計画の確認 

６ 

・議員勉強会 定例会 6 月会議議案等の事前勉強 
・地域再生マネージャーと議員との懇談会 
・静岡県長泉町議会行政視察受け入れ 
・「議会の評価」・「議員の評価」（27 年度分評価結果）公表（第 11 回目：10 人提出） 
・議会活動の目標（公約）を 10 人提出。 

７ 

・定例会６月会議の反省事項の手交[町部局へ] 
・北海道町村議会議長会主催議員研修（9 名参加） 
 講演 ①立正大学客員教授 高野誠鮮 「ひとを動かし、まちを動かす」 
    ②東京新聞・中日新聞論説副主幹 長谷川幸洋「日本の行方～政局・政治展望」 
・議員研修視察（３名参加）〔渡島西部四町議員協議会〕 

①茨城県守谷市 「議会による政策評価・事務事業評価」 
②長野県木曽町 「株式会社まちづくり木曽福島の取り組み」 

・宮城県亘理地方町議会議長会、栃木県芳賀町議会行政視察受け入れ 

 
 

８  

・議会基本条例諮問会議に諮問（第２回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 
  ①議会基本条例第 11 条（議決事件の拡大）の見直し検討 
  ②議会議員の歳費、費用弁償等に関する条例の改正 

③議会基本条例見直し検討による行動計画の確認 
・岐阜県高山市議会、宮城県県北地方町議会議長会行政視察受け入れ 
・議場等音響設備更新 

９ 
・苫小牧市議会「公明党議員団」行政視察受け入れ 
・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 

10 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第３回） 
【諮問内容】（１）協議事項  ①平成 28 年度の調査審議を求めた事項への答申 
・渡島管内市町議会議員研修会（９名参加） 
・岩手県町村議会議長会行政視察受け入れ 
・両常任委員会行政視察【千葉市（医療法人社団明生会）・静岡県吉田町（㈱ヤマザキ）】 
・定例会９月会議の反省事項を手交［町部局へ］ 
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月 取  組  み  の  概  要 

11 ・議会基本条例諮問会議から答申書手交 

12 
・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 
・定例会１２月会議の反省事項を手交［町部局へ］ 
・議会基本条例の一部改正[議決事件の 2 計画削除] 

１ 
・政務活動費による先進地視察（埼玉県杉戸町・青森県三戸町 ９名参加） 
・議会議員の歳費、費用弁償条例改正（算定根拠による歳費、期末手当の引き上げ） 

２ 
・町民と議員の懇談会 （2/2～2/14 ６日間１８会場 １２４人） 
・議員研修会（渡島西部四町議会議員連絡協議会議員研修） 

町諮問会議委員 神原 勝 氏   テーマ：「分権時代にふさわしい議会の在り方」   

３ 
・議員勉強会 定例会３月会議提出議案の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 11 回目）。参画者 7 人。 

 

❽ 平成 29 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・広報広聴常任委員会（総務教育部会）:各種団体との懇談会（社会教育施設の利用料） 
  体育協会・野球協会・パークゴルフ協会各役員との懇談会 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第１回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項  ①議会評価（平成 28 年度）の検討 
（２）確認を求める事項 ①議会議員の歳費、費用弁償等に関する条例の改正 

②議会基本条例に関する諮問会議条例の改正 
③議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認 
④常任委員会所管事務調査内容の確認（調査事件：新たなまちづくり法人設立） 

・広報広聴常任委員会（経済福祉部会）による各種団体との懇談会 
  漁業協同組合役員との懇談会 （漁業振興に係る意見交換） 
・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

６ 

・議員勉強会 定例会 6 月会議議案等の事前勉強 
・北海道町村議会広報コンクール入選 
・「議会の評価」・「議員の評価」（28 年度分評価結果）を公表（第 12 回目：10 人提出） 
・議会活動の目標（公約）を 10 人が提出。 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・定例会６月会議の反省事項を手交【町部局へ】 

７ 

・安心生活創造推進事業に係る講演会【町主催の受講】 
・北海道町村議会議長会主催議員研修（10 名参加） 
 講演 ①「トランプ政権と日本経済-地域経済への影響は?」慶應義塾大学教授 金子 勝氏 
    ②「日本政治の昨日・今日・明日」日本放送協会改正副委員長 島田敏男 氏 
・議員研修視察（３名参加）〔渡島西部四町議員協議会〕 

①栃木県那須町 （ゆいまーる那須）「日本版ＣＣＲＣ」 
②長野県上田市 （上田市役所及び上田城跡公園）「観光振興の取り組み」 

・青森県鶴田町行政視察受け入れ 
・議会基本条例諮問会議に諮問（第２回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 ①議会評価（平成 28 年度）の検討 
（２）確認を求める事項 ①議会議員の歳費、費用弁償等に関する条例改正 

②議会基本条例に関する諮問会議条例改正 
③議会基本条例の見直し検討による行動計画確認 
④常任委員会所管事務調査内容確認（調査事件：新たなまちづくり法人設立） 

８ 
・訓子府町議会、栃木県那須塩原市議会行政視察受け入れ 
・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

９ ・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 

10 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第３回） 
【諮問内容】（１）協議事項  ①平成 29 年度の諮問事項に対する答申 
・渡島管内市町議会議員研修会（１０名参加） 
・岩手県普代村行政視察受け入れ 
・定例会９月会議の反省事項を手交【町部局へ】 
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月 取  組  み  の  概  要 

11 
・議会基本条例諮問会議から答申書手交 
・山形県河北町議会、江差町議会行政視察受け入れ 

12 

・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・定例会１２月会議の反省事項を手交【町部局へ】 
・議会議員の歳費、費用弁償等に関する条例の一部改正（期末手当の引き上げ） 

１ ・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書報告書の手交【町部局へ】 

２ 

・町民と議員との懇談会 （2/6～2/16 ６日間１８会場 １０３人） 
・議員研修会（渡島西部四町議会議員連絡協議会議員研修） 

１「人口減少時代。西部四町はどう生き残るか」～ここに至って、議員は何をすべきか～ 
株式会社 北海道田舎プロジュース代表取締役  大山慎介 氏 

２「地方自治法の改正等について」 渡島総合振興局副局長 城田敏樹 氏  
・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・町立診療所の設置に関する調査特別委員会中間報告書の手交【町部局へ】 

３ 
・議員勉強会 定例会３月会議提出議案の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 12 回目）。参画者６人。 
・定例会３月会議、定例会３月第２回会議反省事項、町民と議員との懇談会報告書の手交 

 

❾ 平成 30 年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・町立診療所の設置に関する調査特別委員会中間報告書の手交【町部局へ】 
・経済福祉常任委員会報告書の手交 【町部局へ】 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第１回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 ①議会評価（平成 29 年度）の検討 
  ②議会基本条例全体の検討 
（２）確認を求める事項 ①議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認 

②議会費の標準額の見直し 
③議会議員の歳費、費用弁償等に関する条例の一部改正 

・議員の評価を 10 人が提出。 
・議員活動の目標（公約）を 10 人提出。 
・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

６ 

・平成 30 年度議会白書公表（議会ホームページ掲載） 
・議員勉強会 定例会 6 月会議議案等の事前勉強 
・「議会の評価」・「議員の評価」（29 年度分の評価結果、第 13 回目：10 人が提出）・議

員活動の目標（公約）を公表（議会だより・議会ホームページ） 
・福島県湯川村議会視察受け入れ 
・議会運営委員会定例会６月会議反省事項の手交【町部局へ】 
・議会運営委員会：議会基本条例見直し（関連条例等の全体的な検証へ） 

７ 

・北海道町村議会議長会主催議員研修（10 名参加） 
 講演 ①「明治維新から１５０年、現在そして未来を考える」歴史家・作家 加来耕三氏 
    ②「現代日本政治と政局のゆくえ」 日本大学法学部教授 岩井 奉信 氏 
・斜里町議会、岩手県山田町議会、宮古市議会視察受け入れ 

８ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第２回） 
【諮問内容】（１）議会基本条例全体の検討 
・新篠津村議会行政視察受け入れ 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

９ 

・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 
・町立診療所の設置に関する調査特別委員会最終報告書の手交【町部局へ】 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・青森県つがる市議会視察受け入れ 
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月 取  組  み  の  概  要 
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・定例会９月会議の反省事項を手交（議会運営委員会）【町部局へ】 
・議会基本条例諮問会議に諮問（第３回） 
【諮問内容】（１）協議事項 ①議会基本条例全体の検討 ②30 年度諮問事項に対する答申 
・渡島管内市町議会議員研修会（９名参加） 
・秋田県小坂町議会視察受け入れ 
・経済福祉常任委員会自治体視察事前勉強会（簡易水道移行） 
・経済福祉常任委員会自治体視察（簡易水道移行、乙部町・厚沢部町、６名参加） 
・議員研修視察（３名参加）〔渡島西部四町議員協議会〕 

①宮城県仙台市 （震災復興について）「津波避難タワー」 
②宮城県仙台市 （葛岡リサイクルプラザ） 

11 

・議会基本条例諮問会議から答申書手交 
・長崎県大村市議会視察受け入れ 
・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・広報広聴常任委員会(経済福祉部会)：商工会役員との懇談（於：議会議場） 
・政務活動費による先進地視察事前勉強会 
・政務活動費による先進地視察（８名参加） 

虻田郡真狩村…真狩高等学校の特色ある教育について 
余市郡仁木町…議会選出監査委員制度について  

・議会基本条例関連規定の改正等について町長と協議 

12 

・議会基本条例関連規定の改正等について両常任委員会で協議 
・議会基本条例関連規定の改正等提出案について議会運営委員会で最終確認 
・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 
・議員研修会 講演「いま自治体議会が直面していること」北海道大学名誉教授 神原勝氏 
・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・定例会１２月会議の反省事項を手交（議会運営委員会）【町部局へ】 
・議会議員の歳費、費用弁償等に関する条例の一部改正（期末手当の引き上げ） 
【下記４議案 発委第 10 号～第 13 号 議会基本条例に関する審査特別委員会へ付託】 
・議会基本条例、議会会議条例の一部改正 
・議会参画奨励条例の制定 
・議会議員政治倫理条例の制定 

１ 

・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・議会基本条例等に関する審査特別委員会（第１回） 
・町議会議員選挙の平日投票を要望 
・広報広聴常任委員会(総務部会)：町内会連合会役員との懇談会 

２ 

・町民と議員との懇談会 （2/4～2/14 ６日間１８会場１０６人） 
・議員研修会（渡島西部四町議会議員連絡協議会議員研修） 

「地方創生について」 地域力創造アドバイサー 牧 慎太郎 氏 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・議会運営委員会：議会基本条例等特別委員会提出資料の最終確認(要綱等) 
・議会基本条例等に関する審査特別委員会（第２回） 

３ 

・議員勉強会 定例会３月会議提出議案の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 13 回目）。参画者８人。 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・定例会３月会議反省事項、町民と議員との懇談会報告書の手交【町部局へ】 
・定例会３月会議で、12 月会議提案・特別委員会付託の４条例（制定・改正）を一部修正の
うえ可決。また４条例と整合性を図り、「諮問会議条例」「研修条例」「政務活動費交付条
例」「専決処分条例」の一部を改正した。この中で、政務活動費の改選期の取り扱い（4～8
月分は不交付）を変更し、改選期でも年間を通して政務活動費を活用できることとした。 
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❿ 平成 31 年度（令和元年度） 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・議会基本条例等の大幅見直しを町民周知するため、議会だより（議会基本条例改正特集
号）を発行 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第１回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 議会評価（平成 30 年度）の検討 
（２）確認を求める事項 ①議会基本条例全体の見直しに基づく条例の制定・改正 

②議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認（H27 策定計画の H30 取組結果） 

・議員の評価を 9 人が提出。 
・議員活動の目標（公約）を 9 人が提出。 
・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

６ 

・平成 31 年度議会白書公表（議会ホームページ掲載） 
・「議会の評価」・「議員の評価」（30 年度分の評価結果、第 14 回目：9 人が提出） 
・議員活動の目標（公約）を公表（議会だより・議会ホームページ） 
・三師会（医師・歯科医師・薬剤師）との懇談会 
・議員勉強会 定例会 6 月会議議案等の事前勉強 
・岩手県葛巻町議会視察受け入れ 
・北海道町村議会議長会主催議員研修（9 名参加） 
 講演 ①「どうなる？今後の日本政治」       政治評論家 有馬 晴海 氏 

②「地方は変われるか～議会はどう変われるか、自治体をどう変えるか～」 
                      中央大学名誉教授 佐々木 信夫 氏 

７ 
・議会運営委員会定例会５・６月会議反省事項の手交【町部局へ】 
・千葉県大多喜町議会視察受け入れ 

８ ・福島町議会議員選挙 [16 日（金）投票率 71.98％] 

９ 

・議員勉強会 定例会９月会議議案等の事前勉強 
・新潟県出雲崎町議会視察受け入れ 
・議会基本条例諮問会議に諮問（第２回） 
【諮問内容（確認を求める事項）】①議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認（Ｒ
元策定計画）②常任委員会所管事務調査の内容確認 

10 

・第５次総合計画後期実施計画策定に関する調査特別委員会（１回目） 
・渡島管内市町議会議員研修会（８名参加） 
・網走郡大空町議会視察受け入れ 
・議員研修視察（３名参加）〔渡島西部四町議員協議会〕 

①岩手県雫石町 （廃業ホテルにおけるトラフグ養殖） 

②秋田県秋田市 （廃校を利用した就労継続支援とＬＥＤきらめき菜園）  

・総務教育・経済福祉両常任委員会において、例年の事務事業評価と合わせて、第５次総合
計画基本計画の主要施策評価を実施 

11 

・総務教育常任委員会、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】（各２回実施） 
・上ノ国町議会視察受け入れ 
・全国町村議会議長会特別表彰受賞（創立７０周年） 
・第５次総合計画後期実施計画策定に関する調査特別委員会（２回目） 
・第５次総合計画後期実施計画策定に関する調査特別委員会意見の手交【町部局へ】 
・議会基本条例諮問会議に諮問（第３回） 
【諮問内容（確認を求める事項）①常任委員会所管事務調査の内容確認②諮問事項の答申  

12 
・議会基本条例諮問会議から答申書手交 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 

２ 

・町民と議員との懇談会 （2/3～2/10 ６日間１７会場１０１人） 
・議員研修会（渡島西部四町議会議員連絡協議会議員研修） 

「人口減少社会において持続可能な地域公共交通の確保に向けた考え方、取り組み方」 

NPO法人まちづくり支援センター 代表理事 為国 孝敏 氏 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

３ 
・議員勉強会 定例会３月会議提出議案の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 14 回目）。参画者４人。 
・定例会２・３月会議反省事項、町民と議員との懇談会報告書の手交【町部局へ】 

  



 
 

17 
 

⓫ 令和２年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・年間所管事務調査案件協議（正副議長・委員長会議） 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第１回・・・書面） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 議会評価（令和元年度）の検討 
・議員の評価を 10 人が提出。 
・議員活動の目標（公約）を 10 人が提出。 

６ 

・令和２年度議会白書公表（議会ホームページ掲載） 
・「議会の評価」・「議員の評価」（元年度分の評価結果、第 15 回目：10 人が提出） 
・議員活動の目標（公約）を公表（議会だより・議会ホームページ） 
・議員勉強会 定例会６月会議議案等の事前勉強 
・両常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・議会運営委員会定例会５・６月会議反省事項の手交【町部局へ】 

７ 

・連合審査会報告書の手交【町部局へ】 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・早大マニフェスト研究所「議会改革度ランキング 2019（情報共有ランキング部門）」で全
国１位の評価を受ける。 

８ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第２回） 
【諮問内容（調査審議を求める事項）】 

①議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認（Ｒ元年度） 

②常任委員会所管事務調査の内容確認（岩部クルーズ事業） 

９ 
・議員勉強会 定例会９月会議議案等の事前勉強 
・連合審査会報告書の手交【町部局へ】 
・両常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

10 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第３回） 
【諮問内容（調査審議を求める事項） 

①常任委員会所管事務調査の内容確認（デマンドバス運行） 
②令和２年度の諮問事項に対する答申 

・両常任委員会報告書の手交【町部局へ】（各２回実施） 

11 

・議会基本条例諮問会議から答申書手交 
・全国市町村議会議員研修会講師（溝部議長～滋賀県大津市出演） 
・七飯町議会視察受け入れ 
・議員研修会（松前町議会研修会に渡島西部四町議会議員出席） 

「みんなで考える町村議会～町村議会の現状と取り組み」 

全国町村議会議長会 総務部長 三宅 達也 氏 
・両常任委員会報告書の手交【町部局へ】  

12 
・議員勉強会 定例会１２月会議議案等の事前勉強 
・議会運営委員会定例会１２月会議反省事項の手交【町部局へ】 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

２ 

・町民と議員との懇談会 （2/2～2/9 ６日間１７会場９８人） 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・両常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・議員研修会（渡島西部四町議会議員連絡協議会議員研修） 

「ＪＡＰＩＣ 津軽海峡トンネルプロジェクト」 

JAPIC 第２青函多用途トンネル構想研究会委員 神尾 哲也 氏 

３ 
・議員勉強会 定例会３月会議提出議案の事前勉強会 
・「夜間議会」を開催（第 15 回目）。参画者３人。 
・町民と議員との懇談会報告書、定例会３月会議反省事項の手交【町部局へ】 
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⓬ 令和３年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ ・年間所管事務調査案件協議（正副議長・委員長会議） 

５ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第 1 回） 
【諮問内容】（１）調査審議を求める事項 議会評価（令和 2 年度）の検討 

・議員の評価を 10 人が提出。 
・議員活動の目標（公約）を 10 人が提出。 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

６ 

・議会文書管理規程施行 
・令和 3 年度議会白書公表（議会ホームページ掲載） 
・「議会の評価」・「議員の評価」（2 年度分の評価結果、第 16 回目：10 人が提出） 
・議員活動の目標（公約）を公表（議会だより・議会ホームページ） 
・議員勉強会 定例会 6 月会議議案等の事前勉強 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

７ 
・町内介護事業者（社協・陽光園・スマイル）との懇談会 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

８ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第 2 回） 
【諮問内容（調査審議を求める事項）】 

①議会基本条例の見直し検討による行動計画の確認（R 元年度策定計画の R2 年度実績） 
②常任委員会所管事務調査の内容確認（選挙公営、給食における地元食材活用状況） 

・総務教育、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

９ 
・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 
・議会運営委員会による定例会９月会議の反省事項の手交【町部局へ】 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【社会福祉協議会へ】 

10 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第 3 回） 
【諮問内容（調査審議を求める事項）】 

①令和 3 年度の諮問事項に対する答申 
・総務教育・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

11 

・議会基本条例諮問会議から答申書手交 
・議員研修視察（３名参加）〔渡島西部四町議員協議会〕 

①福島県伊達市（河川防災、元気づくりシステムについて） 

・経済福祉常任委員会行政視察（木質バイオマス導入事例）（厚沢部町、知内町） 

・商工会青年部・女性部との懇談会 

・総務教育・経済福祉・広報広聴常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

・議会タブレット端末貸与・運用規程施行 

12 

・タブレット端末導入 
・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 
・漁組青年部・女性部との懇談会 
・総務教育・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

２ 

・町民と議員との懇談会 （2/1～2/2 2日間6会場26人） 
※当初6日間18会場を予定していたが、2/3以降は町内にコロナ感染者が発生したことに伴い開催を延期 

・総務教育・経済福祉常任委員会、連合審査会報告書の手交【町部局へ】 
・第36回町村議会広報全国コンクール（言語・文章部門）で奨励賞を受賞 

３ 

・議員勉強会 定例会 3 月会議議案等の事前勉強 
・「夜間議会」を開催（第 16 回目）。参画者４人。 
・議会選出監査委員の廃止 
・吉岡温泉整備事業に関する調査特別委員会（1 回目） 
・文化団体協議会、スポーツ協会との懇談会 
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⓭ 令和４年度 

月 取  組  み  の  概  要 

４ 
・吉岡温泉調査特別委員会中間報告書手交【町部局へ】 
・年間所管事務調査案件協議（正副議長・委員長会議） 
・町民と議員との懇談会報告書・令和４年度年間所管事務調査予定案件手交【町部局へ】 

５ 

・町民と議員との懇談会 （5/13～5/20 ４日間 11 会場 46 人） 
・議会基本条例諮問会議に諮問（第 1 回） 

【諮問内容】 
①議会評価（令和 3 年度）の検討、②議会基本条例見直しに伴う行動計画の確認（R 元
年度策定計画の R3 年度実績）、③適正な議員定数（現行 10 人）と議員歳費の検討 

・議員の評価を９人が提出。 
・議員活動の目標（公約）を９人が提出。 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

６ 

・令和 4 年度議会白書公表（議会ホームページ掲載） 
・「議会の評価」・「議員の評価」（3 年度分の評価結果、第 17 回目：9 人が提出） 
・議員活動の目標（公約）を公表（議会だより・議会ホームページ） 
・議員勉強会 定例会 6 月会議議案等の事前勉強 
・町民と議員との懇談会報告書手交【町部局へ】 
・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

７ 

・北海道町村議会議長会主催議員研修（8 名参加） 
 講演 「参議院最終情勢分析と選挙後の政局展望」 政治ジャーナリスト 泉 宏 氏 
・議員研修視察（３名参加）〔渡島西部四町議員協議会〕 

①青森県八戸市、岩手県久慈市（広域観光、養殖施設について） 

８ 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第 2 回） 
【諮問内容】 

①適正な議員定数と議員歳費の検討 
②常任委員会所管事務調査の内容確認（社会福祉協議会の財政健全化計画） 

・吉岡温泉調査特別委員会中間報告書手交【町部局へ】 
・総務教育、経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

９ 
・議員勉強会 定例会 9 月会議議案等の事前勉強 
・総務教育常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・夕張郡栗山町議会視察受入れ 

10 

・議会基本条例諮問会議に諮問（第 3 回） 
【諮問内容】 
 ①適正な議員定数と議員歳費の検討 
 ②常任委員会所管事務調査の内容確認（社会福祉協議会の財政健全化計画） 
・総務教育・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 
・議員視察研修（6 名参加）【政務活動費】 
 ①福島県双葉郡豊岡町（有害鳥獣処理施設施設） 
・渡島・檜山管内市町村議会議員研修会（9 人参加） 
・様似郡様似町議会視察受入れ 
・愛媛県愛南町議会視察受入れ 

11 

・議会基本条例諮問会議から答申書手交 
・群馬県桐生市議会視察受入れ 

・総務教育・経済福祉・広報広聴常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

12 
・議員勉強会 定例会 12 月会議議案等の事前勉強 
・総務教育・経済福祉常任委員会報告書の手交【町部局へ】 

１ 
・議員定数・議員歳費調査特別委員会、吉岡温泉調査特別委員会、経済福祉常任委員会意見書

手交【町部局へ】 

２ 
・長崎県松浦市議員視察受入れ 
・町民と議員との懇談会 （2/2～2/9 6日間17会場86人） 

・総務教育・経済福祉常任委員会、町民と議員との懇談会報告書の手交【町部局へ】 

３ 
・議員勉強会 定例会 3 月会議議案等の事前勉強 
・「夜間議会」を開催（第 17 回目）。参画者４人。 
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（２）議会基本条例見直し検討による行動計画の実施状況 

福島町議会基本条例第 28 条(見直し手続)は、「一般選挙を経た任期開始後に、速やか

に、この条例の目的が達成されているかどうかを検討する。」と規定されている。 

議会基本条例は平成 21 年 4 月に施行されたが、同条例第 28 条に基づき、平成 24 年

度、27 年度の改選後に、2 回の検証・見直しを行い、「福島町議会基本条例見直しによる

行動計画書」を策定し、毎年進行管理を実施してきた。 

令和元年度の改選後も、3 回目の検証・見直しを行い、下記のとおり行動計画書を作成

した。 

 

・福島町議会基本条例見直し検討による行動計画書の進行管理 

［進行管理期間：Ｒ元.11～Ｒ5.8］ 

 
○ 経 過 

  《Ｒ元.8.16 福島町議会議員選挙》 

   

R 1. 9.24 議会運営委員会【行動計画案の協議】 

  R 1. 9.30 議会基本条例諮問会議（第 2 回）で確認  

  R 1.10. 4 議会運営委員会【行動計画の決定】 

  R 1.11.25 議会基本条例諮問会議(第 3 回)で確認 

  R 1.12. 2  議会基本条例諮問会議の答申 

R 2. 8. 3 議会基本条例諮問会議（第 2 回）【行動計画書の進捗状況の確認】 

  R 2.10. 5 議会基本条例諮問会議（第 3 回）【行動計画書の進捗状況の確認】  

  R 2.11. 2  議会基本条例諮問会議の答申 

  R 3. 8. 2 議会基本条例諮問会議（第 2 回）【行動計画書の進捗状況の確認】 

  R 3.11. 1 議会基本条例諮問会議の答申 

  R 4. 5.16 議会基本条例諮問会議（第１回）【行動計画書の進捗状況の確認】 

  R 4.11. 1 議会基本条例諮問会議の答申 
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整理

№ 
具体的な項目 目標期間等 

１ 

・議員間討議の推進 R 1.11～ 実施 

◎議員間討議要綱の積極的推進 

 平成 31 年 4 月 1 日施行の「議会議員間討議要綱」の積極的推進を図る。 

 現在、常任委員会における議員間討議については、休憩中に論点・争点を取りま

とめて進めているが、今後、本会議等の議案等に対する意見交換において、賛否

が明確に分かれた場合には、討議・討論の手法を積極的に取り入れる。 

■令和３年度実績 

常任委員会調査事件の委員会意見とりまとめについては、休憩中ではあるが論

点・争点を明らかにするような流れで、簡易的に自由討議の形がとられている。

本会議等の議案等については、賛否が明らかに分かれるケースがなかった。 

２ 

・議員の発言に係るルールの確立 継続実施 

◎現行ルールの継続実施 

 現在、定例に再開する本会議終了後の議会運営委員会において「本会議の反省」

を行っており、一般質問を含めた各議案の質疑・意見交換の「一問一答制の徹

底」についても検証、一定の成果があがっていると評価し、継続実施する。 

■令和３年度実績 

令和３年度定例会後の議会運営委員会で実施した。９月、12 月、３月会議に

おいて「質疑、意見交換のルールの徹底」、「一般質問における質問内容の精

査」、等について確認、注意を行った。 

３ 

・政治倫理条例の遵守 R 1.11～ 実施 

◎議会議員政治倫理条例の遵守 

 平成 31 年 4 月 1 日施行の「議会議員政治倫理条例」に基づき、議員の議会内外

の活動を注視し、議会基本条例の理念を追求する。 

 平成 28 年 1 月から、定例に再開する本会議終了後の議会運営委員会の反省検討

項目に「政治倫理基準の遵守」を追加し検証している。 

■令和３年度実績 

議会内での発言・行動等は、上記のとおり議会運営委員会で検証し、議会外の

活動についても注視しているが、該当する案件はなかった。 

４ 

・広報・広聴活動の充実 継続実施 

◎広報広聴常任委員会活動の充実 

現在、広報広聴常任委員会両部会において、年に 1 回程度、町内各種団体との広

聴活動を実施しており、一定の成果があがっていると評価し、積極的に継続実施す

る。 

■令和３年度実績 

町内各種団体との懇談会を総務教育部会で２件、経済福祉部会で５件開催した。

また、例年開催している「町民と議員との懇談会」は感染防止を徹底しながら開催

したが、3 日目に感染者が発生したため 3 日目以降の開催を延期した。（参加者：

9 会場で 35 人、最大は 8 人、最小は 1 人。意見は 51 件） 
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整理

№ 
具体的な項目 目標期間等 

５ 

１４ 

・議会ホームページの充実 

・議会だよりの充実・改善 
H31.4～ 実施中 

◎議会広報広聴要綱に基づく広報広聴活動の充実 

平成 31 年 4 月 1 日施行の「議会広報公聴要綱」に基づき各種広報広聴活動の一

層の充実を図る。 

 

◎町民に親しまれる議会だより・HP の検討 

レイアウトの工夫、写真活用、フルカラーの採用、町民参画等を検討し、町民に

見やすく、分かりやすい紙面(画面)を目指す。 

 

■令和３年度実績 

ホームページではスマホでのライブ中継視聴ができるように改善、会議資料を当

日公開から前日公開とした。 

議会だより第 130 号（R3.6.1 発行）が、町村議会広報全国コンクールで奨励賞

（言語・文章部門）を受賞。 

 

６ 

・議員勉強会の充実 継続実施 

◎議員勉強会の内容充実 

 現在の勉強会は、下記内容により進めているが、さらに積極的な活用を促す。 

 

◎議員勉強会の内容 

  (1)各議員で注意・確認が必要だと思われる点を出してもらい、出席議員で議論・

確認する。 

  (2)一般質問予定者で、他の議員の意見を参考に聞きたい議員がいた場合は時間

を設け意見交換を行う。その場合には、答弁書を全議員に配布する。 

(3)事務局において特にポイントとなる点などを説明。 

 

■令和３年度実績 

議会運営委員長の進行による議員主導の勉強会を継続している。 

一般質問についても、通告書・答弁書を議員全員に配布し意見交換を行った。 

 

７ 

９ 

１１ 

・議員活動の充実 

・一般質問の充実 

・文書質問の更なる活用 

自主取組 

◎自主的な取組みによる個人活動報告等の実践 

 各議員の活動事例やホームページ開設の実践例等を確認し合いながら自主活動の

充実に向けて実践する。 

 

◎一般質問の充実 

 他の町村議会の質問項目等を参考に、当町でも取り上げる一般質問内容がないか

を確認し、一般質問の更なる充実を図る。 

 

◎文書質問の更なる充実 

 町民要望等に対応する手段として、一般質問と同様、積極的に活用する。 

 

■令和３年度実績 

一般質問１６件（実人数６人）、文書質問２件（実人数１人） 
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整理

№ 
具体的な項目 目標期間等 

８ 

・「町政に対する要望・意見の取りまとめ」の活用 継続実施 

◎町内会要望を活用 

  毎年、行政が実施している「町政に対する要望・意見の取りまとめ」を町民か

らの請願・陳情と位置付け、両常任委員会の調査事項の項目として検討する。 

 

■令和３年度実績 

町民と議員との懇談会 ２日間９会場３５人 ※３日目に新型コロナ感染者が

発生したため３日以降の開催を延期している。 

 

１０ 

・議決事件の追加等の検討 H31.4～ 実施中 

◎議決事件の追加・削除 

  令和元年に下記の追加・削除があり、令和 2 年 5 月現在で 13 本の議決事件と

している。毎年、町との協議や新たな計画等の策定状況を確認のうえ、現状にあ

った追加・削除を検討する。 

＊追加議決事項 ①町民憲章・宣言 ②友好(姉妹)市町村締結 ③町花・町木 

 

■令和３年度実績 

 新たな議決事件の追加・削除はなかった。 

 

１２ 

・常任委員会における自治体視察の検討 継続実施 

◎常任委員会の先進地視察等 

  常任委員会の自治体視察予算は、政務活動費導入に合わせ当初予算計上を廃止

した経緯がありますが、各常任委員会においてテーマを決め、必要に応じて補正

予算対応により検討する。 

 

■令和３年度実績 

 経済福祉常任委員会による視察を実施。旅費は定例会 12 月会議で補正対応。 

 11/17 新たな吉岡温泉建設に係る木質バイオマスボイラー導入自治体等を視察。 

 ・厚沢部町（上里温泉）、知内町（役場庁舎等）、千軒地区（木くず再生プラント） 

 

１３ 

・政務活動費の利用促進 R 1.11～ 実施 

◎政務活動費の利用促進 

  平成 28 年度より月額５千円（年６万円）から月額 1 万円（年 12 万円）に増額

し、研修・視察等や事務費に活用している。しかし、グループでの視察研修の日

程調整等が難しく、調査研究費の活用が少なくなってきており、勉強会等の場を

活用しながら視察先等を決定するなど積極的な利用促進を図る。 

 

■令和３年度実績 

令和３年度支消額  503,047 円（交付額 120 万円）支消率 46.6％ 

※令和 3 年度も新型コロナウイルスの感染拡大による往来自粛のため視察等が行

えず、支消率の低下となった。 
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整理

№ 
具体的な項目 目標期間等 

１５ 

・議会図書室の充実 継続実施 

◎議会関係資料の図書室配置 

  議会で管理している議会図書室は、現在、議会だよりや地方議会人、月刊ガバ
ナンスなどを閲覧可能としており、平成 29 年度より、本会議や常任委員会等の
資料を閲覧可能な状況にしているが、議員の活用は少なく、住民の利用もない状
態となっている。有効活用のために議会ＨＰ・議会だより等での周知と、公開資
料の充実について検討する。  

 〇配置している議会関係資料 
  (1)本会議の資料（過去１年） 
  (2)常任委員会・特別委員会の資料（過去１年） 
  (3)全員協議会の資料（過去１年） 
  (4)過去１年間の会議録〔本会議・常任委員会・特別委員会・全員協議会〕 
 
■令和３年度実績 
 議員活用が少なく、住民の利用無し（周知及び資料の充実が必要） 
 

１６ 

・議会基本条例の改正 R 1.11～ 実施 

◎議会評価等に基づく毎年の整理、見直し等 

  平成 21 年度に議会基本条例を制定、平成 30 年度に新たな議会改革事項の追加

や文言整理など関連条例等を含む大幅な改正と 2 条例・7 要綱の制定を実施し

た。次期改選期は令和 5 年 8 月であり、次のスケジュールにより毎年の整理、見

直し作業を行う。 

（１）令和 2 年度・3 年度・・・議会評価に基づく基本条例の検証 

（２）令和 4 年度・・・議会基本条例全体の検討（諮問会議）、改正等の必要があ

れば改正を行う。 

（３）令和 5 年度・・・新たな任期での行動計画の作成 

※今任期中に、人口減少に伴う議員定数の在り方について諮問会議に諮り、答申結

果を踏まえ検証する。 

 

■令和３年度実績 

 議会活動評価要綱に基づく議会活動評価により基本条例の検証を行った。 
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Ⅳ．令和４年度分「議会・議員評価」の基礎資料 

１．本会議の審議 

（１）定例に再開する会議 

① ６月会議（R4.6.20 1 日 参画者 1 名） 

審議した議案は、町長提出の議案 10 件、報告 2 件と議会提出の意見書 5 件で、全て原案

のとおり可決した。採決状況は次のとおり。 

各議案に対する討議・討論はなし。 

 一般質問は 3 名 3 項目。 

ア 議会運営委員会の反省事項 

 ６月会議の反省事項として、町への通知を次のとおりとした。 

１．定例会６月会議の反省事項 

（１）諸般の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（２）一般質問(４名４項目) 

 ・藤山議員 

  答弁者とのやり取りにおいて、答弁済みの内容に対し、同様の質問を繰り返しており

注意されたい。 

 ・小鹿議員 

  再質問に際し、当初の質問相手以外を指名していた。関連した内容であっても、まず

は本来の相手に質問するべきであり注意すること。 

・平沼議員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（今後の注意点）再質問でのやり取りにおいて、教育長が答弁を躊躇する場面があった。

質問者は質問内容を明確に相手に伝えるよう心掛ける必要があるが、答弁者側も躊躇せず

適宜答弁するよう注意が必要。 

（３）条例一部改正、計画変更、契約・・・・・・・・・・・特になし 

（４）補正予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（５）議会提出議案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（６）一般質問等答弁事項進捗状況調査・・・・・・・・・・新たな追加事項なし 

（７）政治倫理基準の遵守・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（８）一問一答制の徹底・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

２．そ の 他 

・ 議事の進行に際し、意思表明の発言が一部の議員に偏っている。 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

14 
過疎地域の持続的発展の支援特別措置法の適用に伴う

固定資産税の特例条例の一部改正 
 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 

15 介護保険条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

16 第５次総合計画の変更  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

17 道市町村総合事務組合規約の変更  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

18 道市町村職員退職手当組合規約の変更  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

19 道町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

20 町道の路線認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

21 令和４年度一般会計補正予算（第４号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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22 令和４年度国民健康保険特別会計補正予算（第１号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

23 令和４年度国保診療所特別会計補正予算（第２号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

報告1 一般質問等答弁事項進捗状況調査の報告 
 ※採決はありません。 報告済み 

報告2 令和３年度一般会計繰越明許費の報告 

発委2 地方財政の充実・強化に関する意見書の提出  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 

発委3 
日本政府に核兵器禁止条約への参加、調印・批准を求
める意見書の提出 

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

発委4 
森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施

策の充実・強化を求める意見書の提出 
 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

発委5 
水田活用直接支払交付金の見直し中止を求める意見書

の提出 
 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

発委6 
補聴器購入補助等の改善をはじめ、難聴（児）者への

支援拡充を求める意見書の提出 
 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

② ９月会議（R4.9.13～15 2 日 参画者 2 名） 

審議した議案は、町長提出の議案 11 件、報告 2 件、同意 2 件、認定 7 件と議会提出の意

見書 1 件で、全て原案のとおり可決した。採決状況は次のとおり。 

各議案に対する討議・討論はなし。 

一般質問は 4 名 4 項目。 

ア 議会運営委員会の反省事項 

9 月会議の反省事項として、町への通知を次のとおりとした。 

１．定例会９月会議の反省事項 

（１）諸般の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（２）一般質問(４名４項目) 

・小鹿議員、平沼議員、川村議員、木村議員・・・・・・・特になし 

（今後の注意点）①語尾が聞き取りづらいので注意されたい。 

        ②通告からずれた質問をした議員がいるので注意されたい。 

（３）条例一部改正、計画変更、規約変更・・・・・・・・・特になし 

（４）補正予算 

  ①他の議員の質問を止めるような発言をした議員がいたので注意されたい。 

（５）令和２年度決算認定 

  ①決算の説明が不用額 20 万円以上から 50 万円以上に変更となったので進行が速かっ

た。 

  ②質疑と意見交換が混同している議員がいたので注意されたい。 

  ③事務事業評価の議会での評価を９月会議提案前に行ったほうが良いのではないか。 

（６）人事案件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（７）議会提出議案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（８）一般質問等答弁事項進捗状況調査 

小鹿議員 一般質問「鳥獣駆除に対する今後の対応について」を新たに調査項目とし 

た。 

（９）政治倫理基準の遵守・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（10）一問一答制の徹底・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

２．そ の 他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

29 地元企業雇用等促進条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
原案可決 

30 職員の育児休業等条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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③ １２月会議（R4.12.8 1 日 参画者 1 名） 

審議した議案は、町長提出の議案 6 件、報告 1 件で全て原案のとおり可決した。採決状

況は次のとおり。各議案に対する討議・討論はなし。 

一般質問は 3 名 3 項目。 

ア 議会運営委員会の反省事項 

12 月会議の反省事項として、町への通知を次のとおりとした。 

１．定例会１２月会議の反省事項 

（１）諸般の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（２）一般質問(３名３項目) 

・小鹿議員、平沼議員、木村議員・・・・・・・・・・・・特になし 

（今後の注意点）事務局のミスで途中までマイクが入っていなかった。 

（３）条例制定、条例一部改正、計画変更・・・・・・・・特になし 

（４）補正予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（５）議会提出議案・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（６）一般質問等答弁事項進捗状況調査・・・・・・・・・新たな追加事項なし 

（７）政治倫理基準の遵守・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（８）一問一答制の徹底・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

２．そ の 他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

47 青少年交流センター設置条例  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 48 国民健康保険税条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

49 第５次総合計画の変更  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

  

31 町の区域外に新たに生じた土地の確認  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 

32 町の字の区域変更  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

33 令和４年度一般会計補正予算（第 7 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

34 令和４年度国民健康保険特別会計補正予算（第 2 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

37 令和４年度介護保険特別会計補正予算（第 2 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

38 令和４年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

39 令和４年度国保診療所特別会計補正予算（第 3 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

38 令和４年度水道事業会計補正予算（第 2 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

39 令和４年度一般会計補正予算（第 8 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

認定1 令和２年度一般会計歳入歳出決算認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案認定 

認定2 令和２年度国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

認定3 令和２年度介護保険特別会計歳入歳出決算認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

認定4 令和２年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

認定5 令和２年度浄化槽整備特別会計歳入歳出決算認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

認定6 令和２年度国保診療所特別会計歳入歳出決算認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

認定7 令和２年度水道事業会計利益の処分・決算の認定  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
原案認定

可  決 

同意1 教育長の選任  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
原案同意 

同意2 教育委員会委員の任命  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

報告4 令和３年度財政健全化判断比率の報告 

※採決はありません。 報告済み 
報告5 

令和３年度教育に関する事務の管理、執行状況の点検・

評価報告 

発委7 国土強靭化に資する社会資本整備等意見書の提出  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

宣誓1 教育長の宣誓 ※採決はありません。 宣誓済み 
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議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

50 令和４年度一般会計補正予算（第11号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 51 令和４年度国民健康保険特別会計補正予算（第 3 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

52 令和４年度浄化槽整備特別会計補正予算（第 2 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

報告5 議会一般質問等答弁事項進捗状況調査の報告 ※採決はありません。 報告済み 

④ ３月会議（R5.3.8～13 3 日 参画者 11 名） 

審議した議案は、町長提出の議案 27 件、同意 2 件と議会提出の議案 1 件で、全て原案の

とおり可決した。採決状況は次のとおり。 

各議案に対する討議・討論はなし。 

一般質問は 5 名 6 項目 

ア 議会運営委員会の反省事項 

3 月会議の反省事項として、町への通知を次のとおりとした。 

１．定例会３月会議の反省事項について 

（１）諸般の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（２）町政執行方針、教育行政執行方針・・・・・・・・・特になし 

（３）一般質問(５名６項目) 

・小鹿議員、佐藤議員、川村議員、木村議員、平沼議員・・特になし 

 ①再質問で人数等を聞くのであれば通告内容に含めるべき。 

②町長・教育長に質問を通告しているのに、ほとんど教育長への質問となっていた。 

③関連のある団体の会長である議員からの一般質問であったので質問の方法等検討すべ

きであったのではないか。 

（４）条例・計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（５）令和４年度補正予算・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（６）令和 4 年度当初予算、積立金処分 

・答弁について、質問者の質問について簡潔明瞭に答弁する必要がある。 

（７）人事案件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（８）一般質問等答弁事項進捗状況調査・・・・・・・・・・・新たな追加事項なし 

（９）政治倫理基準の遵守・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

（10）一問一答制の徹底・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

２．そ の 他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

54 個人情報保護法施行条例  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

原案可決 

55 犯罪被害者等支援条例  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

56 
地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備 
 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

57 個人情報の保護に関する法律の改正に伴う関係条例の整理  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

58 町内会館管理条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

59 
議会議員・福島町長の選挙における選挙運動の公費負担条例

の一部改正 
 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

60 職員の定年等条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

61 
特別職の職員で非常勤の者の報酬・費用弁償に関する条例の

一部改正 
 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 
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62 国民健康保険税条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

原案可決 

63 ふるさと応援基金条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

64 家庭的保育事業等の設備・運営基準条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

65 
特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の運営基準

を定める条例の一部改正 
 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

66 
放課後児童健全育成事業の設備・運営基準条例の一

部改正 
 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

67 国民健康保険条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

68 第５次総合計画の変更  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

69 地域防災計画の変更  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

70 森林整備計画の変更  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

71 令和４年度水道事業会計資本金の減少  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

72 令和５年度一般会計予算  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

73 令和５年度国民健康保険特別会計予算  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

74 令和５年度介護保険特別会計予算  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

75 令和５年度後期高齢者医療特別会計予算  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

76 令和５年度浄化槽整備特別会計予算  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

77 令和５年度国保診療所特別会計予算  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

78 令和５年度水道事業会計予算  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

79 財政調整基金の積立金処分  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

80 令和４年度一般会計補正予算（第13号）  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

81 令和４年度国保診療所特別会計補正予算（第４号）  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

82 令和４年度介護保険特別会計補正予算（第４号）  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

83 令和４年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

84 令和４年度浄化槽整備特別会計補正予算（第３号）  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

85 令和４年度国保診療所特別会計補正予算（第５号）  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

86 令和４年度水道事業会計補正予算（第４号）  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

同意3 監査委員の選任  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 
原案同意 

同意4 固定資産評価審査委員会委員の選任  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 

発委9 議会個人情報保護条例  ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 原案可決 

 

（２）定例に再開する以外の会議 

① ４月会議（R4.4.25 1 日 参画者 0 名） 

  審議した議案は、町長提出の議案 3 件で、全て原案のとおり可決した。採決状況は次

のとおり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

1 町税条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 2 町道の路線認定・変更  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 令和４年度一般会計補正予算（第２号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

② ５月会議（R4.5.27 1 日 参画者 1 名） 

審議した議案は、町長提出の議案 10 件と議会提出の議案 1 件で、全て原案のとおり

可決した。採決状況は次のとおり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 
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議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

4 特別職の職員給与条例の一部改正  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 

5 職員給与条例の一部改正  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

6 青少年交流センター整備工事：建築主体工事請負契約の締結  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

7 〃      ：機械設備工事請負契約の締結  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

8 〃      ：電気設備工事請負契約の締結  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

9 令和４年度一般会計補正予算（第3号）  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

10 令和４年度介護保険特別会計補正予算（第1号）  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

11 令和４年度国保診療所特別会計補正予算（第1号）  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

12 令和４年度水道事業会計補正予算（第1号）  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

13 定住向け町有住宅（1号棟）建築主体工事請負契約の締結  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

発委1 議会議員歳費・費用弁償等条例の一部改正  ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ 

③ ７月会議（R4.7.5 1 日 参画者なし） 

審議した議案は、町長提出の議案 2 件で、全て原案のとおり可決した。採決状況は次

のとおり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

24 定住促進住宅造成工事請負契約の締結  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
原案可決 

25 令和４年度一般会計補正予算（第 5 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

④ ７月第２回会議（R4.7.25 1 日 参画者なし） 

審議した議案は、町長提出の議案 3 件で、全て原案のとおり可決した。採決状況は次

のとおり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

26 財産（農業用機械等）の取得  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 27 令和４年度一般会計補正予算（第6号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

28 令和４年度浄化槽整備特別会計補正予算（第 1 号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

⑤ １０月会議（R4.10.21 1 日 参画者 1 名） 

審議した議案は、町長提出の議案 1 件で、原案のとおり可決した。採決状況は次のと

おり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

40 令和４年度一般会計補正予算（第9号）  欠 ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ 原案可決 

⑥ １１月会議（R4.11.28 1 日 参画者なし） 

審議した議案は、町長提出の提案 6 件と議会提出の議案 1 件で、すべて原案のとおり

可決した。採決状況は次のとおり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 
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議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

41 特別職の職員給与条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 

42 職員給与条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

43 令和４年度一般会計補正予算（第10号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

44 令和４年度介護保険特別会計補正予算（第3号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

45 令和４年度国保診療所特別会計補正予算（第4号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

46 令和４年度水道事業会計補正予算（第3号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

発委8 議会議員歳費・費用弁償等条例の一部改正  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

⑦ ２月会議（R5.2.6 1 日 参画者 1 名） 

審議した議案は、町長提出の提案 1 件で、原案のとおり可決した。採決状況は次のと

おり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

53 令和４年度一般会計補正予算（第12号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

⑧ ３月第２回会議（R5.3.27 1 日 参画者なし） 

審議した議案は、町長提出の提案 6 件で、すべて原案のとおり可決した。採決状況は

次のとおり。議案への討議・討論はなし。 

ア 議会運営委員会の反省事項  ・特になし 

イ 審議した議案等 

議
案
番
号 

議 員 名 

議   案  

欠 
 

員 

佐
藤
孝
男 

平
沼
昌
平 

木
村 

隆 

川
村
明
雄 

杉
村
志
朗 

藤
山 

大 

小
鹿
昭
義 

平
野
隆
雄 

審
査
結
果 

87 令和４年度一般会計補正予算（第14号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

原案可決 

88 令和４年度浄化槽整備特別会計補正予算（第4号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

89 令和５年度一般会計補正予算（第1号）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

90 種苗生産等施設建築主体工事請負契約の締結  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

91 〃   電気設備工事請負契約の締結  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

92 〃   機械設備工事請負契約の締結  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

２．常任委員会等の活動 

（１）総務教育常任委員会 

１．その他所管に関する事項（R4.5.27） 

（意見書採択） 

●調査目的 

 各団体から寄せられた意見書について、総務教育常任委員会として採択し、議会へ提案

する意見書とするか調査を行った。 

●意見書  （全会一致で委員会として提案） 

 ①地方財政の充実・強化に関する意見書 （陳情団体：自治労福島町職員労働組合） 

②日本政府に核兵器禁止条約の参加・調印・批准を求める意見書 

（陳情団体：2022 年原水爆禁止国民平和大行進北海道実行委員会） 

●定例会６月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 １．福島商業高等学校の魅力化 

     ２．学校給食の地元食材活用 ３．その他所管に関する事項 
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２．調査事件２ 学校給食の地元食材活用（R4.7.25） 

●調査目的 

学校給食における地元食材活用と食育への取り組みについては、当委員会でこれまで継

続して調査を行っており、前回調査では地場産物の安定供給に向けた体制作り等について

検討するよう意見書を手交している。 

このたび、教育委員会より前回調査から１年が経過した学校給食の地元食材活用の現

状等について資料が示されたことから、その内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 関係者会議の定期的な開催について 

資料では、学校給食の地元食材の使用拡大に向け農業協同組合、漁業協同組合をはじめ

各団体、関係者が参加する関係者会議を開催、それぞれの立場から様々な意見が出され、

情報共有が図られたことは評価する。地場産品の活用推進に当たっては町内関係者(生産

者等)と学校給食センター側との情報共有、調整をする教育委員会・産業課の役割が重要

であり、関係者会議は常設とし、毎年開催すべきと思慮する。 

２ 学校給食への地元食材活用による農業振興について 

町内で生産される農産物については、ほとんどが一般市場へ出回らず町内で消費されて

おり、白米・椎茸以外の農産物については、必要品種の必要量確保が難しい現況にある。

地元食材活用をさらに進めるためには、提示された使用食材の生産現状を適格に把握し、

給食センター側と食材活用の可能性を分析・検討(品質・数量)することが重要であり、町

内農業の実態に即した活用(購入）により農業振興への連動が期待されると思慮する。 

３ 物価高騰への対応ついて 

今年度から福島商業高等学校へ給食の提供を開始したことに伴い、給食センターが用意

する給食数が増えているが、現在、野菜等の食材の価格高騰が続いており、今後、関係予

算の不足が危惧される。当町は児童生徒の給食費を無償化していることから、適宜補正等

を行い、予算に不足が生じることがないよう努められたい。 

 

３．調査事件１ 福島商業高等学校の魅力化（R4.8.26） 

●調査目的 

福島商業高等学校の魅力化について、町ではこれまで様々な取り組みを実施してお

り、当委員会においても継続して調査を行っているところです。 

この度、町の高校魅力化に向けた取り組みの現状と、青少年交流センターの管理運営

に係る条例（案）等について資料が示されたことから、その内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 生徒確保に向けたＰＲ活動の推進について 

高校魅力化の取り組みとして、ホームページの開設、地域みらい留学への参加、新聞広

告などにより積極的なＰＲを行っているとのことだが、福島商業高等学校の入学者数はこ

こ数年非常に厳しく、北海道の高校再編整備における募集停止の基準をかろうじてクリア

している状況にある。今後卒業する予定の町内の中学生も少なく、地元だけで再編基準の

１０名を確保するのがより一層困難になるのは明白であり、毎年入学者１０名以上確保す

るためには、高校との連携をさらに強化し、福島商業高等学校の魅力化を進めるとともに

より強力にＰＲ活動を展開する必要があると思慮する。 

（１）オープンキャンパス等の推進強化 

オープンキャンパスは、生徒が学校の様子を直に感じることができる貴重な場であ

り、開催に当たっては福島商業高等学校の特色を活かした取り組みを十分理解してもら

えるような工夫を検討されたい。また、開催時期についても１年間に複数回開催するな

ど、さらに積極的な取り組みを検討されたい。 

函館市内・近隣町への周知等についても積極的に働きかけをするよう検討されたい。 

（２）地元生徒への対応について 
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  地元中学校とは合同授業や卒業生によるプレゼンを実施しているとのことだが、今後

も高校を存続していくためには地元の子供や保護者が福島商業高等学校に入りたい、入

らせたいと思わせることが重要であり、町外・道外だけでなく地元の子供達に対しても

高校の魅力をしっかりＰＲしていく必要があると思慮する。 

２ 教育課程の魅力化について 

新しい教育課程の魅力化を目指す取組として、地域との関わりを深く持った学習や大学

との連携授業など、福島商業高等学校独自の教育課程を設定し取り組んでいるとのことだ

が、今後の各町の人口減少等を含めた地域課題を解決するためには視野を広く持つことが

必要であり、本州、道内各地から応募する生徒への魅力化の為にも、地域を福島町に限定

せず、範囲を渡島西部四町、函館市を含めた道南圏まで拡げるなど、生徒達の活動範囲を

拡げた地域学習についても検討すべきと思慮する。 

３ 青少年交流センターの管理運営について 

 青少年交流センターの管理運営については、関係条例等を定例会１２月会議に上程する

とのことだが、提示された条例案等の内容には文言等に修正・検討が必要な点があるので

慎重に対処されたい。 

●意見書  （全会一致で委員会として提案） 

 ①国土強靭化に資する社会資本整備等に関する意見書 

（陳情団体：北海道町村議会議長会） 

●定例会９月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 ３．防災マップの見直し ４．各町内会の現状と支援の方向性 

     ５．松前半島道路（福島松前間）実現に向けた取り組み状況 

     ６．各大学との包括連携事業の現状と今後の取り組み 

     ７．第５次総合計画の変更 ８．行政評価（事務事業評価） 

     ９．所管関係施設・事業等の町内視察・執行方針の取り組み 

     10．その他所管に関する事項 

 

４．調査事件８ 行政評価（事務事業評価）（R4.10.14） 

●調査目的 

町では、まちづくり基本条例第 20 条第２項の規定に基づき行政活動を点検し、改善を

図るため、令和３年度一般会計決算による行政評価（事務事業評価）を実施し、議会基本

条例第 10 条第２項の規定による決算説明資料として議会に提出した。 

 議会では、議会のチェック機能の強化と併せて、翌年度への予算へ反映させることを目

的に、議会としての評価を実施した。 

【評価方法】 

 議会による行政評価（事務事業評価）要綱に基づき、全議員が各事務事業の内容を総合

的に判断した４段階評価を行い、所管常任委員会毎に評価を示し、総合的な説明を加え

た。 

【評価結果】 

総務教育常任委員会が所管する３９件の行政評価の結果は、次のとおりである。 

「◎」十分評価できる  ： １件 

「〇」概ね評価できる  ：３８件 

「△」やや不足している ： ０件 

「▲」不足している   ： ０件 
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議会による行政評価（事務事業評価）結果表 

事務事業名 

町の評価内容 議会の評価 

必要性 
＋ 

有効性 

達成度 
＋ 

効果性 

項目別 
点 数 
評 価 

一次 

評価 

二次 

評価 

最終 

評価 
評価 説    明 

№１ 

情報公開 
６ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ◎ 

引き続き住民に興味を
持って見てもらえるよ
う、更なる工夫を期待
する。 

№２ 

職員研修 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

知識研修、接遇研修、
専門的研修等、研修の
質的向上を図るととも
に、職員の視野を広げ
るため全国市町村国際
文化研修所等への研修
参加も検討願いたい。 

№３ 

車両管理 
４ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

引き続き各車両の整備
点検を進め、今後とも
適切な管理を進められ
たい。運転者への事故
防止の徹底に努められ
たい。 

№４  

交通安全対策 
５ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

指導員の高齢化に対処
する体制づくりと、効
果的な啓発の更なる工
夫を図られたい。 

№５ 

町民運動対策 

(青少年外) 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

全町的な運動展開にな
っていない。犯罪・非
行の防止のための情報
発信に努められたい。 

№６ 

インターネット事業 
５ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

引き続きセキュリティ
対策に努め、インター
ネット利用拡大の取り
組みを期待する。 

№７ 

ホームページ管理 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

統計資料等の基本的事
項や事務事業評価の発
信、また、行事予定等
の日々の更新等抜本的
な対策を図られたい。 

№８ 

生活館等管理 
６ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

公共施設維持保全計画
の基本方針に基づき、
施設維持等適切な措置
と有効活用を期待す
る。 

№９ 

災害対策 
７ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

個別受信機の良好利用
のため継続的なメンテ
ナンスが必要。 

№10 

町内会連合会助成 
７ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

少子高齢化が進行する
中、住民参加を目指し
た住民活動の統一的な
組織展開を検討された
い。 

№11 

文書広報 
６ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

今後とも町民に分かり
やすい広報誌の発行に
努めるとともに、ちら
しの集約化等を検討さ
れたい。 

№12 

ふるさと応援基金運

営 
７ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

ふるさと納税寄附者の
取り込みを更に進めら
れたい。 

  



 
 

35 
 

事務事業名 

町の評価内容 議会の評価 

必要性 
＋ 

有効性 

達成度 
＋ 

効果性 

項目別 
点 数 
評 価 

一次 

評価 

二次 

評価 

最終 

評価 
評価 説    明 

№13 

産業活性化サポート

事業 
４ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

新商品開発のため、専
門の指導者や大学・関
係機関等の活用につい
ても支援されたい。 

№14 

町民運動対策 

（コミュニティ） 
７ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

全町的な運動展開はさ
らに厳しさが増すと思
慮するが、しっかりし
た活動を期待する。 

№15 

バス待合所管理 
５ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

今後も利用者にとって
快適な施設の維持管理
を期待する。 

№44 

教育関係団体・ 

大会参加助成 

８ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 
各種団体等の状況等を
十分把握し、助成事務
を執行されたい。 

№45 

福島商業高等学校存

続対策 
７ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

高校と連携の上、魅力
ある学校づくりに邁進
されたい。 

№46 

高校魅力化推進事業 
６ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

当初計画（設計）段階
での議会審議が不十分
であり、建物の有効的
な配置、積雪対策に不
安が残る。 

№47 

友好町交流事業 
４ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

三市町交流事業を推進
するとともに、新たな
地域との交流の展開を
期待する。 

№48 

ＡＬＴ招致 
７ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

引き続き英語教育の充
実に努力されたい。 

№49 

児童生徒輸送 
９ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

現状の児童生徒送迎等
を維持されたい。 

№50 

奨学資金貸付 
７ ４ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

国の動向を見ながら、
給付型奨学金の検討を
進められたい。 

№51 

教育用コンピュータ

等整備事業 
６ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

タブレット等の更なる
有効活用を図ること。 

№52  

教員住宅管理 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

引き続き計画的な整備
を進められたい。 

№53 

小学校管理 
１０ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

児童が快適な環境で学
習できるよう施設の長
寿命化対応等に努めら
れたい。 

№54 

中学校管理 
１０ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

生徒が快適な環境で学
習できるよう施設の長
寿命化対応等に努めら
れたい。 

№55 

学校給食センター 
７ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

米等地域食材の利用割
合を上げ、メニューに
工夫を加え、残さず食
べられるおいしい給食
の提供に努められた
い。 
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事務事業名 

町の評価内容 議会の評価 

必要性 
＋ 

有効性 

達成度 
＋ 

効果性 

項目別 
点 数 
評 価 

一次 

評価 

二次 

評価 

最終 

評価 
評価 説    明 

№56 

社会教育総務 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

町の社会教育の状況を
的確に把握し、指導体
制の確立と活発な事業
展開を期待する。 

№57 

読書活動 
８ ４ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

これからも、より町民
に親しまれるよう図書
管理システムの有効活
用と図書司書の配置を
期待する。 

№58 

成人教育 
５ ０ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

異世代間の交流が図ら
れているが、引き続き
住民ニーズを把握し、
リーダー養成に努めら
れたい。 

№59 

青年教育 
４ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

成人式の在り方の検討
を進め、青年教育の新
たな展開を期待する。 

№60 

少年教育 
６ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

福島学ジュニアなどの
新しい事業も取り入れ
ているが、さらに積極
的な展開を期待する。 

№61 

芸術・文化 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

新たな展開も期待す
る。 

№62  

文化財保護 
５ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

学芸員を活用した専門
的な文化財保護活動を
期待する。 

№63 

保健体育総務 
４ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

町の保健体育の状況を
的確に把握し、指導体
制の確立と活発な事業
展開を期待する。 

№64 

総合体育館運営 
５ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

利用者視点に立つ維持
管理に努められたい。 

№65 

町民プール運営 
６ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

適切な管理、有効活用
を進められたい。 

№66 

ファミリースポーツ 

公園管理 
５ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

利用者が高齢化等で減
少する中で、児童生徒
等の利用を促進する事
業、利用拡大の検討を
されたい。 

№67 

福祉センター運営 
６ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

設備の点検・整備等、
施設の適切な維持管理
に努められたい。 

【来年度の評価に向けての検討】 

現在の予算重視の評価方法では、適切な評価とならない項目も見受けられるため、評価

シートの見直しを始めとした事業重視の評価方法に変更する等、評価方法全般の改善を検

討されたい。また、事業重視の評価方法とした場合、施設関連事業（横綱ビーチ、陸上養

殖アワビ施設、製氷貯氷施設、吉岡温泉、岩部クルーズ、新緑公園 等）については、指

定管理制度による運営や管理運営費のみであっても行政評価の対象にすべきと思慮するの

で、評価項目全般の見直しについても検討されたい。 

 

５．調査事件 10 町民プール屋根改修工事（R4.10.21） 

●調査目的 

町民プール屋根改修工事については、本来、対応すべき常任委員会の所管調査を経るこ

とがなかったことから、補正予算の議案審議の際に、改修が必要に至った経緯の説明、改

修費用が高額なことや、改修施工方法、今後に向けての対応などについて、検証・検討す
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べき疑義が出された為、町では、改めて設計業者に屋根改修工事の調査・設計業務を委託

していたが、この度、町より、設計業者から提出された改修施工方法等の検討資料に基づ

く、町民プール屋根改修工事の方向性が示されたことから、その内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

町民プール屋根改修工事について、設計業者から提示された案のうち、第３案を採用す

るとした町の検討結果については理解をしたが、提示案は定例会９月会議で審議された内

容から大幅な変更となっている。発見から補正予算の計上まで時間がない中で検討したと

はいえ、１か月足らずで改修方法をここまで変えたことは、当初、いかにしっかり検討し

なかったかの証左であり、冒頭でしっかり説明すべきであったと指摘しておくとともに、

次の事項について検討されたい。 

１ 施設本体からの落雪への対応について 

採用するとしている第３案は、木造フラット工法で屋根に雪が溜まる構造となってい

る。現状に比較し屋根の高さが低く、プール窓からの距離が長くなるため、積雪による影

響がなくなるとのことだが、本体側屋根からの落雪の衝撃が大きくなり、より負担がかか

ることが想定されるので、雪庇等の状況を把握し設計業者と協議し適切に対応されたい。 

２ 施設の管理体制について 

町民プール屋根の歪みが判明したのが７月とのことで、他の施設において大雪の被害が

出ていたにも関わらず発見が遅れたことは、担当課の管理体制が不十分であったためであ

り、今回のことを反省し、今後は降雪前や大雪後など適宜点検するよう、改めて施設の管

理体制を見直す必要があると思慮する。 

 

６．調査事件７ 第５次福島町総合計画の変更（R4.10.28） 

●調査目的 

町より第５次福島町総合計画「後期実施計画」の令和４年度ローリング作業に伴う、計

画の変更内容等に関する資料が示されたことから、内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

第５次福島町総合計画の変更については一定の理解をしたが、事業を進めるに当たって

は、次の事項について検討されたい。 

現在の物価高騰に伴い、今回変更等のあった事業以外の事業についても大きな影響を受

けていると推察され、計画全体の見直しが必要と思慮するので合わせて検討されたい。 

１ 事業費業等に変更が生じた事業について 

(１)地域間幹線系統松前木古内線バス車両更新事業 

バス運行会社の車両更新時期の見直しにより変更になったとのことだが、運行会社の

車輛更新計画が明確でない状況が懸念されることから、今後、近隣四町で支援について

協議する際には、運行会社の事業計画等の確認を行うなど、慎重に対応されたい。 

(２)防災・減災対策事業 

各家庭の防災備蓄品については、基本的に各自が管理・更新する物と理解している

が、高齢者等の世帯では使用期限が過ぎた備蓄品の更新等が困難な場合もあり、防災対

応の観点から引き続き町で使用期限の確認等の支援を行う必要があると思慮する。 

防災無線の個別受信機は、災害時連絡手段として重要であり、常時電源を入れておく

よう周知徹底を図られたい。 

(３)町内会館等整備事業 

今回先送りされた白符地区会館の建設予定地を含め海沿いの会館については、地震等

の災害時には津波の被害を真っ先に受けることが想定され、危機管理に課題があると推

察されることから、後背地(高台)避難路の点検・整備に万全を期し、今後の町内会館整

備に当たって町内会と協議する際は、その点を十分説明した上で建設場所を選定すべき

と思慮する。 

２ 新規に登載となった事業について 

（１）防火衣購入事業 

消防の更新計画に基づく購入とのことだが、消防機器や救急救命機器等については日

進月歩、研究改良されており、備品の更新に当たっては耐用年数にあまり拘ることなく

適宜、情報を収集し実態に即した有効な整備に努めるべきと思慮する。 
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７．調査事件３ 防災マップの見直しについて（R4.11.2） 

●調査目的 

現在の防災マップは、令和元年度に改訂・作成したものですが、北海道では令和２年に

国の巨大地震モデル公表を受け、令和３年７月に太平洋沿岸の津波浸水想定の設定を行っ

ております。町では、北海道の設定を受け、今年度防災マップの見直しを進めており、こ

の度、見直しに関する資料が示されたことから、内容について調査した。 
●論点とした調査項目・意見 

町より示された防災マップの見直しに当たっての方向性等については一定の理解をした

が、資料では防災計画を含めた見直しの具体的な内容について示されていない。新たな防

災マップの完成が令和５年２月、防災計画の見直しを令和５年３月に予定しているとのこ

とだが、その前段で全体概要がまとまり次第、議会に示すことを要望するとともに、次の

事項について検討願いたい。 

１ 避難路の整備について 

この度の防災マップの見直しは、北海道より新たな津波浸水区域が想定されたことによ

るものであるが、当町の津波一時避難場所は、急傾斜の階段等の上にある高台が多い。高

台に至る避難路については以前から夏場の草刈りや冬場の除雪など課題も多く、実際に避

難する場合、高齢者等が使用するには困難なことが想定される。 

今回、「津波避難対策特別強化地域」に指定されたことから、防災整備を行う際の補助

率が高くなり、高齢者が安全に避難できるような避難路、避難場所の整備も対象となるの

で、積極的に進めるべきと思慮する。先ず、先行して避難が困難な地区（吉岡や白符地

区）にモデルケースを作り効果等を検証する必要があると思慮するので検討されたい。 

２ 町民の健全な危機意識の醸成について 

現在の防災マップは、高齢者でも見やすい作りとなっているが、見た人が危機意識を抱

く状況には至っていないと感じる。福島町は大きな災害があまり発生していないことも要

因と思うが、新たな防災マップの作成にあたっては、町民が見た際に災害の危機意識が醸

成されるような作りとなるよう検討されたい。 

 

８．調査事件４ 各町内会の現状と支援の方向性（R4.11.4） 

●調査目的 

現在、各町内会においては、会員数の減少や、役員のなり手不足など様々な問題を抱え

ております。 

町では、町内会毎に町内会連絡担当職員の配置、街灯料の補助等の支援を行っておりま

すが、このたび、各町内会の現状と、今後の支援の在り方について資料が示されたことか

ら、内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 今後の町内会活動について 

現在、当町には 28 の町内会があり加入率は 87.04%と全道の加入率 64.3%を上回ってお

りますが、会員数の減少や町民の関心の低さ等により、町内会の行事が減少し、地域のコ

ミュニティとしての機能も弱体化してきている。町では街路灯設置や街灯料助成等の財政

支援や、人的支援として町内会連絡担当職員を配置する等、町内会への支援を行ってはい

るが、そのほとんどが葬儀手伝いという現状である。少子高齢化が進む当町における課

題、今後、町内会に期待される役割は、避難訓練等の防災活動や高齢者の見守りなど多岐

にわたることから、今後の町の支援については、町内会連合会と協議・連携をしながら、

改めて町内会・町民・職員の役割を整理し対応していく必要があると思慮する。 

２ 今後の町内会への支援の在り方について 

 北海道町内会連合会が実施したアンケート調査では、会員数の減少等の課題はあるもの

の、町内会の運営については現状を維持する声が多いとのことである。他市町では、町内

会の役割・支援体制について条例化した事例もある。人口規模など異なる部分も有るとは

思うが、町内会活動の意識を醸成し高めるためにも積極的に検討することを期待する。 

 

９．調査事件５ 松前半島道路（福島松前間）実現に向けた取り組み状況（R4.11.4） 

●調査目的 
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国道２２８号線は地域住民にとって生活を支える根幹的社会基盤ですが、台風や低気圧

による通行止めがたびたび発生しており、その際は大幅な迂回を強いられる状況にありま

す。このような状況を解消すべく、「松前半島道路建設促進期成会」が設立され、関係機

関等に要望活動を行ってきたところです。この度、松前半島道路実現に向けた町の取り組

み状況の資料が示されたことから、内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 松前半島道路の要望に係る今後の取り組みについて 

松前半島道路の整備促進については、ここ数年大雨等の影響による通行止めが起きてい

る松前町白神と福島町松浦間の防災事業を優先して早期の事業着手について要望していく

とのことだが、要望活動に当たっては、関係団体（渡島開発期成会、松前半島道路推進協

議会、北海道開発局等）と十分協議し、理解を得た中で進めていくことが肝要であり注意

されたい。防災道路の要望については、広域的な復興・復旧活動拠点となる「道の駅」を

重点的に支援する、国の「防災道の駅」認定制度が導入され、道内でも「防災道の駅」に

指定されている事例があり、優先的に防災道路が整備されているので一考されたい。 

 

10．調査事件６ 各大学との包括連携事業の現状と今後の取り組み（R4.11.4） 

●調査目的 

町では、これまで東京農業大学ほか２大学と包括連携協定を締結し、人材の育成や産

業活性化等の事業を展開してきましたが、各大学との連携事業については、事業の継続性

が課題となっております。この度、町の産学官連携の現状と、今後の事業の在り方につい

て資料が示されたことから、内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 町民への周知について 

これまで実施してきた各大学とのさまざまな連携事業（ナマコ資源管理手法の開発、陸

上養殖アワビ関連の研究、産業活性化ビジョンの策定（岩部クルーズ））について、その

意義・現況・成果について町民にあまり理解されていないと推察される。連携事業の推進

に当たっては、事業の経過や成果などを、町民に積極的に発信、周知する必要があると思

慮するので検討されたい。 

２ 継続性のある事業について 

各大学との包括連携協定に基づく事業の実績を見ると、単年もしくは数年で終了してい

る事業が多く、課題の解決には事業の継続性が必要としている。事業の継続には、計画に

あたって、町が望んでいる目的や成果など具体的な内容をしっかり提示することが重要で

あり、そのためにも、協定者である福島吉岡漁業協同組合や、関連する町内関係団体との

協議・調整が重要であり、連携事業の推進に当たっては十分考慮されたい。 

３ 今後の包括連携協定・事業の在り方について 

包括連携協定の主な相手方は大学だが、全国的には、自治体が求める専門的な知見をも

つ民間企業等と包括連携協定を締結している事例も多く、近年はそこに金融機関（銀行）

が加わる事もあり、今後、包括連携事業を推進する際には、新たな展開を検討するべきと

思慮する。 

 

11．調査事件９ 所管関係施設・事業等の町内視察、執行方針の取り組み（R4.11.7） 

●調査目的 

 １１月７日に本委員会を開催し、館崎２・３町内会館整備事業など４事業を視察調査

し、令和４年度執行方針の取り組み状況を確認した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 所管関係施設・事業等の町内視察 

（２）定住促進住宅整備事業（企画課） 

宅地内の交流広場にはインターロッキングを、緑地広場には芝を張り付ける予定との

ことだが、芝の維持を含めた宅地内の維持管理費用について相当な額が見込まれること

から、費用の積算に当たっては慎重に検討されたい。 
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緑地広場と隣接地の境界については、コンクリート壁部分が窪地となっており危険な

ので平坦に埋め戻し、他の部分についてはフェンスを設置する等の対応が必要であると

思慮するので検討されたい。 

（５）総括意見 

これまで「ガリバリウム鋼板」と説明されてきた建築資材が、異なった名称で標記さ

れていた。議論の中で誤解を招きかねないので、資料を作成する際は名称を統一するよ

う検討されたい。 

２ 執行方針の取り組み状況について 

（２）産業の再生による雇用の創出  

①チャレンジスピリット応援事業と地元企業雇用等促進事業の実施状況（企画課） 

チャレンジスピリット応援事業を活用した町内の事業者には、店舗と自宅が併設され

ていることが多く、改修の際には自宅部分との区分けが難しく、新築時に比較し、家族

構成も減少し負担が大きくなる等、経費の按分に苦慮したという事案も聞いている。町

内で事業を継承していくためにも、住宅リフォーム支援制度等、別々の制度を併用し負

担軽減されるようにするなど、現況に合った内容にしていく必要があると思慮するので

検討されたい。 

（３）若者の定住対策・子育て環境の充実 

②定住促進住宅整備プロジェクトの進捗状況について (企画課) 

  今後のスケジュールにおいて、住宅建設を令和６年度から計画している。 

隣接する青少年交流センターでは断熱効果のある二重構造の屋根などを取り入れてい

る、計画では「住宅の省エネルギー化」を最重要課題としており、定住住宅にも新たな

工法を採用することで、ＰＲ効果も大きくなると思慮するので検討されたい。 
（５）第２青函トンネル構想の実現 

①第２青函トンネル構想実現に係る関係団体との連携状況について（企画課） 

第２青函トンネル構想については、函館市でのシンポジウム開催、渡島総合開発期成

会の要望項目位置(令和５年度)づけ、渡島桧山市町議会議員研修会での講演など、構想

実現に向けた取り組みが少しずつ進んできている。 

町内機運の醸成のため、公用車へのＰＲラッピングについては、昨年更新した大型バ

スの例を見ても有効な手段であり、今後、バス等を更新の際にはＰＲラッピング等を積

極的に活用することを期待する。 

説明では福島町主催のシンポジュウムを函館市で開催することを計画するとしている

が、トンネルが出来ることにより恩恵を受けるのは都市部の人々も同様であり、来年以

降は、関係機関と協力し東京などの都市部での開催も計画すべきと思慮する。 

  以前から提案しているとおり、青函トンネル記念館は町内外に情報を発信する場とし

て最適であり、第２青函トンネル構想を強力にＰＲする、インパクトのある展示を早急

に検討されたい。 

 

１2．その他所管に関する事項（R4.11.28） 

●定例会 12 月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 ３．その他所管に関する事項 

 

13．調査事件 11 福島町地域防災計画の見直し（R5.2.10） 

●調査目的 

町では、大雨災害などの際に発令される気象警報等の変更や、日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震に対する新たな防災対策など、改訂された国の防災基本計画や北海道地域防災

計画との整合性を図るため、今年度、地域防災計画を改訂することとしており、この度、

見直しに関する資料が示されたことから、内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 防災計画について 

この度の見直しでは、大雨災害の際に発令される警報の変更や、日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震に対する防災対策が追加され、近年の災害状況に対応した内容となっている
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が、当町では特に冬期間における災害への対応が重要であり、懸念される点について集中

的に検討する必要があると思慮する。 

また、災害対策本部の配備体制については、新たに渡島大島の噴火警報が発令された際

の態勢について追加されているが、有事の際に迅速・適切な対応が取れるよう、渡島大島

に関連する現況や観測データ等を収集しておく必要があると思慮する。 

なお、防災計画は内容が難解で頁数も多いことから町民に理解してもらうためにも計画

内容を要約した概要版を作成・配布することを検討するとともに、今後予定している防災

マップの配布と併せて、町民の防災に対する認識の醸成を図るため、各町内会に職員が入

り内容を丁寧に説明していく必要もあると思慮するので検討されたい。 

２ 防災備蓄品について 

町が災害に備えて用意している備蓄品のうち食料品について、近年、他の自治体ではそ

れまでの「米」を、簡単に摂取でき保存も効く「グミ等備蓄ゼリー」に変えている例があ

る。これまでの米類やカレーライス等は食べるために多少手をかける必要があるが、素早

く栄養を摂取できる「グミ等備蓄ゼリー」は避難で疲労している状況では有効であり当町

においても備蓄品として検討願いたい。 

３ 防災設備等について 

河川の水門が正常に稼働するのか、また、各町内会館に整備されているカセットガス式発

電機が箱に入ったままの状態で保管されている町内会も見受けられるなど、懸念の声があ

る。防災設備・備品は実際に災害が起きた時に正常に作動することが肝要であり、関係機

関・町内会等と協力して定期的な点検・管理を行うよう指摘する。 

 

14．調査事件 12 第５次福島町職員定員管理適正化計画（R5.2.10） 

●調査目的 

町では、第４次福島町職員定員管理適正化計画が令和４年度で終了することから、新た

に第５次職員定員管理適正化計画を策定することとしており、この度、計画の基本的な考

え方について資料が示されたことから、内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 職員の定員管理について 

（１）社会人枠の採用基準について 

町の職員数の現状は、若手職員の中途退職や長期休養者が増加傾向にあることから、

計画で目標とした数値を下回る人数で推移しているが、年々新規採用者は減少し、職員

数を確保するため社会人枠による募集も行っているものの定員に達しない状況となって

いる。当町の社会人枠の募集要件のうち年齢については４０歳以下としているが、北海

道の募集要件のように働く意欲があれば５９歳までとしている参考事例もあり、現状、

応募する人がいないのであれば、働く意欲のある人材を幅広く募集するために、社会人

枠の年齢条件を拡大することも必要と思慮するので検討されたい。 

なお、長期休養者等が増加傾向にある点については、早急に要因の分析を進め職員を

ケアする環境を整備する必要があると思慮するので検討されたい。 

（２）管理職研修等の充実について 

  令和５年度から始まる定年延長と併せて役職定年制が導入され、６０歳をすぎた管理

職は非管理職に降任となるが、次の管理職となる職員の適性を向上させるためにも、早

い段階から職階ごとの研修等を積極的に受講させていく必要があると思慮するので検討

されたい。 

●定例会 3 月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 13．その他所管に関する事項 

 

（２）経済福祉常任委員会 
１．調査事件１ 令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

対象事業                      （R4.5.17） 

●調査目的 

町では、令和２年度から令和３年度にわたり、新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金を活用し、予防対策・地域経済対策等に取り組んできたが、全国的に新型コロ
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ナウイルスの感染拡大の終息が見通せない状況が続いており、この度、国の令和４年度分

の臨時交付金の限度額が示され、町より令和４年度対象事業に係る資料が提出されたこと

から、内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

町から示された対象事業については一定の理解をしたが、次の事項について検討願いた

い。なお、これまでに実施した事業に係る費用については、一般会計の持ち出しを含めた

財源の内訳を提示されるよう指摘する。 

１ 地域経済緊急支援事業について 

地域経済緊急支援事業として地域商品券発行事業とプレミアム商品券発行事業を計画し

ているが、事業実施当初から一部の業種に利用が集中することが指摘されており、利用を

多くの業種に誘引する創意工夫・自助努力等について、商工会と十分協議し、プレミアム

商品券を通じた町内経済活性化策の成果が、町民へ有効に還元できるよう検討しなければ

ならないと思慮する。 

プレミアム商品券の販売等についても、事業実施当初から不適切な対応が疑われる事例

が課題としてあることから、商工会と販売・利用・回収方法について協議を進め町民に誤

解を与えないようチェック体制を強化願いたい。 

２ 臨時交付金対象事業について（５月会議対応分以外） 

① 事業所への支援について 

今回の臨時交付金対象事業には事業者に対しての支援が無い。町ではこれまで国が想

定しているような支援については実施済みとのことだが、国から示された事業内容では

「地方自治体が、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰の影響

を受けた生活者や事業者の負担の軽減を実施できるよう」と明確に示しており、事業者

に向けた支援についても検討願いたい。 

② コロナ禍の影響を強く受ける世帯等への支援について 

コロナ禍対策としてこれまでも対応されてきたが、資格取得や進学等のため町外へで

ている子どもを持つ世帯、特に母子世帯や新型コロナウイルスの影響で所得が減った世

帯への支援について、対応が可能であれば検討願いたい。 

 

２．その他所管に関する事項（R4.5.27） 

（意見書採択） 

●調査目的 

 各団体から寄せられた意見書について、総務教育常任委員会として採択し、議会へ提案

する意見書とするか調査を行った。 

●意見書（全会一致で委員会として提案） 

 ①森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策の充実・強化を求める意見書 

 （陳情団体：北海道森林・林業・林産業活性化促進議員連盟連絡会） 

●定例会６月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 ２．地場産業開発研究事業の在り方 

     ３．その他所管に関する事項 

 

３．調査事件２ 令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

対象事業                       （R4.6.8） 

●調査目的 

 令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した地域経済緊急

支援事業については、５月１７日開催の本委員会で審議し、委員会意見として事業者やコ

ロナ禍の影響を強く受けている世帯への支援についても検討するよう意見を付したところ

である。この度、町より引き続き、臨時交付金を活用した、現下の原油価格・物価高騰の

影響を強く受けている基幹産業などへの経済支援事業等について資料が提出されたことか

ら、内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 支援金申請時の確認について 
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今回示された事業の内容は、原油価格の高騰等により影響を受けた事業者等に対する緊

急的な支援とのことだが、同様の支援は今回で２回目となることもあり、支援を受ける側

の意識を醸成するためにも、申請に当たってはコロナ禍の影響を判断する資料として決算

書等を添付する等、事業者の状況を的確に把握する必要があると思慮するので検討された

い。 

２ スポーツイベント感染予防対策事業について 

今後予定されている、全国中学校相撲選手権大会、南北海道駅伝競走大会については、

町外から多くの方が集まるイベントとなることから、感染予防に配慮した備品や消耗品等

購入を臨時交付金対象事業として計画しているが、両大会スタッフ用ジャンバー・Ｔシャ

ツ等の購入も必要と思慮する。 

過去には両大会でスタッフ用の帽子やジャンバー・Ｔシャツを配布したこともあった

が、劣化などで廃棄され、現在はほとんど見ない状況となっている。町外からも参加者等

が来るスポーツイベントでは、スタッフが統一した服装をすることで参加者等と見分けが

つき、ひいては人との接触を減らせることも考えられるため、早急に検討されたい。 

３ 総括意見 

この度の対象事業は町の基幹産業である農林水産業への支援が中心となっている。しか

し、コロナ禍による経済の低迷が長期化し、原油価格、物価高騰等の影響は、町内すべて

の町民、事業者が受けており、今後の支援検討に際しては、町内の実態把握に努め、町

民、事業者へ広く行き渡るような支援事業を検討されたい。 
●意見書（全会一致で委員会として提案） 

 ①水田活用の直接支払交付金の見直しの中止を求める意見書 

 （陳情団体：農民運動北海道連合会） 

②補聴器購入補助等の改善をはじめ、難聴（児）者への支援拡充を求める意見書 

（陳情団体：一般社団法人 北海道保健医会） 

 

４．調査事件３ 千軒そば生産体制への継続的な支援（R4.6.8） 

●調査目的 

 千軒そば生産会の活動拠点となっている旧千軒小学校体育館が、近年にない大雪により

倒壊し、そば生産会で使用していた農機具等が甚大な被害を受けてしまいました。 

 町では、これまで培ってきた「千軒そばブランド」を維持継承するため、全面的な支援

を行うこととし、復旧に向けた支援の内容について資料が提出されたことから、内容を調

査した。 

●論点とした調査項目・意見 

 今回、町から示された千軒そば生産体制への支援については一定の理解をしたが、支援

の内容については「そば生産会」と十分協議を行い実効性のある支援となるよう、次の事

項について検討願いたい。 

１ 施設管理体制の強化について 

これまで、旧千軒小学校体育館は、町から町内会へ無償貸付され、町内会と千軒そば生

産会で管理する旨の契約がなされていた。 

しかし、例年にない大雪により屋根の雪下ろしが間に合わず施設が倒壊、被害が発生し

たことを踏まえても、管理体制が不十分であったと指摘せざるを得ない。 

今回の支援では町が農機具等の保管施設等を整備し、そば生産会へ無償貸付をするとの

ことであるが、適切な管理方法等については、そば生産会と遺漏ないよう十分協議し、管

理体制を確立されたい。なお、今回の支援で用意する資材については、町有財産として適

切に損害保険等へ加入されたい。 

２ 千軒そば生産体制の維持に向けた町の支援体制について 

 千軒そばブランドを維持継承するためには、町外へのＰＲ等、全町を上げて支援してい

く必要があり、そのため以下の点について検討されたい。 

①そば生産体制の経営安定化に向けた支援について 

現在、千軒そば生産会は９名の会員で組織されているが、高齢化していることから、

持続可能な生産体制の維持が喫緊の課題とのことであり、町の継続的な支援は必須であ
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り、赤字経営の現況等を充分把握し整理・分析した上で、法人化の方向に向け、町が指

導・助言されるよう強く望む。 

②そばの品質維持に向けた支援について 

 これまで培ってきた千軒そばブランドを維持するためにも、耕作地の選定や連作によ

る品質低下の防止など、常に状況を把握し関係機関と連携しながら適切な指導を行うよ

う指導体制を構築されたい。 

●意見書（全会一致で委員会として提案） 

 ①水田活用の直接支払交付金の見直しの中止を求める意見書 

（陳情団体：農民運動北海道連合会） 

 

５．調査事件４ 地場産業開発研究事業の在り方（R4.8.3） 

●調査目的 

 町では、地場産業開発研究事業として町内産業団体で構成された「福島町地場産業開発

研究会」に対し支援を行ってきたが、同研究会が組織としての役割を一定程度終えたとの

判断から令和４年度に解散したことに伴い、町より今後の地場産業開発研究事業の在り方

等について資料が提出されたことから、内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

 町より示された地場産業開発事業のこれまでの取組みと今後の在り方等については一定

の理解をしたが、次の事項について検討願いたい。 

１ 地場産業開発研究事業の体制の見直しについて 

地場産業開発研究会が担っていた各事業については、関係団体へ移行し、継続していく

とのことだが、福島商業高等学校においても特産品開発等に長期間取り組んできた実績が

あることから、商業高校魅力化推進事業に連動し、引き続き特産品開発の支援を検討すべ

きと思慮する。 

２ 支援に関わる人材の育成と相談窓口の設置について 

まちづくり工房や若い事業者が、商品開発に取り組む芽が出てきており、新たな可能性

を喚起・誘導するためにも、地場産業開発研究会の代わりとなる窓口を産業課に設置し、

商工関係に特化した人材の育成、関連機関との連携・調整等、精力的に活動している事業

者を支援する体制を構築されるよう検討されたい。 

３ 今後の地場産品開発の方向性について 

これまで地場産業開発研究会が担ってきた地場産品の支援は、主に養殖コンブやスルメ

等に対して行っていたが、近年の自然環境等の変化により水揚げ・生産量の減少が続いて

おり、今後はそれらに代わる新たな特産品の開発や販売ルートの確立を模索していく必要

がある。そのためには漁業協同組合や水産加工業者等、関係団体との協議、情報共有を図

る支援体制の構築が大事であり、早急に検討されたい。 

 

６．その他所管に関する事項（R4.9.6） 

●定例会９月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 ５．有害鳥獣残滓減量化施設の整備について 

     ６．福島漁港海岸環境施設（横綱ビーチ）の管理について 

     ７．福島町社会福祉協議会の運営状況について 

     ８．町内除雪体制の現状と支援体制整備について 

     ９．第５次福島町総合計画の変更について 

     10．行政評価（事務事業評価）について 

     11．所管関係施設・事業等の町内視察・執行方針の取り組みについて 

     12．町内森林資源の利活用に向けた取り組みについて（森林環境譲与税・木質 

バイオマス事業） 13．岩部クルーズ運航事業の状況について 

     14．種苗生産等施設整備事業について 

     15．国民健康保険事業の運営について 

     16．家庭ごみ減量化対策の進捗状況について 

     17．その他所管に関する事項について 
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７．調査事件５ 有害鳥獣残滓減量化施設の整備（R4.9.28） 

●調査目的 

町では、近年、ヒグマに加えエゾシカが急激に増加し、農作物や森林に被害が発生し

ていることから、その対応に苦慮しており、特に大きな課題である捕獲後の解体作業の労

力軽減対策として、処理施設の整備を計画し広域 3 町と協議を進めてきたところであり、

この度、町より協議経過と処理施設整備に向けたスケジュール等について資料が示された

ことから、内容を調査したので、調査結果を次のとおり報告する。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 有害鳥獣残滓減量化施設の整備について 

（１）施設の運営等について 

有害鳥獣残滓減量化施設の運営に当たっては、専属の職員体制ではなく、隣接する

衛生センターへ作業を委託することを想定しているが、処理の特殊性等を考慮すると

専属の常駐職員が必要であると思慮する。施設の受け入れ体制についても、渡島西部

４町のハンターが捕獲してくるシカ等の有害鳥獣だけでなく、国道等で車と接触した

鳥獣の持ち込み等も想定されることから、土日など休日の受け入れ、捕獲鳥獣の運搬

まで含めた処理対応等、利用者の意向を広く取り入れた運営方法を検討されたい。 

（２）捕獲鳥獣の有効活用について 

   捕獲したシカ等について、これまで一部ペットの餌などに加工している実績もあ

り、適切な解体処理による原料の確保が期待されていることから、残滓の減量化にも

つながる有効活用について、ハンター・関係機関と協議・検討すべきと思慮する。 

２ 有害鳥獣駆除を担う人材の育成について 

シカ等の捕獲数が増加傾向にあることから、今後、施設を整備・運用していく上で広域

的に統一した有害鳥獣の捕獲・処理等に関する判断基準等のルール作りを検討するととも

に、施設をベースとして将来に向けたハンター等育成（捕獲・解体処理等）の仕組み作

り、広域的対応の可能性を検討する必要があると思慮する。 

 

８．調査事件６ 福島漁港海岸環境施設（横綱ビーチ）の管理（R4.9.28） 

●調査目的 

福島漁港海岸環境施設「横綱ビーチ」は平成２２年度に北海道が整備し、町が北海道と

の協定に基づき維持管理・運営を行っているが、同施設はこれまで海水浴場を始め、夏の

イベント会場、散歩コースや休憩場所として町内外の方々に活用されており、また、駐車

場は福島町におけるドクターヘリの離着陸場所の１つとして使用されている。 

このたび、開設から１２年が経過した同施設の管理・運営の現状について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 施設維持に関する北海道への要請について 

施設の維持管理に係る協定では、水域清掃、海浜調整は北海道が行うことになってお

り、海中の海藻やゴミ等の清掃については海水浴場オープン前に１度清掃されているとの

ことだが、養浜の偏りや侵入海藻等の堆積腐敗による水質悪化により、開設当時に比べ遊

泳区域が狭まっている状況にある。道に対し継続的に要望しているとのことだが、対応さ

れないのは北海道が要望を切実に捉えていないことが危惧されることから、実情を精査

し、本格的に清掃・整備し、改めて施設を開設当時の状況に保つよう強力に要請する必要

があると思慮する。 

２ 福島町の施設管理運営（海水浴場）について 

（１）監視体制について 

海水浴場開設期間中の監視体制は委託業者の従業員８名でローテーションを組んで対

応しているとのことだが、町の説明ではその中にライフセーバーの資格をもっている人

は居らず救急救命講習を受講している人は２名のみとのことであり、北海道の海水浴場

管理運営指導要綱、町の漁港海岸環境施設管理業務委託実施要領に沿った監視体制とは

なっておらず水難事故等が発生した際に対応できないのではないかと強く懸念される。 

これまで事故はなかったとのことだが、監視員としての要件（救急救命等講習受講・

水泳能力等）の確認、業務内容の徹底、救命機材の設備等、監視体制を全般的に再点検

し、対応していく必要があると思慮する。 
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（２）清掃協力金について 

海水浴場開設期間は、清掃協力金を利用者の任意で納めて頂いているが、施設の管理

運営のための貴重な一般財源となり得るため、他の海水浴場の状況等比較し、協力金に

ついてのルールづくりも必要ではないかと思慮するので検討されたい。 

３ 管理業務マニュアルの整理について 

福島漁港海岸環境施設の管理業務に従事する人は、毎年変わることが想定され、そのた

びに最初から業務を覚える必要があることから、今後、施設を管理していく上で、清掃や

監視等に従事する人が業務を遂行する際に必要な事項をまとめた業務マニュアルを整備

し、委託業者に徹底対応する必要があると思慮するので検討されたい。 

 

９．調査事件 17 【連合審査会】令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金における「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」

対象事業等                       （R4.10.6） 

●調査目的 

国では、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援対

策を一層強化するため「電力・ガス・食料品等 価格高騰重点支援地方交付金制度」を創

設し、この度、重点交付金に係る限度額を提示された。 

町より、具体的な支援策について資料が提出され、内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金について 

 当該給付金の申請は、対象世帯へ確認書を郵送する「プッシュ型」方式で実施される

が、全国的にメール等による詐欺等の多発が問題視されていることから、送付に際して、

注意喚起の周知を徹底されたい。 

２ ウィズコロナ対策（公衆衛生設備等の整備）について 

（１）公共施設等への整備について 

町の新型コロナウイルス感染症対策は、適宜、迅速に行われており、結果として感染

者数が他町に比べ低く推移していると評価される。 

今後課題となるウィズコロナ対策は、各関係機関と調整しながら全町的に検討される

と思うが、公衆衛生設備の基本的な感染予防対策として、手洗いを行う蛇口の非接触化

を推進すべきと思慮する。不特定多数が利用する学校・保育所・体育館等公共施設につ

いては、自動手洗い器の設置を急ぐべきと思慮するので検討されたい。 

特に、今後建設を予定している公共施設（寄宿舎・温泉）については自動水栓手洗い

器の対応を早急に検討されたい。 

（２）一般家庭への整備について 

新型コロナウイルス等の家庭内感染の要因の一つとしとして、トイレでの排泄物から

の飛沫等があげられている。家庭での衛生環境を整えるためにも、一般家庭の浄化槽整

備を、より一層普及促進されるよう検討されたい。 

 

10．調査事件 10 行政評価（事務事業評価）（R4.10.14） 

●調査目的 

 町では、まちづくり基本条例第 20 条第２項の規定に基づき行政活動を点検し、改善を

図るため、令和３年度一般会計決算による行政評価（事務事業評価）を実施し、議会基本

条例第 10 条第２項の規定による決算説明資料として議会に提出した。 

 議会では、議会のチェック機能の強化と併せて、翌年度への予算へ反映させることを目

的に、議会としての評価を実施した。 

【評価方法】 

 議会による行政評価（事務事業評価）要綱に基づき、全議員が各事務事業の内容を総合

的に判断した４段階評価を行い、所管常任委員会毎に評価を示し総合的な説明を加えた。 

【評価結果】 

 経済福祉常任委員会が所管する２８件の行政評価の結果は、次のとおりである。 

「◎」十分評価できる  ： １件 

「〇」概ね評価できる  ：２５件 
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「△」やや不足している ： ２件 

「▲」不足している   ： ０件 

議会による行政評価（事務事業評価）結果表 

事務事業名 

町の評価内容 議会の評価 

必要性 
＋ 

有効性 

達成度 
＋ 

効果性 

項目別 
点 数 

評 価 

一次 

評価 

二次 

評価 

最終 

評価 
評価 説    明 

№16 

戦没者追悼式事 

業 

５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

戦争の無い平和の誓いを行う
行事として、引続き新たな展
開を期待する。（平和宣言はし
たが、子供たちをはじめ全町
民参加対象とした行事内容の
工夫を：総合学習での取組、
防災無線で周知し全町民で黙
とうする等） 

№17 

社会福祉 
４ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

社会福祉協議会の財政健全化
については、介護事業を含め
た自助努力を積極的に進めら
れたい。引き続き高齢者や低
所得者の生活安定のため、行
政と密接に連携し社会福祉業
務全般について適切に執行願
いたい。議会としても注視し
ていきたい。 

№18 

高齢者行事 
５ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

行事参加者が漸減しているの
で、要因を分析し、行事内容・
参加方法の検討をされたい。 

№19 

在宅福祉事業 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

老人クラブの活発な活動を期
待します。 

№20 

吉岡総合センタ 

ー管理運営 
４ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

利用者のニーズに合った適切
な管理運営に努められたい。 

№21 

学童保育 
６ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

保育体制を確保の上、教育委
員会と連携し、特色ある運営
を期待する。 

№22 

ごみ減量化対策 
６ ０ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ △ 

可燃ごみ排出量は減少してお
らず、現場の声を聞き、町民
に対する生ごみの水切り徹
底、無駄なごみを出さない生
活様式の改善を徹底指導する
よう検討されたい。（３Ｒ：リ
デュース、リユース、リサイ
クルの周知徹底） 

№23 

保育所 
７ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

教育委員会と連携し特色ある
認定こども園の運営を期待す
る。年齢バランスを考えた正
職員の採用を検討願いたい。 

№24 

 社会福祉総務 
６ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

寝たきり老人等在宅介護手当
の増額を検討願いたい。 

№25 

重度心身障がい者

等ﾀｸｼｰ料金助成事業 

５ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 
利用率低迷の要因をしっかり
分析し、適切に執行すること。 

№26 

老人福祉 
６ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

検証を行い、高齢者に対する
利便性のある事業として一本
化することも必要ではない
か。 

№27 

健康づくり推進 
７ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

健康づくり推進員と保健師が
連携しながら、日常生活の中
で健康に対する意識の醸成を
促す活動に力点を置かれた
い。 

№28 

医療対策 
（保健衛生総務） 

５ １ Ｂ Ａ Ａ Ａ 〇 

毎年度貸付実績がない状況で
あることから、その要因を分
析し、今後の対応を検討すべ
きである。 

№29 

医療対策（医療） 
７ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

広域的な取り組みを進められ
たい。 

№30 

老人保健 
７ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ 〇 

町立診療所と連携した在宅リ
ハビリ（作業療法士等の配置）
を充実させなければならな
い。 
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事務事業名 

町の評価内容 議会の評価 

必要性 
＋ 

有効性 

達成度 
＋ 

効果性 

項目別 
点 数 

評 価 

一次 

評価 

二次 

評価 

最終 

評価 
評価 説    明 

№31 

多面的機能支払交 

付金事業 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

地域活動組織と連携し、
円滑な事業展開を期待す
る。 

№32 

活性化センター管 

理運営 
６ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

地域文化の活動拠点とし
ての有効活用と、食や歴
史等の町内外への情報発
信を期待する。 

№33 

熊等による被害対 

策 
７ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

ハンター後継者の確保に
努力し、捕獲後の処理負
担を軽減するための協力
体制の構築と助成金の増
額を検討すべき。 

№34 

利子補給事業 
８ ５ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

関係機関と連携し、円滑
に事務を進められたい。 

№35 

水産加工振興協議 

会補助 
６ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

原料不足と価格高騰のた
め、当該補助の検証をし
ながら、基幹産業に対す
る強力な振興策を検討願
いたい。 

№34 

利子補給事業 
８ ５ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

関係機関と連携し、円滑
に事務を進められたい。 

№35 

水産加工振興協議 

会補助 
６ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

原料不足と価格高騰のた
め、当該補助の検証をし
ながら、基幹産業に対す
る強力な振興策を検討願
いたい。 

№36 

水産多面的機能発 

揮対策事業 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

活動組織と連携し、円滑
な事業展開を期待する。 

№37 

漁村環境改善総合 

センター運営 
５ １ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ △ 

福島については、改修し
現状維持に努められた
い。吉岡については、老
朽化により使用休止して
いることから評価対象か
ら除外すべきである。 

№38 

労働者支援 
９ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

職業紹介等の効果的な事
業の改善、新規事業の工
夫を期待する。 

№39 

観光振興 
８ ３ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

当町の観光事業の実態と
して、観光協会やまちづ
くり工房が単独で体制を
確保することは困難であ
り、早期に町の方針を示
し、体制充実を図るよう
指導・助言されたい。 

№40 

横綱記念館管理 

運営 
５ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

貴重な資料を無駄にする
ことなく両横綱の偉業を
大切に顕彰していただき
たい。 

№41 

特産品センター 

管理 
８ ３ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ ○ 

道の駅としての評価が低
い現状を踏まえ、内容充
実を図るための再検討が
必要である。 

№42 

青函トンネル記 

念館管理運営 
７ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 

情報発信が不足してい
る。イベントも含めて積
極的な施設の利活用を考
え、第２青函トンネル構
想などの企画展示に積極
的に取り組まれたい。 

№43 

 街灯料助成事業 ７ ２ Ａ Ａ Ａ Ａ ○ 
他の公共施設等のＬＥＤ
化も期待する。 

【来年度の評価に向けての検討】 

現在の予算重視の評価方法では、適切な評価とならない項目も見受けられるため、評価

シートの見直しを始めとした事業重視の評価方法に変更する等、評価方法全般の改善を検

討されたい。また、事業重視の評価方法とした場合、施設関連事業（横綱ビーチ、陸上養

殖アワビ施設、製氷貯氷施設、吉岡温泉、岩部クルーズ、新緑公園 等）については、指
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定管理制度による運営や管理運営費のみであっても行政評価の対象にすべきと思慮するの

で、評価項目全般の見直しについても検討されたい。 

 

11．調査事件９ 第５次福島町総合計画の変更（R4.10.20） 

●調査目的 

町より第５次福島町総合計画「後期実施計画」の令和４年度ローリング作業に伴う、計

画の変更内容等に関する資料が示されたことから、内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

第５次福島町総合計画の変更の内容については一定の理解をしたが、事業を進めるに当

たっては、次の事項について検討されたい。 

 また、現在の物価高騰に伴い、今回変更等のあった事業以外の事業についても大きな影

響を受けていると推察するため、計画全体の見直しが必要と思慮するので合わせて検討さ

れたい。 

 

１ 事業費等の変更が生じた事業について 

（１）広域基幹林道島前線改良事業 

当該事業については、今年、工事中に事故が発生し、その際、携帯電話の通信状況が

悪く対応に遅れがでたとのことである。島前線は広域基幹林道ではあるが、国道 228 号

線・白神松前間が通行止めの際には、迂回路として実際に利用されるなど、現状、災害

時の代替道路と考えられることから、今後、松前町と状況等の迅速な把握・対応が可能

な連絡体制の整備について協議を進めるとともに、現地から事故や災害時の連絡が取れ

るような設備等の整備について北海道へ提案されるよう検討されたい。 

（２）吉岡温泉整備事業 

新たな吉岡温泉が出来るまで後１年あまりだが、現施設では雨漏り等が続いており利

用者から心配の声が上がっている。新たに施設を整備することから、できる限り修繕費

を抑えていくことについては理解するが、そのことを町民・利用者に伝える意味をこめ

て、新たな吉岡温泉の完成予想図等を掲示する等、町内・町外の利用者へ積極的にＰＲ

することを検討されたい。 

（３）新緑公園整備事業 

当該整備事業については、令和５年度に夜間照明 LED 化、防球ネット設置を予定して

いるが、グラウンドについては、過去幾度も整備・改修されてきているものの、依然と

して、水はけが良くなく、カラスによる芝の被害、外野側フェンス付近の樹木の食害

等、課題が多く見受けられる。 

現状の把握はされているとのことだが、今一度、利用団体や管理業者等と現地を確認

し、問題解決に向け対応策等を検討されたい。 

（４）認定こども園福島保育所改修事業 

暖房機器の改修については、製造から年数が経っているため部品等の調達も困難にな

ることから、定期点検により改修時期を早めて対応するとのことだが、改修費用が相当

高額なことから、事業を進めるに当たっては、新たな機器に取り換えた場合の費用対効

果の比較も必要と思慮するので検討されたい。検討に当たっては、省エネ・効率化の視

点から、燃料費等のランニングコストも含めた相対的な検討をすべきと指摘する。 

２ 新規に登載となった事業について 

（１）水道経営戦略改定事業 

水道経営戦略の見直しは、国の起債・補助等を受けるために必要な作業であり、専門

的な知見が必要なことから外部委託するということであるが、見直しの内容にもよる

が、数値的な置き換えであれば、いつまでも委託に頼ることなく、役場内で進めること

に挑戦することを期待する。 

 

12．調査事件７ 福島町社会福祉協議会の運営状況（R4.10.24） 

●調査目的 

社会福祉協議会の運営状況については、令和元年度に町・議会に対し支援要望書が提出

されて以降、議会としても状況を注視し、継続して調査を行っております。社会福祉協議
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会の令和３年度決算状況、自主財源確保・事業の取り組み状況、今後の町支援の考え方に

ついて資料が示されたことから、内容を調査したので、調査結果を次のとおり報告する。 

●論点とした調査項目・意見 

 町より示された令和３年度の社会福祉協議会の実態と、今後の支援の考え方については

一定の理解をしたが、社会福祉協議会の運営にあたっては、なお改善が必要な点が多くあ

ると思慮することから、次の事項について検討・協議を進められたい。 

１ 自主財源確保に向けた取り組みについて 

自主財源確保の取り組みとして、令和４年度も賛助会員の加入拡大に向け町内事業者

102 社に対し積極的に募集を行ったとのことだが、全ての事業者を回りきれていないとの

声も聞こえているので、引き続き役員も同行し、社会福祉協議会の役割・活動について、

１社でも多く理解してもらい、賛助会員の加入促進に向けさらに努力すべきと思慮する。 

２ 町の今後の支援の在り方について 

社会福祉協議会は、法人運営事業、町受託事業、介護保険事業と大きく 3 つの事業を行

なっているが、法人運営事業について令和３年度決算は町の支援もあり大幅な収支の改善

が図られたとのことであり、他の事業についても黒字となっているが、事業毎の収支状況

が明確に提示されておらず、職員の辞職による人件費の減少が、収支改善の最大の要因で

ある点については、事業の縮小、ひいてはサービスの提供自体に支障をきたす恐れがあり

憂慮する。社会福祉法人としての自主性・自立性を充分自覚することが重要で、平成 12 

年の介護保険事業導入後、協議会の自主財源として「会員の会費」「共同募金の配分金」

「受託事業収益」と合わせ「介護保険事業の収益」 を組み込むことで持続可能な法人運

営に努めることが基本原則であり、事業毎の収支の状況等をしっかり分析し、協議会経営

健全化の視点に沿って検討されることを望む。町支援補助金・委託事業等については、協

議会本来の役割、実情を分析・検討し要綱等に規定すべきであることを再度指摘する。 

３ 介護保険事業の今後の在り方について 

介護保険事業については、国の制度改正や介護報酬の引き下げ、町内介護対象者の減少

等により介護保険事業の維持は非常に厳しい状況が続いている。 

今後の事業継続には、協議会が提供しているサービスで、他の介護事業所と重複してい

る事業について、町が調整役として事業提案するなど、３事業者と協議の場を持ち、事業

の効率化・協働化を検討する必要があると思慮する。 

 

13．調査事件８ 町内除雪体制の現状と支援体制整備（R4.10.24） 

●調査目的 

近年、異常気象による大雪が毎年のように発生しているが、町内では高齢化などにより

家屋周辺の除雪や屋根の雪下し作業も困難な世帯が増えています。町では、除雪に係る費

用を助成する等の支援を行っているものの、除雪ボランティアや地元業者も人手不足など

で対応に苦慮している状況にあります。 

町内除雪体制の現状と今後の支援体制について資料が示されたことから、内容を調査し

たので、調査結果を次のとおり報告する。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 支援制度、利用方法等の周知について 

町と社会福祉協議会では、屋根の雪下ろし等に係る費用の助成や、除雪ボランティア等

の手配など様々な支援を行っているが、実際に支援を必要とする高齢者等は、支援を申し

込むための窓口や手続きの方法等が分からない方が多い現状があることから、各種制度等

の周知についてさらに強化されるよう検討願いたい。特に、社会福祉協議会の除雪ボラン

ティアは減少傾向にあるとしても、町内会毎に相当数登録されており、コミュニティ活動

の推進として期待される事業でもあるが、利用実績が極端に少ないことから、町としても

検証し、ボランティアが活動しやすいルール作り等の手助けが必要であると思慮する。 

ボランティア活動に対して一人１回５００円程度の支援金が社会福祉協議会より支給さ

れているが、活動内容に比べて低額であり、町が金額を上乗せする等の方策も検討する必

要があると思慮する。 

２ 今後の支援体制整備について 
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町では今後の支援体制整備として、町内会管理のもと、除雪機等を整備する際の費用助

成を検討するとしている。昨年のような大雪の際は、屋根の雪下ろし等について町内除雪

業者も人手不足から対応が困難な状況で、町内会によっては、除雪機や除雪ブルドーザー

を所持している方が近所の方の除雪をしてくれていることが多く見受けられるが、近所に

所持している方がいない地域の方にとっては、除雪ボランティアの高齢化もあり相当な労

力が必要となり苦労している。除雪機が有れば大変助かるが、町内会は何処も財政難であ

り、単独での整備は無理なので、町が整備し冬期間は町内会に貸与する方法が良いと思慮

する。まずはモデルケースとしてボランティア等の多い町内会へ除雪機を貸与し、冬期間

の管理・運用方法等について検証してみることを提案するので検討されたい。 

 

14．調査事件 11 所管関係施設・事業等の町内視察・執行方針の取り組み（R4.11.11） 

●調査目的 

 １１月１１日に本委員会を開催し、種苗生産等施設整備事業など４事業を視察調査し、

令和４年度執行方針の取り組み状況を確認した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 所管関係施設・事業等の町内視察 

（１） 種苗生産等施設整備事業(産業課水産係) 

  同施設の管理は漁業協同組合への委託方法を踏襲するとのことだが、隣接するアワビ

陸上養殖施設と合わせて漁業協同組合への指定管理制度で対応する方法も検討すべきと

思慮する。現時点で漁業協同組合へ負担をかけることは考えていないとのことだが、前

浜の水揚げの実態は、養殖コンブ・紫ウニ等養殖事業が主体となっており、将来的に漁

業協同組合が自立していくためにも主体性・自主性をもって対応することが重要である

と思慮するので検討されたい。 

（２） 定住向け町有住宅整備事業（建設課） 

  町有住宅については、今後、整備が予定される住宅を含め使用料が比較的抑えられお

り、当初見込んだ「若者・子育て世帯」はもとより、使用料が過大になってきている公

営住宅からの住み替え希望が想定されるので、今後の住宅整備計画については、公営住

宅入居者の意向調査、民営住宅状況調査等を行い十分考慮して進めるべきと思慮する。 

（４） 千軒そば生産体制支援事業（産業課農林係） 

  新たな施設・設備の管理に当たっては、今年２月の大雪による被害の状況等の検証、

反省を踏まえた上で、千軒そば生産会と十分協議を行い、管理体制を構築する必要があ

ると思慮するので検討されたい。 

２ 執行方針の取り組み状況について 

（１）産業の再生による雇用の創出 

②新たな陸上養殖技術の開発による蝦夷アワビブランド化事業の実施状況について 

（産業課水産係） 

 一般町民向けの販売回数が昨年に比べ大幅に減少していると心配する声が上がってい

る。アワビの生育状況が販売に追い付いておらず町民向け出荷を抑えてきたが、今後順

調に出荷個数が確保され、近々再開するとの説明があった。資料には出荷可能個体数等

の具体的な数値が示されておらず、状況の把握が困難であり、現状が理解できる各種デ

ータ（アワビの生産・出荷販売状況等）が必要と思慮するので、速やかに議会へ提示さ

れるよう要望する。 

（４）高齢者等の安心安全な生活環境の充実 

②浄化槽整備特別会計の法適用に向けた移行作業の進捗状況について(町民課) 

公営企業法適用に向けた移行作業では、条例等の整備や各種手続きによる事務も多

く、会計の仕組み自体も大きく変わることが予想されるので、行政のコンパクト化を図

る視点、浄化槽整備という業務の内容から、水道事業(公営企業会計)を所管する建設課

に業務を統合することも有効な手段と思慮するので検討されたい。 

（５）地域資源を活用した交流人口の促進 

①フードツーリズムプロジェクトの実施状況について（産業課商工観光係） 

今年度開催されたフードスタジアムについては、来場者を増やすため、会場を青函ト

ンネル記念館前から役場庁舎前に変更し、松前町のイベントと連携を図り、同日開催で
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の相乗効果を狙うなど、様々な手法を取りながら実施したことは評価するが、実際に来

場した町民・出店者からは調整不足など不満な意見も聞かれたことから、次年度開催に

向けては、会場(場所・配置)、出店内容などの検証を行い、松前町とはお互いの特産品

をイベントで提供する等相互の連携をさらに深められるよう検討されたい。 

 

15．調査事件 14 種苗生産等施設整備事業（R4.11.22） 

●調査目的 

種苗生産等施設整備事業については、当委員会において、これまで「施設統合の方向

性」、「統合施設の概要」、「基本構想の概要と概算工事費」について調査を行い、事業

の進行状況などについて確認してきましたが、町では令和６年度の供用開始に向け今年

度、実施設計を進めており、この度、建設工事費等について資料が示されたことから、内

容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

 町より示された建設工事費等については一定の理解をしたが、今後事業を進めて行くに

当たっては次の事項について検討されたい。 

 また、施設整備後の管理運営に係るランニングコストについて、町は、現在の施設と同

様に漁業協同組合が行うことで、町・組合共に現状の経費内で対応可能としているが、工

事費がここまで高額になると、漁業者の中には新たな負担が発生することを心配する声が

出てくることが懸念されるため、町としても、漁業者の理解を得るため、組合と協議しな

がら事業の内容等を伝えていくべきと思慮する。 

１ 事業費の考え方について 

町より示された資料には、工事の施工に当たって見込まれる工事監理費 600 万円(設計

業者関連)が記載されていない等、事業費の総額が把握できる作りとはなっていない。前

回資料との比較のためにあえて記載しなかったとのことだが、当該経費も補助対象との説

明から、工事監理費も事業費の一部であり資料に記載すべきと思慮するので、その点指摘

するとともに、今後、資料作成の際は注意されたい。 

２ 建設工事費等について 

今回示された建設工事費は８億５千万円と、前回示した概算工事費から大幅に膨らみ、

２億円の増額となっている。ここ数年来の物価上昇等による資材等の高騰は理解するが、

いかに物価・人件費の高騰、工期の延長が原因とはいえ、単純な工事費金額比較で３

０％、整備面積の縮小等の要因を考慮すると約５０％近く事業費が増えることについては

疑問が生じることから、実施設計を進めるに当たっては、担当課としても資材等の動向の

把握に努め、設計内容についてしっかり精査・検証されるよう思慮する。 

 

16．調査事件 15 国民健康保険事業の運営（R4.11.22） 

●調査目的 

町では、令和４年度に、国保事業の広域化に伴う保険料水準の統一を図ることを目的に

大幅な税制改正を実施しており、最終的には令和１２年度の市町村統一保険料を図るた

め、税率を毎年度見直し、必要に応じて改正することとしております。 

この度、町より令和４年度の国民健康保険事業の運営状況と、令和５年度の税率改正に

向けた資料が示されたことから内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

 町より示された国保事業の令和４年度の運営状況と、広域化に伴う全道的な国保税の平

準化のための令和５年度に向けた税率改正の内容、基本的に令和 12 年度全道統一保険料

率とする道の方向性に向かって進んでいることについては一定の理解をしたが、次の事項

について検討願いたい。 

１ 令和５年度国保税率の改正について 

国保連合会のシミュレーションの結果に基づき、令和６年度の標準税率に近づけるた

め、令和５年度においても税率改正を行うとのことだが、令和４年度改正において大きく

税率を下げたにもかかわらず、令和５年度には税率が上がるとなると、国保加入者からす

れば想定外であり、適切な対応ができていないと誤解されることが懸念される。改正に当
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たっては国保加入者の理解を得るため、道のシミュレーション結果や基金の状況等を示し

ながら、しっかり説明されるよう望みます。 

また、今後税率が上がって行くことで、未納者も増えることが想定される。国保事業が

広域化されても実際に対応する窓口は町であり、納税者間の公平性を保つよう徴収につい

ては、法に則っとり適切に対応されるよう望みます。 

２ 国民健康保険事業基金について 

国民健康保険事業基金については、現状、課税所得等の減少により国保税の不足が見込

まれた場合の補填財源とするとしているが、ここ数年取り崩しすることなく毎年積み立て

をし、約 2 億円に増額している状況にあり、今後税率改正に当たっては、町として基金の

取扱いについて明確な方向性を示すとともに、具体的な活用方法について検討していく必

要があると思慮する。 

 

17．調査事件 16 家庭ごみ減量化対策の進捗状況（R4.11.22） 

●調査目的 

町の家庭ごみ減量化対策については、令和３年１１月に行った所管事務調査において、

減量化対策の在り方について確認しましたが、令和３年度の町の人口一人当たりのごみ処

理量は、渡島西部の他の３町と比較しても依然として多い状況にあります。この度、町よ

り、家庭ごみ減量化対策の進捗状況について資料が示されたことから内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

 町より示された家庭ごみ減量化対策の現状等については一定の理解をしたが、資料から

は先進地事例を参考に、町が何を取り入れて行くのかといった減量化の明確な方向性が具

体的に示されていないことから、今後、渡島西部四町で取り組んでいくためにも、町が率

先して家庭ごみ減量化の基本的な対策から見直し、町全体で取り組む必要があると思慮す

るので検討願いたい。 

１ 町民への周知について 

当町は依然として人口 1 人あたりのゴミ処理量が渡島管内で 1 番多く、町民への周知徹

底に当たってはワースト 1 位を返上するという町の明確な意思を町民に示すことが重要と

思慮する。従来の周知方法では効果が上がらないことはあきらかであり、充分反省し、今

後のごみ減量化対策の周知に当たっては、分別ルールの徹底はもとより、家庭内ごみの分

別を主導する女性への意識付けが大事であり、ごみの分別・減量化によって何らかのイン

センティブを得られる方法等の検討を進める必要があると思慮する。 

２ 新たな減量化対策の検討について 

町ではコンポスト購入にかかる助成等支援をしていたが、野生動物による被害も多く、

何年も活用されず、町内に販売している店舗がない状況となっている。減量化対策の基本

は、4Ｒ(リフューズ、リデユース、リユース、リサイクル)の実践徹底ですが、特に、家

庭ごみの減量化で一番の課題は生ごみの水切りにより重量を軽くすることであり、今後は

室内向けの生ごみ処理機購入にかかる助成のほか、現在建設中の町有住宅や今後建設予定

の定住促進住宅の台所に生ごみ処理機やディスポーザーを設置するなどモデルケースを示

すことが、町民へのＰＲとなり、併せて移住・定住者へのセールスポイントになると思慮

するので早急に検討されたい。 

 

18．調査事件 13 岩部クルーズ運航事業の状況（R4.11.24） 

●調査目的 

岩部クルーズ運航事業については、令和４年度から新たに指定管理者制度を導入し、一

般社団法人福島町まちづくり工房が運航主体となって事業を行っており、１０月１０日に

は今年の運航業務を終えております。この度、町より、令和４年度の岩部クルーズ運航事

業の実績等について資料が示されたことから内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 令和５年度以降の運航事業について 

令和４年度の岩部クルーズ運航事業については、本格運航準備段階での、知床遊覧船事

故を受け、事業への影響が懸念されたものの、各種プローモーション活動等の効果もあり

運航回数、乗車人数共に過去最高の状況となっている。しかし、出航率 45.5％、予約数に
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対する乗船率が 46.2％と半数以上の人が荒天等により利用できない等の課題もあり、令和

５年度に向けては、一人でも多く乗船できるよう、運航期間を４月上旬から１１月末まで

延長する等の対策が必要と思慮する。また、クルーズ運航事業の令和５年度に向けた指定

管理料の積算に当たっては、今年度の運航実績等から、まちづくり工房のインセンティブ

となる目標数値の考え方を、今の出航率から乗船率に変えるなどの検討も必要と思慮する

ので検討されたい。 

２ 福島町まちづくり工房への支援について 

令和４年度から指定管理者として事業主体を担っているまちづくり工房だが、資料では

代表理事に業務が集中しているなど、組織体制が十分整備されているとは言えない。 

工房では物販等の自主事業において新たな町の特産品等の開発も行っており、岩部クル

ーズ、吉岡温泉を含めこれから町の観光を担っていく重要な団体であり、町政の課題とな

っている若者の移住・定住者の就業先という大きな視点をもって、組織体制や賃金体系な

どの雇用環境の整備について、まちづくり工房設立の趣旨を考慮し、工房と充分協議・支

援していく必要があると思慮する。 

 

19．調査事件 18 有害鳥獣残滓の処理方法の検討（R4.11.24） 

●調査目的 

有害鳥獣残滓処理施設の整備については、９月２８日開催の当委員会において内容を調

査したところですが、その際、町が示した残滓の処理方法は、微生物を利用した菌床によ

る減容化方式であり、課題として菌床から発生する臭気の問題が上げられていました。 

その後、町では、処理方法の課題である臭気対策を検討するため先進地視察を行い、視

察の結果を踏まえて処理方法の再検討を行ったとのことであり、この度、検討結果につい

て資料が示されたことから内容を調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

 今回示された残滓の処理方法については、町が視察した後、同じ施設を議員も政務活動

により視察をし、その処理方法の有効性を確認しており、当初の山積み方式を変更し、処

理装置方式を導入するとした町の決定については一定の理解をするが、処理施設整備に当

たっては次の事項について検討されたい。 

１ 施設の管理体制等について 

町が導入を検討している減容化の方式は、減容化に係る時間が短く臭気も抑えられる

が、ほとんどの有機物が短時間で分解されることから、機器の管理、施設のセキュリティ

ーは厳重に行う必要があると思慮する。管理業務を地元猟友会に委託、専属で職員を配置

することで協議を進めているとのことであるが、協議に当たっては施設の危険性について

関係者と充分認識を共有し進められるよう検討されたい。 

２ 今後の広域的利用について 

町は将来的に近隣四町での広域的な運用も考えているとのことだが、四町での有害鳥獣

の捕獲数等を考慮すると、町が設置を計画している減容化処理装置１基では対応が困難な

ことが想定される。補助事業の考え方から先行投資的な整備は困難との考えは理解する

が、設置スペース的には余裕があるとのことであり、シカ等の有害鳥獣の処理が全道的な

問題となっている中で、道内では先駆的な事業として道に強く働きかけ、財源を確保する

ことを期待する。 

処理施設は、ハンターの負担軽減のため町が先行して整備をすることとしたが、施設の

有用性は他町も理解していると考えることから、他町からの受け入れについて当初から配

慮していくことが大事であり、そのためにも他三町からの受け入れ体制や、処理単価等を

設定しておく必要があると思慮するので、他三町に充分説明し、協議・検討されたい。 

●定例会 12 月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 12 町内森林資源の利活用に向けた取り組みについて（森林環境譲与税・木

質バイオマス事業） 

     19 福島農業振興地域整備計画の見直しについて 

     20 その他所管に関する事項について 
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20．調査事件 12 町内森林資源の利活用に向けた取り組み（森林環境譲与税・木質 

バイオマス事業）                  （R4.12.27） 

●調査目的 

町では、持続可能な森林経営の推進と林業振興を図る取り組みとして木質バイオマス

の導入を検討している。また、国の森林環境譲与税を財源として森林所有者への意向調査

や危険木等の除去事業を行っており、この度、町より、町内森林資源の利活用に向けた取

り組みの状況等について資料が示されたことから内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 町有林の利活用について 

  町では森林資源の地域循環の活性化を図るため、皆伐事業と造林事業を進めている

が、植林する樹種は主にトドマツ等の針葉樹であり、広葉樹（ミズナラ）等は、シカの

食害から植樹祭など小規模にとどまっているとのことである。町全体の森林資源循環、

特に漁業振興を考慮すると広葉樹が望ましいことから、対策が困難なことは理解するが

樹種の選定に当たってはその点も考慮して検討されたい。 

２ 森林環境譲与税の活用について 

（１）危険木等の除去について 

町では、危険木から町民の生命・財産を守る条例を制定し危険木等の除去等を行って

おり、除去費用の財源として森林環境譲与税を活用しているが、危険木の除去について

は、立木の所有者が国や、民間団体等であった場合、迅速な対応をしてもらえない等の

課題も出ている。個人等の財産継承の点でも対応が難しいことは理解するが、町民の生

命が第一であり危険木の除去を積極的に行えるよう明確なルール作りを進める必要があ

ると思慮するので検討されたい。 

（２）人材育成について 

町の森林環境譲与税基金の設置目的には、町内における林業の担い手確保、人材育成

等があり、これまでも地域おこし協力隊の募集を行うなどの対応を進めてきたが、担い

手の確保には至っていない。町内の森林資源の利活用を進めるためには林業の担い手確

保、人材の育成は重要な課題であり、より積極的な取り組みが必要と思慮するので検討

されたい。 

 

21．調査事件 19 福島農業振興地域整備計画の見直し（R5.2.10） 

●調査目的 

国の計画変更に伴い、令和３年５月に北海道農業振興地域整備基本方針が変更されて

おり、町においても整合性を図るため、町計画の見直しを進めております。この度、計画

の見直し概要が示されたことから内容について調査した。 

●論点とした調査項目・意見 

１ 農業従事者等への支援について 

（１）担い手対策について 

計画では農業従事者の高齢化・担い手不足が進む中、多様な人材が活躍できるよう経

営体質の強化や、新規就農者の育成等を進めていくとしているが、農業等の一次産業は

不定期的な収入や天候等に左右される不安定な就業状況等、厳しい生活環境により敬遠

される傾向にあり、新規就農者の育成等を検討する際にはその点を改善する公的支援等

を検討する必要があると思慮する。転業し新規就農を目指す社会人や、農業者を志す農

業高校卒業生の中には就農したくても土地がないため就農できないケースもあると聞

く、担い手の確保対策として、初期投資はもとより農地の確保についても町が仲介する

等の支援を検討すべきと思慮する。新規就農者を指導助言する体制等、受け入れる実態

を充分精査検討し、新規就農者を目指す人材を他町から呼び込むためのホームページ作

成等でのＰＲについても検討されたい。 

（２）法人化に向けた取り組みについて 

計画の見直しにあたっては、北海道との整合性を図る必要があることは理解するが、

当町の農業の実態は道の方針と大きく乖離しており、計画通り事業を進めることは困難

と思慮される。町においてまず取り掛かるべきは、家庭菜園等を含めた農地利用の実態

をしっかり把握することであり、現状の個人による小規模経営をある程度組織化し、公
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的支援等の受け皿として対応できるよう指導・助言していくことである。まず、学校給

食へのさらなる活用を推進し、町の主要作目である「米」と「ソバ」の生産組織の法人

化を進めるため関係者等と協議を行う必要があると思慮するので検討されたい。 

●定例会３月会議後の休会中の所管事務調査 

○事件名 20 その他所管に関する事項 

 

（３）広報・広聴常任委員会 

開催日 調 査 事 項 等 部会名 

R4.5.13～20 「町民と議員との懇談会(令和 3 年度延期分)」（P77～78）  

R5.2. 2～ 9 「町民と議員との懇談会」（P78～79、P94 参照）  

 
（４）議会運営委員会 

回数 開催日 調 査 事 項 等 

1 R4.4.19 
○令和３年度議会評価の決定、議員評価・議員目標 

○令和４年度議員研修実施計画 ○議会基本条例諮問会議への諮問事項 

2・3 R4.4.25 ○定例会 4 月会議運営の決定 ○定例会 4 月会議の反省事項 

4 R4.5.20 
○議会だより第 134 号の編集  

○議会議員歳費・費用弁償等条例の一部改正 ○議会費の補正 

5・6 R4.5.27 ○定例会 5 月会議運営の決定 ○定例会 5 月会議の反省事項 

7 R4.6.13 ○定例会 6 月会議運営の決定 

8 R4.6.20 ○定例会 6 月会議の反省事項 

9・10 R4.7.5 ○定例会 7 月会議運営の決定 ○定例会 7 月会議の反省事項 

11 R4.7.19 ○議会だより第 135 号の編集 ○議会費の補正 

12・13 R4.7.25 ○定例会 7 月第 2 回会議運営の決定 ○定例会 7 月第 2 回会議の反省事項 

14 R4.9.6 ○定例会 9 月会議運営の決定 ○議会費の補正 

15 R4.9.15 ○定例会 9 月会議の反省事項 

16・17 R4.10.21 ○定例会 10 月会議運営の決定 ○定例会 10 月会議の反省事項 

18 R4.11.18 

○議会だより第 136 号の編集 ○歳費・費用弁償等条例の改正 

○議会費の補正 ○議会個人情報の保護に課する条例の検討 

○議会諮問会議答申事項 ○議長交際費支出・公表要綱の改正 

19・20 R4.11.28 ○定例会 11 月会議運営の決定 ○定例会 11 月会議の反省事項 

21 R4.12.1 ○定例会 12 月会議運営の決定 

22 R4.12.8 
○定例会 12 月会議の反省事項 ○町民と議員との懇談会の開催検討 

○令和 5 年度議会費予算要求状況確認 

23 R5.1.20 ○議会だより第 137 号の編集 

24・25 R5.2.6 ○定例会 2 月会議運営の決定 ○定例会 2 月会議の反省事項 

26 R5.3.1 

○定例会 3 月会議運営の決定 ○夜間議会開催要項決定 

○当初予算の審査等の確認  

○定例会 3 月会議への議会提出議案の確認（条例・議会費補正） 

○議員定数・議員歳費の確認 

27 R5.3.13 ○定例会 3 月会議の反省事項 

28・29 R5.3.27 ○定例会 3 月第 2 回会議運営の決定 ○定例会 3 月第 2 回会議の反省事項 
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３．議会の活性度 

（１）一般質問者数 

一定期間に再開する本会議ごとに一般質問者数をまとめた。 

質問者数、質問項目は前年度と同数であり、延人数で 15 名、質問項目は 16 件。 

■一般質問者の状況  

区 分 質 問 者 ・ 質 問 事 項 

6 月 

○藤山 大 ①学校におけるタブレットの活用法 

○小鹿昭義 ①中学校生徒のクラブ活動に関する送迎について 

○平沼昌平 ①水田交付金の条件厳格化に伴う当町の対応と過疎地域持続的発展市町村計画に 

       対する今後の方向性 

9 月 

○小鹿昭義 ①鳥獣駆除に対する今後の対応について 

○平沼昌平 ①当町の移住・定住に対する取り組み方と今後の施策について 

○川村明雄 ①高齢者事業団の立ち上げについて 

○木村 隆 ①新型コロナウイルス感染対策について 

12 月 

○小鹿昭義 ①時代の変化に対応する高齢化社会の環境整備について 

○平沼昌平 ①津波避難対策特別強化地域に指定された当町の今後の対応について 

○木村 隆 ①学校教育全般について 

3 月 

○小鹿昭義 ①「がんなんかに負けない基本条例」から７年目の検証について 

○佐藤孝男 ①千軒地区のデマンドバス運行について 

      ②山岳古道・殿様街道について 

○川村明雄 ①福島高校の魅力ある対策の一考について 

○木村 隆 ①防災の道の駅の必要性とそれに伴う道路政策について 

○平沼昌平 ①ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の当町の対応について 

■議員別の一般質問件数（Ｒ4.4～Ｒ5.3）                     単位：件 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 合計 

 ２ ４ ３ ２  １ ４   １６ 

○資料 1－1 年度別の一般質問件数（一定期間に再開する本会議）      単位：件 

年度 
６月 ９月 １２月 ３月 計 

人員 件数 人員 件数 人員 件数 人員 件数 延人数 件数 

 Ｒ４ ３ ３ ４ ４ ３ ３ ５ ６ １５ １６ 

 Ｒ３ ４ ４ ４ ５ ４ ４ ３ ３ １５ １６ 

Ｒ２ ４ ４ ５ ５ ２ ２ ４ ４ １５ １５ 

Ｒ元 ２ ２ ５ ５ ３ ３ ５ ５ １５ １５ 

３０ ３ ３ ４ ５ ４ ５ ５ ５ １６ １８ 

２３ ５ ６ ６ １１ ５ １２ ５ ８ ２１ ３７ 

※5 年間分に集約し、件数が最高の 23 年分を残しました。 

○資料 1－2 他議会との比較資料（一般質問）                単位：人、町村数、％ 

項   目 延人数 1 会議平均 対面式 一問一答 時間 回数 

福 島 町 議 会 15.0 
3.8 

（38.0％） 
○ ○ 制限撤廃 制限撤廃 

渡島管内町村平均 16.2 
4.1 

（33.6％） 
9 

 (100.0) 

9 
(100.0) 

7 
(77.8) 

2 
(22.2) 

全 道 町 村 平 均 18.1 
4.5 

（41.3％） 
132 

(91.7) 

118 
(81.9) 

103 
(62.0) 

55 
(33.1) 

全 国 町 村 平 均 24.8 
6.2 

（52.5％） 
791 

(85.4) 

772 
(83.4) 

785 
(84.8) 

263 
（28.4） 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

（２）質疑者数 

会議ごとに質疑・意見交換の有無をまとめた。（議長、委員長は質疑者に含まれない） 
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【一定期間に再開する本会議】                       単位：人、回、％ 

区 分 議員数 議案件数 
質疑・意見交換の状況 質問率 

（議長を除く） 実人数 延べ回数 

6 月会議 9 15 2 4 25.0 

9 月会議 9 21 4 9 50.0 

12 月会議 9 6 5 14 62.5 

3 月会議 8 36 1 2 12.5 

平 均 9 19.5 3.0 7.25 ― 

【一定期間に再開する以外の本会議】                単位：人、回、％ 

区 分 議員数 議案件数 
質疑・意見交換の状況 質問率 

（議長を除く） 実人数 延べ回数 

4 月会議 9 3 2 6 25.0 

5 月会議 8 11 1 3 12.5 

7 月会議 9 2 1 1 12.5 

7 月第 2 回会議 9 3 1 2 12.5 

10 月会議 7 1 0 0 0.0 

11 月会議 9 7 0 0 0.0 

2 月会議 9 1 1 1 12.5 

3 月第 2 回会議 9 6 2 9 25.0 

平 均 8.6 6.5 1.0 2.8 ― 

【常任委員会】 

① 総務教育常任委員会                          単位：人、回、% 

区 分 委員数 調査件数 

質疑・意見交換の状況 質問率 

（委員長・

委員外を除

く） 

委 員 委員外議員 

実人数 延べ回数 実人数 延べ回数 

①Ｒ4.7.25 5 1 2 17 － － 50.0 

②Ｒ4.8.26 5 1 4 22 1 5 100.0 

③Ｒ4.10.21 4 1 2 6 1 7 66.7 

④Ｒ4.10.28 4 1 3 18 － － 100.0 

⑤Ｒ4.11.2 5 1 4 14 － － 100.0 

⑥Ｒ4.11.4 5 3 4 39 － － 100.0 

⑦Ｒ4.11.7 5 1 4 33 － － 100.0 

⑧Ｒ5.2.10 5 2 3 23 4 14 75.0 

平均 4.8 1.4 3.3 21.5 0.8 3.3 － 

② 経済福祉常任委員会                     単位：人、回、% 

区 分 委員数 調査件数 

質疑・意見交換の状況 質問率 
（委員長・
委員外を除

く） 

委 員 委員外議員 

実人数 延べ回数 実人数 延べ回数 

①Ｒ4.5.17 6 1 3 14 1 2 60.0 

②Ｒ4.6.8 5 2 4 43 2 6 100.0 

③Ｒ4.8.3 6 1 4 13 － － 80.0 

④Ｒ4.9.28 6 2 5 63 － － 100.0 

⑤Ｒ4.10.20 5 1 4 35 － － 100.0 

⑥Ｒ4.10.24 5 2 4 35 － － 100.0 

⑦Ｒ4.11.11 5 1 4 35 － － 100.0 

⑧Ｒ4.11.22 6 3 5 62 － － 100.0 
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⑨Ｒ4.11.24 6 2 5 57 － － 100.0 

⑩Ｒ4.12.27 6 1 3 11 － － 60.0 

⑪Ｒ4.2.21 6 1 5 23 － － 100.0 

平均 5.6 1.5 4.2 35.5 0.3 0.7 － 

③ 連合審査会                              単位：人、回、% 

区 分 委員数 調査件数 

質疑・意見交換の状況 質問率 

（委員長・

委員外を除

く） 

委 員 委員外議員 

実人数 延べ回数 実人数 延べ回数 

①Ｒ4.10.6 9 1 4 9 ― ― 50.0 

平均 9.0 1.0 4.0 9.0 ― ― ― 

【特別委員会】 

① 予算・決算                          単位：人、回、% 

区 分 委員数 議案件数 

質疑・意見交換の状況 質問率 

(委員長を除

く) 
実人数 延べ回数 

決算審査（1 日） 8 9 4 33 57.1 

予算審査（3 日） 7 14 6 82 100.0 

平 均 7.5 11.5 5.0 57.5 ― 

② 吉岡温泉整備事業に関する調査特別委員会            単位：人、回、% 

区 分 委員数 議案件数 

質疑・意見交換の状況 質問率 

(委員長を除

く) 
実人数 延べ回数 

R4.8.3 8 1 4 17 57.1 

R4.12.27 8 1 5 22 71.4 

平 均 8.0 1.0 4.5 19.5 ― 

③ 議会議員定数・議員歳費調査特別委員会            単位：人、回、% 

区 分 委員数 議案件数 

質疑・意見交換の状況 質問率 

(委員長を除

く) 
実人数 延べ回数 

R4.12.27 8 1 7 13 100.0 

平 均 9.0 1.0 7.0 13.0 ― 

○資料 1－3 他議会との比較資料（質疑）             単位：町村数、％ 

項   目 
質    疑 

対面式 一問一答 時間 回数 

福 島 町 議 会 ○ ○ 制限なし 制限なし 

渡島管内町村 
9 

(100.0) 

4 

(44.4) 

2 

(18.2) 

8 

(72.7) 

全 道 町 村 
108 

(75.0) 

49 

(34.0) 

9 

(6.1) 

115 

(77.7) 

全 国 町 村 
634 

(68.5) 

365 

(39.4) 

110 

(11.9) 

755 

（81.5） 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

 

（３）討議者数 

 全ての本会議において、討議はありません。 
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【一定期間に再開する本会議】                           単位：人、回、％  

区 分 議員数 議案件数 
討議の状況 討議率 

（議長を除く） 実人数 延べ回数 

6 月会議 9 15 0 0 0.0 

9 月会議 9 21 0 0 0.0 

12 月会議 9 6 0 0 0.0 

3 月会議 8 36 0 0 0.0 

平 均 8.8 19.5 0 0 ― 

【一定期間に再開する以外の本会議】                単位：人、回、％ 

区 分 議員数 議案件数 
討議の状況 討議率 

（議長を除く） 実人数 延べ回数 

4 月会議 9 3 0 0 0.0 

5 月会議 8 11 0 0 0.0 

7 月会議 9 2 0 0 0.0 

7 月第 2 回会議 9 3 0 0 0.0 

10 月会議 7 1 0 0 0.0 

11 月会議 9 7 0 0 0.0 

2 月会議 9 1 0 0 0.0 

3 月第 2 回会議 9 6 0 0 0.0 

平 均 8.6 6.5 0 0 ― 

 

（４）討論者数 

 【一定期間に再開する本会議】 全４会議ありましたが、討論はありません。 

 【一定期間に再開する以外の本会議】 全８会議ありましたが、討論はありません。 

 

（５）議会提案件数 

【一定期間に再開する本会議】 

条例制定１件、意見書等６件の計８件が提案された。 単位：件 

区  分 6 月会議 9 月会議 12 月会議 3 月会議 計 

内容・件数 意見書 5 意見書 1 0 条例制定 1 
条例制定 1 

意見書  6 

【一定期間に再開する以外の本会議】 

条例改正２件が提案された。         単位：件 

区  分 5 会議 11 月会議 計 

内容・件数 条例改正 1 条例改正 1 条例改正 2 

○資料 1－4 他議会との比較資料                           単位：件 

項   目 町村長提出 議長・議員提出 委員会提出 合 計 

福 島 町 議 会 87 0 7 94 

渡島管内町村平均 68.8 14.7 7.8 82.9 

全 道 町 村 平 均 77.5 11.2 5.4 89.4 

全 国 町 村 平 均 77.8 6.0 1.5 85.4 

 ※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 
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（６）文書質問 

文書質問はありません。 

 

（７）審査付託の件数 
【一定期間に再開する本会議】 

 付託は各会計の決算認定と当初予算、関連条例等で 23 件。          単位：件 

【一定期間に再開する以外の本会議】  付託はなし。 

 

（８）会議開催日数・時間 

①【一定期間に再開する本会議】                  単位：日、時分 

区分 6 月会議 9 月会議 12 月会議 3 月会議 計 

日数 1 2 1 3 7 

時間 4:43 5:57 5:25 10:37 26:42 

②【一定期間に再開する以外の本会議】               単位：日、時分 

区分 4 月会議 5 月会議 7 月会議 
7 月第 2

回会議 
10 月会議 11 月会議 2 月会議 

3 月第 2 回

会議 
計 

日数 1 1 1 1 1 1 1 1 8 

時間 47:00 1:18 0:19 0:28 0:22 1:06 0:27 0:50 5:37 

③ 総務教育常任委員会                         単位：日、時分 

月日 5/27 7/25 8/26 10/14 10/21 10/28 11/2 11/4 

日数 1 1 1 1 1 1 1 1 

時間 0:26 1:03 2:14 2:17 1:09 1:04 1:11 4:41 
 

月日 11/7 11/28 2/10 計 

日数 1 1 1 11 

時間 4:40 0:11 4:06 23:02 

④ 経済福祉常任委員会                       単位：日、時分 

月日 5/17 5/27 6/8 8/3 9/6 9/28 10/14 10/20 

日数 1 1 1 1 1 1 1 1 

時間 1:12 0:17 4:50 1:30 0:07 4:36 1:44 1:41 
 

月日 10/24 11/11 11/22 11/24 12/27 2/10 計 

日数 1 1 1 1 1 1 13 

時間 2:39 5:03 5:08 4:25 0:48 1:31 35:31 

⑤ 連合審査会（経福委主催）  単位：日、時分 

区  分 10/6 計 

日  数 1 1 

時  間 0:50 0:50 

⑥ 議会運営委員会                         単位：日、時分 
月日 4/19 4/25 5/20 5/27 6/13 6/20 7/5 7/19 7/25 9/6 9/15 10/21 

日数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

時間 1:30 0:19 1:13 0:31 0:20 0:40 0:16 1:49 0:09 0:36 0:59 0:05 
 
月日 11/18 11/28 12/1 12/8 1/20 2/6 3/2 3/13 3/27 計 

日数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 21 

時間 1:50 0:28 0:24 0:47 0:55 0:06 1:24 1:01 0:23 15:45 

 

区分 6 月会議 9 月会議 12 月会議 3 月会議 計 

件数 0 9 0 14 23 
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⑦ 特別委員会                         単位：日、時分 

区  分 決算審査 予算審査 吉岡温泉調査 
議員定数・ 

議員歳費調査 
計 

日  数 1 2 2 1 7 

時  間 5:28 9:21 3:59 1:07 19:55 

○資料 1－5 他議会との比較資料                 単位：回、日、人 

※福島町は地方自治法第102条第2項の運用による通年議会。（通年議会；渡島2、全道12、全国66 上記平均はこれらを除

く数値）町村議会実態調査：令和4年7月１日より抜粋。（調査対象：926町村議会） 

○資料 1－6 他議会との比較資料（休日・夜間議会、模擬議会等）   単位：町村数、（％） 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

○資料 1－7 他議会との比較資料、議会活性化の取り組み(組織の整備)単位：町村数、（％） 

区  分 

活性化の制度・組織 地方自治法 96 条第 2 項による議決事件の追加 

基本 

条例 

専門的 

知 見 

（100 条の

2） 

活性化 

組 織 

町村の 

基本計画 

各種施策 

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

重要な私 

法上の契約 

公社等への 

議会の関与 

名誉町村 

民の決定 
その他 

福 島 町 議 会 ○  ○ ○ ○    ○ 

渡島管内町村 
4 

(44.4) 
 

3 

(33.3) 

4 

(15.4) 

1 

(3.8) 

 

 

 

 

4 

（15.4） 

5 

(19.2) 

全 道 町 村 
34 

(23.6) 

2 

(0.1) 

36 

(25.0) 

55 

(19.6) 

10 

(3.6) 

 

 

4 

(1.4) 

29 

(10.4) 

38 

(13.6) 

全 国 町 村 
380 

(41.0) 

6 

(0.6) 

268 

(28.9) 

320 

(34.6) 

73 

(7.9) 

8 

(0.9) 

10 

(1.1) 

106 

(11.4) 

188 

(20.3) 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

 

４．議会の公開度 

（１）会議の公開 

平成 16 年に委員会条例を改正し、全ての委員会を「公開」とした。平成 21 年に議会基

本条例を制定し、全ての会議を原則公開にした。平成 26 年度から、本会議・委員会等を議

場で開催している。 

（２）審議記録の公開 

・本会議・常任委員会・特別委員会は全文「会議録」を作成し、議会ＨＰで「公開」し

ている。 

 ・本会議・特別委員会・常任委員会・全員協議会等、議場で開催する会議については、

原則、ライブ中継・録画配信をしている。 

 

 

区   分 
定 例 会 臨 時 会 計 

回数 日数 参画者 回数 日数 参画者 回数 日数 参画者 

福 島 町 議 会 1.0 11.0 19.0 ― ― ― 1.0 11.0 19.0 

渡島管内町村平均 4.0 9.1 28.4 3.4 3.4 4.2 7.4 12.5 32.6 

全 道 町 村 平 均 4.0 9.7 30.6 4.4 4.4 6.3 8.4 14.1 36.9 

全 国 町 村 平 均 4.0 13.3 55.6 3.5 3.6 7.3 7.5 16.9 62.9 

区  分 
休日開催 夜間開催 模擬議会等 

有無 平均日数 有無 平均日数 女性 学生 その他 懇談会等 

福 島 町 議 会   ○ 1.0    ○ 

渡島管内町村   
1 

(11.1) 
1.0 

  

 

 4 

（44.4） 

全 道 町 村 
5 

(2.1) 
1.0 

2 

(1.4) 
1.0 

 18 

(12.5) 

1 

(0.7) 

32 

（22.2） 

全 国 町 村 
12 

(3.2) 
1.2 

9 

(1.7) 
1.1 

6 

(0.6) 

124 

(13.4) 

4 

(0.4) 

252 

(27.2) 
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○資料 2－1 他議会との比較資料（会議録の状況）         単位：日、町村数 

区   分 
調整期間 配布先 会議録の公開 

定例会 臨時会 議員 管理職等 ＨＰで公開 HP は検索機能つき 

福 島 町 議 会 39.3 15.0   ○  

渡島管内町村   4 0 8  

全 道 町 村   18 7 89  

全 国 町 村   296 141 672  

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

（３）審議前の会議資料の公開 

 ・常任委員会・特別委員会の資料は、全て「議会ＨＰ」に掲載(公開)している。 

 ・本会議の議案等については、全て「議会ＨＰ」に掲載(公開)している。 

（４）議会経費の公開 

毎年度の決算認定後に、議会広報・議会ＨＰに掲載(公開)している。 

なお、視察旅費は詳細内容も示している。 

・交際費は詳細内容を月ごとに議会ＨＰに掲載(公開：平成３１年度から)している。 

（５）視察報告の公開 

議員個人が提出した政務活動費の報告を含めて、「議会ＨＰ」に掲載(公開)している。 

なお、視察参加者全員が提出している。 

（６）全員協議会の公開 

議場で公開、ライブ中継・録画配信も行っている。（参画者へ資料貸与） 

（７）会議公開の充実 

インターネット中継設備を整備し、平成 21 年 12 月から議場のライブ中継と録画を配信

している。平成 25 年 9 月より光回線へ変更、映像の画質向上と映像障害が解消された。 

また、スマホ利用者の利便性向上のため、平成 27 年 9 月から録画を、令和元年 9 月か

らはライブ中継を、スマホ等で視聴できるよう、機器更新に合わせモバイル通信環境の充

実を図った。 

 

５．議会の報告度 
（１）議会だよりの発行 

質疑等の掲載を増やし、興味の湧く紙面作りを工夫、平成 28 年 6 月から文字を 12 ポイ

ントとし、ページ数も増やし、親しまれ・読まれる議会だよりを目指し、発行している。 

平成 31 年度から議会広報広聴要綱を施行、編集方針・掲載事項等を規定している。 

掲載事項は、広報広聴要綱第 4 条のとおり。 

○資料 3－1 他議会との比較資料（議会広報紙）                   単位：町村数、（％） 

区  分 単独発行 
町村広報 

に掲載 

作 成 組 織 等 
備   考 

条例に基づく委員会あり 条例なし 

常任委 議運 特別委 単行条例 規程 その他  

福 島 町 議 会 ○   ○      

渡島管内町村 
8 

(88.9) 

1 

(11.1) 

2 

（22.2） 

1 

(11.1) 

3 

(33.3) 
 

 

 

3 

（33.3） 

 

全 道 町 村 
125 

(86.8) 

18 

(12.5) 

36 

(25.2) 

6 

(4.2) 

76 

(53.1) 

2 

(1.4) 

6 

(4.2) 

17 

(11.9) 

未発行は 1 町 

（0.7％） 

全 国 町 村 
903 

(97.5) 

91 

(10.1) 

238 

(26.4) 

11 

(1.2) 

360 

(39.9) 

46 

(5.1) 

77 

(8.5) 

171 

(18.5) 

未発行は 23 町村

（2.5％） 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 
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（２）議会ホームページの運用 

平成 13 年 4 月より議会ホームページを開設、会議録検索システムを活用した情報提供

（執行者側に更新を依頼する方式）。 

平成 15 年 12 月より、議会独自更新方式による公開内容の充実と迅速化（行政視察報

告、委員会資料等の事前公開）。 

平成 20 年 5 月より議会独自のドメインを取得、議会単独のＨＰ運用を開始。 

平成 21 年 12 月より議会インターネット映像配信を開始（ライブ・オンデマンド） 

平成 28 年 3 月には議会ホームページをより見やすい形にリニューアル。 

掲載事項は、広報広聴要綱第 7 条のとおり。 

○資料 3－2 他議会との比較資料（議会中継・ホームページ）    単位：町村数、（％） 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

（３）議会への各種報告 

①渡島西部広域事務組合議会、渡島廃棄物処理広域連合議会の議会報告を実施している。 

 

６．住民参加度 
（１）議会報告会の開催 

令和 4 年度は、2 月 2 日から 9 日までの 6 日間、3 班に分かれて町内 17 会場で｢町民と

議員との懇談会｣を開催した。参加者は、合計で 86 人（男 67 人、女 19 人）、最大は 8

人、最少は 2 人、1 会場平均で 5.1 人。また、令和 3 年度開催分で、新型コロナの発生に

より延期となった地区を対象に、5 月 13 日から 20 日まで期間で 4 日間開催した。参加者

は 11 会場で 46 人（男 32 人、女 14 人）、最大は 7 人、最小は 1 人、1 会場平均で 4.2

人。平成 31 年 4 月から議会広報広聴要綱を施行、町民と議員の懇談会(議会報告会)の開

催方針等を規定している。 

（２）参画者への対応と参加度 

議案等全ての会議資料を閲覧に供している。 

【一定期間に再開する本会議】                      単位：人 

区分 6 月会議 9 月会議 12 月会議 3 月会義 計 

人数 1 2 1 10 15 

【一定期間に再開する以外の本会議】                   単位：人 

区分 4 月会議 5 月会議 7 月会議 7 月第 2 回会議 10 月会議 11 月会議 2 月会議 3 月第 2 回会議 計 

人数 0 1 0 0 1 0 1 0 3 

【総務教育常任委員会】                         単位：人 

月日 5/27 7/25 8/26 10/14 10/21 10/28 11/2 11/4 11/7 11/28 2/10 計 

人数 1 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 5 

【経済福祉常任委員会】                         単位：人 

月日 5/17 5/27 6/8 8/3 9/6 9/28 10/6 10/20 10/24 11/11 11/22 11/24 12/27 2/10 計 

人数 0 0 1 1 0 2 1 1 0 0 0 0 0 0 6 

区  分 実施 
実施のうち 

ライブ中継 

中継手段（重複回答） ホームページ 

インター 

ネット 
CATV 

有線 

放送 

庁内 

放送 
その他 

開設して 

いる 

開設して 

いない 

福 島 町 議 会 ○ ○ ○   ○  ○  

渡島管内町村 
8 

(88.9) 

6 

(31.6) 

6 

(31.6) 
  

7 

(36.8) 
 

9 

(100.0) 
 

全 道 町 村 
85 

(59.0) 

45 

(28.0) 

45 

(28.0) 

3 

(1.9) 

1 

(0.6) 

62 

(38.5) 

8 

(5.0) 

131 

(91.0) 

13 

(9.0) 

全 国 町 村 
685 

(74.0) 
217 309 200 13 428 52 

839 
(90.6) 

87 
(9.4) 
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【議会運営委員会】                           単位：人 

区分 4/20 4/25 5/20 5/27 6/13 6/20 7/5 7/19 7/25 9/6 9/15 10/21 

人数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

区分 11/18 11/28 12/1 12/8 1/20 2/6 3/2 3/13 3/27 計 

人数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

【特別委員会】                       単位：人 

区分 決算 予算 吉岡温泉調査 
議員定数・議

員歳費調査 
計 

人数 1 1 2 1 5 

○資料 4－1 他議会との比較資料（参画者） ※資料 1－5 再掲    単位：回、日、人 

※福島町は地方自治法第102条第2項の運用による通年議会。（通年議会；渡島2、全道12、全国66 上記平均はこれらを除
く数値）町村議会実態調査：令和4年7月１日より抜粋。（調査対象：926町村議会） 

（３）休日･夜間議会の開催等 

◆夜間議会の開催（H19.20 試行実施、H21 から議会基本条例に基づき本格実施） 

１．実 施 日  令和 5 年 3 月 8 日（火）令和 4 年度定例会 3 月会議初日 

２．開催時間  午後 6 時～9 時 参画者 6 名 

３．実施内容  「一般質問」 5 人・6 項目を行った。 

 

７．議会の民主度 
（１）一般質問の改善（一問一答方式の導入、質問回数・時間制限規定の廃止） 

・一問一答方式の導入：平成 12 年第 1 回定例会(3 月)から導入している。 

・質問回数・時間制限規定の廃止：平成 19 年 3 月、12 月、平成 20 年 3 月試行、平成

20 年 4 月から実施済み。 

（２）対面方式 

 新庁舎建設時（平成 6 年 12 月から）から実施済み 

（３）一般質問の答弁書配付 

  平成 13 年第 3 回定例会（9 月）から実施済み 

  質問に関する的確な（漏れや補足答弁を必要としない）通告書、答弁書となるよう改

善に努めている。 

（４）議会における選挙（正副議長選挙等） 

○資料 5－1 他議会との比較資料（選挙）               単位：件数 

区   分 
議 長 副議長 選管委員 選管補充員 一部組合等 合  計 

投票 指薦 投票 指薦 投票 指薦 投票 指薦 投票 指薦 投票 指薦 

福 島 町 議 会 〇  〇   〇  〇  〇 ― ― 

渡島管内町村 2 0 2 0 0 1 0 1 0 2 4 6 

全 道 町 村 14 5 12 6 0 21 0 21 8 56 34 109 

全 国 町 村 324 98 308 130 19 168 20 175 137 863 808 1,434 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

区   分 
定 例 会 臨 時 会 計 

回数 日数 参画者 回数 日数 参画者 回数 日数 参画者 

福 島 町 議 会 1.0 11.0 19.0 ― ― ― 1.0 11.0 19.0 

渡島管内町村平均 4.0 9.1 28.4 3.4 3.4 4.2 7.4 12.5 32.6 

全 道 町 村 平 均 4.0 9.7 30.6 4.4 4.4 6.3 8.4 14.1 36.9 

全 国 町 村 平 均 4.0 13.3 55.6 3.5 3.6 7.3 7.5 16.9 62.9 
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８．議会の監視度 
議会と長との関係は対等であり、制度的には、抑制均衡の原則がとられている。したが

って議会と長がそれぞれの機能を発揮することにより公正かつ円滑な自治行政が推進され

るよう保障されている。しかし、実際の運営に当たっては相対的に長の権限が強く、制度

的に議会の権能が抑制されていることから、議会が適正に活動し、その機能を十分発揮す

るため議会と長との関係において特に次のことに留意する必要がある。 

（１）長との適正な関係の維持（議員の政治倫理に関する取り組みの経過） 

議会は、町の重要な意思を決定し、執行機関を批判・けん制・監視する権限（役割）が

与えられていることを再確認し、いやしくも長との馴れ合いに堕することがないよう自戒

し、是々非々に徹する必要がある。 

 ①平成 16 年度：不当要求行為等の防止に関する要綱制定（町執行部提案） 

 ②平成 20 年度：公職にある者等からの働きかけの取り扱いに関する決議（議会提案） 

 ③  〃   ：町政への働きかけの取り扱いに関する要綱制定（町執行部提案） 

 ④  〃   ：議会議員不当要求行為等防止条例制定（議会提案） 

 ⑤平成 30 年度：議会議員政治倫理条例制定（議会提案） 

（２）全員協議会の適切な運用 

 全員協議会は、議会内部運営上の問題や行政上の重要事項等についての協議や自主的な

勉強会等にとどめるべきである。前記以外の全員協議会は、その運用によっては本来の議

会の審議を形骸化、空洞化するばかりでなく、住民不在の議会となる等、多くの弊害が生じ

るおそれがあるので、適切な運用を図る必要がある。 

（３）議会権能(けん制・批判・監視等)の適切な遂行 

議会が、与えられた権限を正しく行使することにより、正常な自治運営が確保される。 

しかし、執行権へ関与するようなことがあれば、議会本来の権限である審議権、批判・

監視権を放棄することになり、行政運営の前進を阻む場合も出てくるので、十分注意する

必要がある。定例会毎に議会運営等に係る反省点を洗い出し行政側に文書を手交し説明し

ている。また、常任委員会で取り纏めた調査意見（報告書）を行政側に手交し説明、意見

交換することで委員会の意向が政策に反映されている。 

（４）一般質問等答弁事項の追跡調査 

 本会議等における特別職の一般質問・町長提出議案の答弁に対するその後の対応を調査

し公表することにより、町民への説明責任を果たし行政への監視度を高めることを目的と

した「議会一般質問等答弁事項進捗状況調査実施要綱」を制定し、平成 26 年度定例会 3

月会議より施行している。 

 ※ 追跡調査事項の詳細については、福島町議会ホームページに掲載。 

○平成 26 年度定例会 3 月会議分（平成 27 年 3 月開催） 

整理 

番号 
議員名 質問事項等 調査経過(状況) 

1 熊野茂夫議員 企画財政課の業務 ～ 機構再編 H27 年度定例会 9 月会議で調査終了 

2 熊野茂夫議員 合併 60 周年記念事業の庁舎内議論 H27 年度定例会 12 月会議で調査終了 

3 川村明雄議員 館崎遺跡に関する町民への報告講演開催 H28 年度定例会 12 月会議で調査終了 

4 川村明雄議員 スキーの再普及の提案 H28 年度定例会 3 月会議で調査終了 

5 溝部幸基議長 土地開発基金の廃止 H27 年度定例会 9 月会議で調査終了 

6 溝部幸基議長 吉岡総合センターの管理運営 H28 年度定例会 12 月会議で調査終了 

7 木村 隆議員 福島町地域活用住宅助成事業の検討 H27 年度定例会 9 月会議で調査終了 

8 平沼昌平議員 校歌のＣＤ化 H28 年度定例会 6 月会議で調査終了 

9 溝部幸基議長 留保財源の考え方 H27 年度定例会 12 月会議で調査終了 

10 川村明雄議員 水道料金の見直し H27 年度定例会 9 月会議で調査終了 

○平成 27 年度定例会 4 月会議分（平成 27 年 4 月開催） 

11 平沼昌平議員 文化財保護費の旅費補正 H27 年度定例会 9 月会議で調査終了 
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○平成 27 年度定例会 3 月第 2 回会議分（平成 28 年 3 月開催） 

12 平沼昌平議員 福祉灯油の助成 H28 年度定例会 12 月会議で調査終了 

13 熊野茂夫議員 
①オールイングリッシュの授業 

②コミュニティスクール 

H28 年度定例会 12 月会議で調査終了 

H29 年度定例会 6 月会議で調査終了 

14 佐藤孝男議員 「福島音頭」の復活とアピール H28 年度定例会 3 月会議で調査終了 

15 平沼昌平議員 子育て支援センターの空調設備 H28 年度定例会 12 月会議で調査終了 

16 木村 隆議員 高齢者屋根雪下し費用助成事業 H28 年度定例会 12 月会議で調査終了 

○平成 28 年度定例会 6 月会議分（平成 28 年 6 月開催） 

17 川村明雄議員 福島町ふる里自慢アピール条例の制定 H28 年度定例会 9 月会議で調査終了 

18 平沼昌平議員 
松前半島道路の整備に向けた取り組み・

松前町との路網整備 
H29 年度定例会 3 月会議で調査終了 

○平成 28 年度定例会 3 月会議分（平成 29 年 3 月開催） 
19 平沼昌平議員 永田文庫を含む町文化財の保管・公開方法 H29 年度定例会 6 月会議で調査終了 

20 平沼昌平議員 戦没者追悼の在り方 H29 年度定例会 6 月会議で調査終了 

21 平沼昌平議員 
高齢者福祉関連事業を一つにまとめ展開

を理解しやすくする検討を 
H29 年度定例会 3 月会議で調査終了 

○平成 29 年度定例会 9 月会議分（平成 29 年 9 月開催） 
22 平沼昌平議員 定住・移住促進に向けた考え方 R 元年度定例会 6 月会議で調査終了 

23 川村明雄議員 定住促進住宅等奨励事業 H30 年度定例会 9 月会議で調査終了 

○平成 30 年度定例会 9 月会議分（平成 30 年 9 月開催） 
24 平沼昌平議員 道立商業高校の海外研修・実習 H30 年度定例会 12 月会議で調査終了 

○平成 30 年度定例会 12 月会議分（平成 30 年 12 月開催） 
25 平沼昌平議員 熊等の被害対策 R 元年度定例会 9 月第 2 回会議で調査終了 

○令和元年度定例会 9 月第 2 回会議分（令和元年 9 月開催） 
26 川村明雄議員 児童虐待防止マニュアルの策定 R 元年度定例会 12 月会議で調査終了 

○令和 2 年度定例会 3 月会議分（令和 3 年 3 月開催） 

27 
小鹿昭義議員 

平沼昌平議員 
高齢者屋根雪下し・除排雪費用助成事業 R3 年度定例会 6 月会議で調査終了 

○令和 3 年度定例会 9 月会議分（令和 3 年 9 月開催） 
28 平沼昌平議員 SDGs の目標を明文化して明確にすべき R4 年度定例会 6 月会議で調査終了 

29 平沼昌平議員 
出土した縄文土器の町民へのＰＲ、チロ

ップ館の看板製作検討 
R3 年度定例会 3 月会議で調査終了 

30 平沼昌平議員 町内会連合会助成費における町の支援 R3 年度定例会 3 月会議で調査終了 

31 平沼昌平議員 定住促進住宅等奨励事業費の対象拡大 R3 年度定例会 3 月会議で調査終了 

○令和 4 年度定例会 9 月会議分（令和 4 年 9 月開催） 
32 小鹿昭義議員 鳥獣駆除に対する今後の対応について R4 年度定例会 3 月会議で調査終了 

 

９．議会の専門度 

（１）所管事務調査の充実強化 

議会の政策立案能力を高めるとともに、議案審議に資するため、所管事務調査を綿密か

つ積極的に行う必要がある。政党会派による調査体制が不十分な当町議会においては、こ

の調査の必要性が特に大きいものとなっており、この権限を十分活用するよう努力してい

る。なお、休会中の継続調査に当たっては、広範にして具体的な調査事項を決定し、活発

かつ積極的に運用している。令和４年度における各常任委員会所管事務調査において、条
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例の制定・改正、事業計画等の案件について、議会として町民の利益になるような修正意

見を手交・提言している。 

○所管事務調査の件数                単位：件、日 

区  分                                    件  数 日  数 

総務教育常任委員会 １０ ７ 

経済福祉常任委員会 １９ ８ 

連 合 審 査 会 １ １ 

議 会 運 営 委 員 会 ２３ １９ 

○資料 7－1 他議会との比較資料（常任委員会等）         単位：委員会、日 

区 分 

常任委員会 議会運営委員会 特別委員会 

設置数 延日数 
１委員会 

平  均 
有無 

延開催 

日数 
設置数 延日数 

１委員会 

平  均 

福 島 町 議 会 3.0 33 11.0 ○ 21.0 2.0 4.0 2.0 

渡島管内町村平均 2.4 30.2 12.6 
9 

(100.0) 
18.0 3.3 14.8 4.5 

全 道 町 村 平 均 2.1 23.1 11.0 
143 

(99.3) 
14.5 3.4 17.6 5.2 

全 国 町 村 平 均 2.4 18.9 7.9 
908 

(98.1) 
12.0 3.0 13.1 4.4 

※町村議会実態調査：令和 3 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

（２）政策立案・審議能力の向上強化  

地域主権時代の地方議員に期待される能力としては、特に政策形成や行政監視の面が重

要になってきている。そのために、次の点について改善を進めてきた。 

①政策提言に繋がる一般質問：令和 3 年度の一般質問事項を総務教育・経済福祉常任委員

会の所管に分類し、今後の対応を検討した結果、調査設定項目はなかった。 

②常任委員会所管調査意見の提言：・町民プール屋根改修工事・学校給食の地元食材活

用・有害鳥獣残滓減量化施設整備・町内除雪支援体制整備・家庭ごみ減量化対策 等 

③議員研修の充実：政務活動費等による視察・研修成果を全議員が共有することを目的と

して報告会を開催しているが、令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症の蔓延から政務

活動視察研修を実施していない。 

④議会による行政評価（事務事業評価）等の実施：令和 3 年度一般会計決算に基づき町が

実施した行政評価を議会においても実施した。評価事務事業は 68 件（総務教育常任委

関連分 39 件、経済福祉常任委関連分 29 件）で、令和 4 年 10 月に実施した。【評価結

果 総務：Ｐ34～37 経済：Ｐ50～52】 

⑤議会行政事務事業評価要綱の施行：議会のチェック機能強化と行政事務事業の評価を示

し、政策・予算へ反映させる趣旨を目的に、平成31年4月から議会行政事務事業評価要綱

を施行。(評価対象・評価方法・評価公表等を規定している。) 

（３）議決権範囲の拡大 

地方議会の政策形成能力や行政監視機能を高めるためには、これまでの首長との関係で

制約されていた議決権をはじめ権限全般の強化を図る必要がある。 

議決権の範囲拡大については、法第 96 条第 1 項に規定されている 15 項目のほかに、法

第 96 条第 2 項の規定に基づき、議会基本条例施行時に総合計画など、町の主要な計画に

ついて 12 件の議決事件を拡大している。その後、平成 27 年度に「まち・ひと・しごと創

生法」に基づく福島町人口ビジョン・総合戦略の議決事件 1 件を追加、平成 28 年度に基

本条例見直し検討による行動計画に基づき 2 件(都市計画、地域マリンビジョン)を議決事

件から除外、平成 30 年度に「町民憲章・宣言」「友好（姉妹）市町村締結」「町花・町

木」の 3 項目を追加、令和元年度に「福島町行財政推進プラン」を除外し、現在計 13 件

となっている。 
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１０．事務局の充実度 
（１）議場等の整備充実 

「インターネット映像配信」は、平成 25 年 8 月にＡＤＳＬ回線から光回線に変更され

たことにより、映像画質が向上し同時アクセスによる映像障害等も解消された。 

平成 28 年度には、議場等音響設備の更新を行った。 

平成 29 年度から、議場におけるＩＴ機器の利活用に向け、タブレットの使用を試行す

ることとしたが、各議員とも有効活用には至っていない。 

平成 31 年度から、議場の Wi-Fi 環境が整備され、情報取集が可能となった。 

令和 3 年 12 月からは議場内タブレット端末を導入した。 

（２）事務局の充実強化 

最大の課題である職員数の確保は、平成 15 年から会議録反訳の業者委託を廃止して、

臨時職員（令和２年度からは会計年度任用職員）を採用したことにより、会議録作成の迅

速化と事務一般処理(監査委員事務局としても)の効率化が図られ概ね良好と言える。 

 なお、地域主権改革が進む中で、議会事務局に求められている「調査・立法機能の充

実」面からは、職員の能力を高めるための研修に一層力を入れる必要があるが、研修はあ

くまでも刺激に過ぎず、日々の自己研鑚が必要不可欠である。 

○資料 8－1 他議会との比較資料（議会事務局）  単位：人 

区  分 条例定数 実職員数 

福 島 町 議 会 3 4 

渡島管内町村平均 3.0 3.4 

全 道 町 村 平 均 2.5 2.6 

全 国 町 村 平 均 2.6 2.5 

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

 

１１．適正な議会機能  
（１）法規定以外の執行部付属機関への諮問委員就任廃止 

法律に規定していない単独条例の委員会を改廃するなど、平成 10 年から 16 年まで 12

委員会への議員の就任を廃止した。平成 28 年度までは、法律に規定している 3 つの付属

機関にだけ議員が就任していたが、第３次地方分権一括法の施行により「民生委員推薦

会」「青少年問題協議会」に係る議員選出委員も廃止となり、現在は「都市計画審議会」

委員にのみ就任している。 

（２）適正な議会経費  

① 議会費 

◆ 決算額調べ                               単位：千円 

区  分 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

議 会 費 34,116 49,978 47,815 46,732 47,851 49,992 48,884 

一般会計 3,593,709 3,771,819 3,376,035 3,967,832 3,399,615 4,100,930 3,865,018 

議会費の割合 0.9％ 1.3 1.4 1.2 1.5 1.2 1.3 

摘  要 
議員定数 

12 人 

議員定数 

11 人 
   

議員定数 

9月から10人 

議員定数 

10 人 

 

区  分 29 年度 30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

議 会 費 55,690 51,539 51,533 49,564 50,842 50,029 

一般会計 3,619,984 4,224,335 3,866,720 4,461,223 4,653,494 4,270,693 

議会費の割合 1.5％ 1.2 1.3 1.1 1.1 1.2 

摘  要  
議員欠員 

（1 名） 

議員欠員 

（1 名） 
会議録調整

費皆減 

議員欠員 

（1 名） 

議員欠員 

（1 名） 

注 1) 職員給与は「職員給与費」で計上  注 2) 令和 4 年度は当初予算額 

○資料 9-1 他議会との比較資料（R4 年度当初予算）              単位：千円 
区  分 議会費 一般会計 構成比(%) 備    考 

福 島 町 議 会 74,665 4,270,693 1.7  

渡島管内町村平均 80,882 7,188,918 1.1 最低 49,711、最高 134,366 
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全 道 町 村 平 均 69,493 6,792,701 1.0 最低 27,783、最高 167,077 

全 国 町 村 平 均 79,918 7,245,027 1.1  

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

② 議員定数 

○議員定数の改正  

平成 23 年 8 月の一般選挙から、議員定数 12 人を 1 人削減して 11 人とし、平成 27 年 8

月の一般選挙から 10 人となっている。 
 平成 7 年 平成 11 年 平成 15 年 平成 19 年 平成 23 年 平成 27 年 令和元年 

議員定数 16 人 16 人 14 人 12 人 11 人 10 人 10 人 

人  口 7,620 7,043 6,512 5,708 5,263 4,584 4,020 

有権者数 5,906 5,653 5,404 4,858 4,673 4,042 3,651 

投 票 率 87.74 85.12 84.62 84.62 78.02 71.72 71.98 

○資料 9－2 他議会との比較資料（議員定数）                 単位：人 

 ※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

③ 議員歳費等 

○議員歳費等の改正 

歳費を平成 23 年の改選期から平均 18.6％引き上げ。平成 27 年 9 月の改選期から福島町

方式による標準とすべき議員の歳費月額 174,000 円に戻した。 

平成 29 年 4 月から特別職の給料が引き上げとなったことから、議会議員の歳費・費用

弁償等条例に基づく、福島町方式により議員歳費の改定を行った。議員期末手当について

は、平成 28 年度から毎年度、特別職の期末手当支給率に合わせた改正を行っている。 
項 目 

（単位：千円） 
平成17年度 
（決算） 

平成18年度 
（決算） 

平成22年度 
（決算） 

平成23年度 
（23年9月～） 

平成27年度 
（27年9月～） 

平成28年度 
(28年6月～) 

平成29年度 
(29年4月～) 

報 酬 
(月額) 

議 長 
副議長 
委員長 
議 員 

245 
195 
175 
165 

234 
184 
165 
157 

198 
155 
141 
131 

232 
185 
168 
156 

259 
207 
187 
174 

－ 
－ 
－ 
－ 

278 
222 
201 
187 

年額歳費総額 29,400 26,771 19,142 ― ― － － 

期 末 手 当 3.55月 3.55月 3.70月 3.70月 ― 4.30月 4.30月 

 

 

 

 

 

 

 
 

○資料 9－3 他議会との比較資料（議員歳費）              単位：円 

項   目 議 長 副議長 常任委員長 議 員 備    考 

福 島 町 議 会 278,000 222,000 201,000 187,000 Ｈ29.4.1 改正 

渡島管内町村平均 279,111 220,222 200,333 189,777  

全 道 町 村 平 均 269,125 215,319 195,916 182,172  

全 道 最 高 340,000 275,000 255,000 243,000 八雲町議会 

全 道 最 低 191,000 142,000 132,000 123,000 音威子府村議会 

全 国 町 村 平 均 294,463 238,883 222,978 216,902  

※町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会) 

  

区   分 住基人口 議員定数 備     考 

福 島 町 議 会 3,633 10  

渡島管内町村平均 9351 12.2 最低 10、最高 18 

全 道 町 村 平 均 6,254 10.9 最低 6、最高 20 

全 国 町 村 平 均 11,298 11.8  

項 目 
平成29年度 

(29年4月～) 

平成30年度 

(30年4月～) 

令和元年度 

(31年4月～) 

令和2年度 

(2年12月～) 

令和3年度 

(3年12月～) 

報 酬 
(月額) 

議 長 
副議長 
委員長 
議 員 

－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 

年額歳費総額 － － － － － 

期 末 手 当 4.40月 4.45月 4.50月 4.45月 4.30月 
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○議員費用弁償の廃止 

町内での会議等の費用弁償については、1 日当たり 1,000 円を支給していたが、平成 19

年 9 月の改選後から廃止した。 

○資料 9－4 他議会との比較資料（費用弁償・期末手当）         単位：円 

項   目 本会議 委員会 手当率 加算(%) 備      考 

福 島 町 議 会   425.00/100 15.0  

渡島管内町村平均   447.19/100 15.00 全町が費用弁償（日当）を廃止 

全 道 町 村 平 均   425.38/100 14.36 全町村が費用弁償（日当）を廃止 

全 国 町 村 平 均 1,471 1,492 343.00/100 ―  

※加算していない町村は 94 町村。  町村議会実態調査：令和 4 年 7 月１日より抜粋。（調査対象：926 町村議会） 

○政務活動費 

議員が調査研究や資料購入などに必要な経費の一部を、申請書を提出した議員に交付す

るもので、平成 18 年 9 月に条例を制定した。平成 19 年 9 月の改選後から 1 人当たり月額

５千円（年額 6 万円）でスタートし、平成 27 年度定例会 3 月第 2 回会議で条例の一部改

正を行い、平成 28 年 4 月から 1 人当たり月額 1 万円（年額 12 万円）としている。 

また、従前、支給対象としていなかった改選期(任期最終年度)4 月から 8 月までの 5 ヵ

月間も対象とした。使用した活動費が交付額を下回った場合は、差額分は返還し、各地で

問題となっている使途の透明性を図るため、領収書添付の義務、使途基準等の詳細事項や

収支報告書の公開など、他自治体に比べ厳しい規定となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

○資料 9－5 他議会との比較資料（政務活動費）         単位：町村数、（％） 

※渡島管内町村は福島町のみ。  ※町村議会実態調査：令和4年7月１日より抜粋。（調査対象：926町村議会） 

（３）議会の自主性強化（通年議会、議会基本条例見直し検討による行動計画） 

議会には、多様な民意の反映、さまざまな利害の調整、住民の意見の集約などの役割が求

められており、議会の構成や運営において、議会の意思と住民の意思が乖離しないよう努

力することが従前にも増して必要とされている。また、議会は、団体意思の決定を行う議事

機関としての機能と、執行機関の監視を行う監視機関としての機能を担っているが、地方

主権改革の時代において、これらの機能のさらなる充実・強化が求められている。議会の自

主性・自律性の拡大の観点から、議会の権限、首長との関係など議会制度の基本的事項につ

いては法律で定めることが求められているが、現行制度の積極的な活用や適切な運用を進

めることによって、議会の一層の活性化やその果たすべき役割と現状評価の間にあるギャ

ップの解消を図り、議会の自己改革を進めていくこととしている。 

 ・通年議会：平成 21 年度より年度を会期（期間）とした議会運営を実施している。 

 ・議会基本条例見直し検討による行動計画：行動計画に基づき課題に取り組んでいる。 

区  分 

条 例 支給対象 支 給 方 法  

有無 
領収書 

の添付 
議員 会派 両方 

会派 

又は

議員 

毎月 四半期 半年 1 年 その他 
一人当たり

月     額 

福 島 町 議 会 ○ ○ ○       ○  10,000 円 

渡島管内町村 
1 

(11.1) 
1 

(100.0) 
1 

(100.0) 
      

1 

(100.0) 
 10,000 円 

全 道 町 村 
18 

(12.5) 

18 

(100.0) 

12 

(66.7) 

1 

(5.6) 

3 

(16.7) 
2 

(11.1) 
 

2 

(11.1) 
 

13 

(72.2) 

3 

（16.7） 
11,981 円 

全 国 町 村 
195 

(21.1) 

195 

(100.0) 

103 

(52.8) 

26 

(13.3) 

36 

(18.5) 
30 

(15,4) 

1 

(0.5) 

5 

(2.6) 

48 

(24.6) 

132 

(67.7) 

9 

(4.6) 
9,402 円 

◆ 現行政務活動費等の概要 
①交 付 額  1 人につき、月額 10,000 円（年額 120,000 円） 
②交 付 方 法  年度当初に一括交付。 
③収支報告書  翌年度の 4 月 30 日までに提出（領収書等の写しを添付） 
④調査報告書  研修・視察・調査・研究等の結果を期限までに提出。 
⑤情 報 公 開  収支報告書・活動報告書は、広報やホームページ上で公開。 
⑥そ の 他  自治体視察費（視察研修旅費、職員同行旅費）については、平成 18 年度予算

まで約 45 万円を計上していたが、平成 19 年度から当初予算に計上せず、町の
政策等に関連し必要性に応じ、補正対応することとした。 
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 ・平成 30 年度議会基本条例・関連規定を検証：議会基本条例等の検証と実績を反映し、

全体的にわかりやすく改正、新たに 2 条例（議会参画・政治倫理）、7 要綱（議会基本

条例検討調書行動計画・議員間討議・行政事務事業評価・議会活動評価・議員活動評

価・議会広報広聴・議会議長交際費支出公表）を制定。 

（４）議会付属機関の設置（議会基本条例諮問会議） 

 議会基本条例諮問会議を設置し、諮問事項に関し答申を受け議会活動に反映している。 

 令和４年度諮問会議の状況 

 ①諮問事項 

  ・令和３年度議会評価 

  ・議会基本条例見直しに伴う行動計画進行管理 

  ・適正な議員定数（現行 10 人）と議員歳費の検証 

  ・常任委員会所管事務調査の内容確認（社会福祉協議会の財政健全化計画について） 

   ※答申内容は、資料編 P88 に記載されております。 

（５）系統議長会の体制整備 

全国町村議会議長会・道町村議会議長会は、議会活動の上で参考となる資料の収集、配

布、議会運営上改善すべき諸問題の解決や疑義の処理などについて、幅広く迅速かつ適切

に対応できるよう体制の整備を図るべきである。 

（６）条例等の制定・改正 

 ① 福島町議会個人情報保護条例の制定（定例会 3 月会議） 

   議会における個人情報を保護するため議会独自の個人情報保護条例を制定 

② 議会議員歳費・費用弁償等条例の一部改正（定例会 5 月会議） 

人事院勧告に基づき、特別職と同様、議員の期末手当を「0.15 月」引き下げる改正 

③ 議会議員歳費・費用弁償等条例の一部改正（定例会 11 月会議） 

  人事院勧告に基づき、特別職と同様、議員の期末手当を「0.10 月」引き上げる改正 

 

１２．研修活動の充実強化 

議員の政策形成・立案能力等の向上を図るため、別に「議員研修条例」を制定し、計画

的な議員研修を実施している。 

（１）研修の効率的な取り組み 

 ① 全議員対象 

  ○北海道町村議会議長会主催研修会（札幌市）  R4.7.6 

  ・「参院選最終情勢分析と選挙後の政局展望」 講師 政治ジャーナリスト 泉 宏 氏 

  ○渡島・檜山管内市町議会議員研修会（北斗市） R4.10.18 

  ・「第２青函トンネル構想について」 

   講師 一般社団法人 北海道建設業協会副会長  栗田 悟  氏 

  ・「防災・危機管理について」 講師 防災・危機管理アドバイザー 細川 雅彦 氏 

 ② 渡島西部四町議会議員連絡協議会研修会 

  ○ 基調講演  R5.2.16 

  ・「ＤＸと地方創生について」 講師 木古内町教育委員会 教育長 藤澤 義博 氏 

  ○ 行政視察（R4.7.20～21） 

  ・「広域観光の取組について」（青森県 八戸市） 

  ・「久慈湾におけるギンザケ養殖の取り組みについて」（岩手県 久慈市） 

（参加者 佐藤孝男議員、木村 隆議員、川村明雄議員） 

（２）視察受入れ市町村等 

 行政視察の受入れは、ともすれば福島町のためにならないという極論を言う方もいる

が、福島町に居ながらにして、他の自治体の議会の事項だけでなく行政等の全般について

も勉強できるという側面も含んでいる。また、後退しがちな改革の姿勢を確認する機会と

捉えることと、二元代表制の役割を適切に果たし、日本の地方自治のありようを変えなけ

ればならないという高い志の輪を広げる一助となることも期待している。 



 
 

73 
 

○年度別視察受入れ等の状況  ※視察の町村名等は、「資料編Ｐ８２～Ｐ９０を参照」 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 
団体 

個人 

視察 

者数 
年度 

団体 

個人 

視察 

者数 
年度 

団体 

個人 

視察 

者数 
年度 

団体 

個人 

視察 

者数 

R4 5 40 28 9 98 22 26 215 16 2 27 

R3 0 0 27 8 70 21 38 320 15 1 10 

R2 1 9 26 8 53 20 22 170 14 2 11 

R 元 5 41 25 13 84 19 9 71 12 3 20 

30 8 69 24 12 117 18 12 99    

29 6 37 23 9 71 17 5 32 計 199 1,624 
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資料１ 議会による行政評価（事務事業） 

（１）議会による行政評価（事務事業評価） 

 

～分かりやすく町民が参画する議会を目指して～ 

福島町議会行政評価・事務事業評価要綱抜粋 

（趣旨・目的） 

第 1 条 議会は、町がまちづくり基本条例第２０条第２項の規定により、決算審査特別委

員会に提示する「行政評価」について、議会基本条例第１０条で規定している議会によ

る行政評価・事務事業評価の場と位置づけ、議会としてのチェック機能を強化するとと

もに、それぞれの事務事業について議会側の評価を示し、翌年度の予算へ反映させるこ

とを趣旨とし、評価の内容を定めることを目的とする。 

（評価対象） 

第２条 行政評価・事務事業評価の対象は行政事務事業全般とし、政策等調書・総合計画

事業進行管理表、町長部局の事務事業評価シートと法的に義務付けられている教育委員

会の事務事業評価シートを基本とする。 

２ 評価対象事務事業の所管については、次のとおりとする。 

(１) 総務教育常任委員会 総務課・企画課・町民課（賦課係・徴収係）・吉岡支所・

教育委員会・選挙管理委員会・固定資産評価審査委員会所管事項、その他総務教育に

関する事項、他の常任委員会に属さない事項 

(２) 経済福祉常任委員会 町民課（町民係・戸籍係・年金係）・福祉課・産業課・建

設課・農業委員会所管事項、その他経済福祉に関する事項 

 ※令和４年度の評価対象事業について 

令和４年度の議会評価にあたっては、令和３年度決算において町が評価対象とした事

務事業について評価した。 

総務教育常任委員会評価対象事業 ３９事務事業 

経済福祉常任委員会評価対象事業 ２８事務事業 計６７事務事業 

（評価方法） 

第３条 議会は、行政が提示した行政評価・事務事業評価方法を参考とし、点数評価では

なく、対象事務事業の内容を総合的に判断し評価する。 

２ 評価は、次の 4 段階評価とする。 

「◎」 十分評価できる 

「〇」 概ね評価できる 

「△」 やや不足 

「▲」 不足 

 

※評価結果は、常任委員会等の活動に掲載しています。 

(総務教育常任委員会は P33～36 経済福祉常任委員会は P47～49) 
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資料２ 議会報告会 

（１）福島町議会広報広聴要綱抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和４年度の実施経過】 

令和３年度の新型コロナウイルス感染症予防により中止した分について、令和 4 年 4 月

19 日開催の議会運営委員会において検討し、今年度は、5 月上旬に 4 日間の日程で 11 会

場で実施した。 

令和４年度実施分については、令和 4 年 12 月 8 日開催の議会運営委員会において検討

し、2 月上旬、6 日間の日程で 17 会場で実施した。 

  

(町民と議員との懇談会（議会報告会）開催方針) 

第８条 町民と議員の懇談会(議会報告会)の開催方針は、次のとおりとする。 

（１）議会側の説明は、直近「議会だより」を中心に簡略にし、参加者から話を聞くこ

とを重点とする。 

（２）懇談・意見交換の内容を整理し、議会だより・HP 等に掲載、必要に応じ、町部

局へ手交し、対応を町内会に報告する。 

 (町民と議員との懇談会（議会報告会）開催会場等) 

第９条 町民と議員の懇談会(議会報告会)の開催会場は別表を基本とし、議員・事務局の

具体的な編成については都度調整する。 

2 各会場での懇談会の運営については、三委員長（総務教育・経済福祉・議会運営）が

進行する。 
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（２）懇談会結果 

①令和３年度延期分【結果】 

・日時：令和 4 年 5 月 13 日（金）～20 日（金）4 日間 午後６時～ 

・場所：各町内会会館 11 会場 

１．参加状況等 

懇談会の参加状況は、延べ４日間、１１会場で４６人（男３２人、女１４人）、最

大は７人、最少は１人、1 会場平均は４．２人でした。 

２．意見等の総括 

  各会場での意見を分類しその件数と総括を、次のとおり整理しました。 

全体 １１会場（１１４件） 

議会では、議会基本条例第７条第８項の規定に基づき、町民への説明責任を果たし、情

報を共有するため「町民と議員との懇談会」を開催している。 

「町民と議員との懇談会」は、全町内会（１８会場）を対象に、議員が３班に分かれ開

催しており、平成 24 年度から本年度で 10 回目の開催となりました。 

今回の懇談会は、今年２月に役場職員から新型コロナウイルス感染者が出たため延期と

していた地区を対象に開催しました。説明資料として「議会だより第 133 号」を用いまし

たが、新しい吉岡温泉や第２青函トンネル構想に関する意見が多く出されたほか、今年度

検討予定の議員定数・議員歳費など、多岐にわたる分野で意見交換を実施した結果、懇談

会に参加した町民と情報共有を図ることができました。 

１．議会関係 ６会場（１７件） 

６会場から、議員定数・歳費や議会だよりなど、17 件の意見が出されました。 

議員定数・歳費については、議員のなり手がいないのであれば歳費を上げたほうがい

い、歳費だけで生活ができるくらいの金額にするべきとの意見や、議員の一部を常勤とす

れば 10 人以下でも活動は可能ではないかとの意見が出されました。 

２．産業関係 ９会場（２１件） 

９会場から、山林資源の活用や陸上養殖アワビなど、21 件の意見が出されました。 

山林資源の活用については、新しい吉岡温泉の木質バイオマスボイラーで使用される木

質チップについての意見が出ました。 

３．観光関係 ３会場（７件） 

３会場から、岩部クルーズなど、７件の意見が出されました。岩部クルーズについて

は、時化により出航率が低いので地域資源を活用したアイデア等の意見が出ました。 

４． 福祉関係 ９会場（２３件） 

９会場から、新しい吉岡温泉関係など、23 件の意見が出されました。 

新しい吉岡温泉については、計画の進捗状況等について質問が出ました。 

５．衛生関係 １会場（５件） 

１会場から、ごみの減量化などの意見が出されました。 

ごみ減量化については、他町の取り組み等について意見が出ました。 

６．道路関係 ４会場（８件） 

４会場から、福島-松前間の防災道路など、８件の意見が出されました。 

福島-松前間の高規格道路延伸の状況や林道島前線の状況等の意見が出ました。 

７．防災関係 ２会場（３件） 

 ２会場から、避難場所や避難路の整備状況について意見が出ました。 

８．教育関係 ５会場（３件） 

５会場から、福島商業高等学校の魅力化など、７件の意見が出されました。福島商業高

等学校の魅力化については、青少年交流センターのＰＲ等について意見が出ました。 
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９．住宅関係 １会場（３件） 

１会場から、婚活で定住促進できないかなどの意見が出ました。 

１０．水道関係 １会場（２件） 

１会場から、水道料金や水道管の補修について意見が出ました。 

１１．空家関係 １会場（２件） 

１会場から、危険空き家に対しての指導を厳しくしてはどうかなどの意見が出ました。 

１２．会館関係 １会場（１件） 

１会場から、会館の入り口がわかりづらいとの意見が出ました。 

１３．町内会要望・町内会活動 １会場（２件） 

１会場から、町内会要望への対応が迅速で助かるとの意見が出ました。 

１４．第２青函トンネル関係 ５会場（７件） 

５会場から、第２青函トンネル構想について、７件の意見が出されました。 

「第２青函トンネル構想を実現する会」作成のパンフレットを参加者へ配布し、積極的

に町民周知を図りましたが、構想実現の進捗状況等の質問がありました。 

１５．その他 ４会場（６件） 

４会場から、旧千軒小学校体育館の倒壊についてなど、６件の意見が出されました。 

 

②令和４年度分【結果】 

・日時：令和 5 年 2 月 2 日（木）～9 日（木）6 日間 午後６時～ 

・場所：各町内会会館 17 会場 

１．参加状況等 

懇談会の参加状況は、延べ６日間、１７会場で８６人（男６７人、女１９人）、最

大は８人、最少は２人、1 会場平均は５．１人でした。 

２．意見等の総括 

  各会場での意見を分類しその件数と総括を、次のとおり整理しました。 

１７会場（２２３件） 
議会では、議会基本条例第７条第８項の規定に基づき、町民への説明責任を果たし、情

報を共有するため「町民と議員との懇談会」を開催している。 
「町民と議員との懇談会」は、全町内会（１８会場）を対象に、議員が３班に分かれ開

催しており、平成 24 年度から今回で 11 回目の開催となりました。 
今回の懇談会は、説明資料として「議会だより第 137 号」を用い、議員定数・議員歳費

調査特別委員会で審議した議員定数・議員歳費の在り方について町民から意見を聴取した
ほか、青少年交流センター、吉岡温泉など、多岐にわたる分野で意見交換を実施した結
果、懇談会に参加した町民と情報共有を図ることができました。 

１．議会関係 ５会場（５件） 
５会場から、議会だよりや町民と議員との懇談会など、５件の意見が出されました。 
議会だよりについては、「岩部クルーズの乗船状況等や、陸上養殖アワビの町からの投

資額、販売数や金額等を町民に詳しく説明してほしい」との意見がありましたので、議会
だよりへの掲載方法を検討し、町民との更なる情報共有を図ってまいります。 

２．産業関係 ７会場（１５件） 
７会場から、種苗生産施設や陸上養殖アワビについてなど、１５件の意見が出されまし

た。 
種苗生産施設、陸上養殖アワビについては、広報等で周知してほしいとの意見が出まし

た。 
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３．観光関係 ２会場（６件） 
２会場から、岩部海岸クルーズや町の観光について、６件の意見が出されました。 
町内の観光資源の有効活用や、町外へのＰＲが弱いとの意見が出ました。 

４． 福祉関係 ６会場（１５件） 
７会場から、新しい吉岡温泉関係や介護関係など、15 件の意見が出されました。 
新しい吉岡温泉については、進捗状況や建設費の状況等の意見が出ました。全般的に新

しい温泉に対する期待の声が多く出されました。 

５．衛生関係 １会場（１件） 
１会場から、ごみの排出量関係の意見が出されました。ごみ排出量については、渡島管

内でごみの量が一番多い理由を教えてほしいとの意見が出ました。 

６．道路関係 ２会場（２件） 
２会場から、道路の改修関係等の意見が出されました。 
道路の改修については、実際に接触事故が起きたため何とかしてほしいとの意見が出まし

た。 

７．防災関係 ５場（１０件） 
５会場から、冬期間の避難路対策や松前半島道路など、10 件の意見が出されました。 
松前半島道路については、内容を教えてほしいとの意見が出ました。 

８．教育関係 １０会場（３２件） 
10 会場から、福島商業高等学校の願書出願状況など、３２件の意見が出されました。 
青少年交流センターについては、現在の入居予定者の状況について意見が出ました。 

９．空家関係 １会場（１件） 
１会場から、危険空家の対策について質問が出ました。 

１０．会館関係 １会場（１件） 
１会場から、町内会館の改修について意見が出ました。 

１１．町内会要望・町内会活動 ３会場（５件） 
３会場から、町内会の役員の成り手不足や合併・統合についてなど、５件の意見が出まし

た。 

１２．第２青函トンネル関係 ４会場（５件） 
４会場から、第２青函トンネル構想の進捗状況等について、５件の意見が出されまし

た。 

１３．除排雪関係 ４会場（６件） 
４会場から、国道の排雪に関する要望など、６件の意見が出されました。 

１４．議員歳費・定数関係 １７会場（１０９件） 
特別委員会で審議した内容を基に懇談会で町民からの意見を集約することとしました。 
全会場から、議員定数・歳費について、１０９件の意見が出されました。議員定数を増

やすべきという意見が３件、減らすべきは８件、現状維持が１１件となりました。議員歳
費については、歳費を増やしてもいいという意見が１５件、定数を減らして歳費を上げる
が２件、歳費を上げることに疑問がある・納得できないが７件ありました。 

概ね議会だよりに示した諮問会議答申案について出席町民の理解は得られていたと判断
するが、今すぐではなくもう少し時間をかけて詳しく説明するべきとの意見もありまし
た。 

また、なり手不足対策については、町政についてよくわからず敷居が高く感じられてい
るため、議会の活動を若者・女性に向けて発信してはとの意見もありました。 

１５．その他 ７会場（１０件） 
７会場から、デマンドバスや消防救急搬送の体制等について、10 件の意見が出されま

した。 
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資料３ 議会基本条例諮問会議の答申 

答 申 第 １ ３ 号 

令和４年１１月１日 

 

 福島町議会議長 溝部 幸基  様 

 

                        福島町議会基本条例諮問会議 

                          会長 極檀 忠男 

 

令和４年度の諮問事項に対する意見等について（答申） 

 

 令和４年５月１６日付け福議号で諮問のあった事項について、下記のとおり答申する。 

 

記 

１． 調査審議を求める事項 

（１）議会評価（令和３年度）の検討 
議会基本条例第１７条第１項の規定に基づき、毎年実施し町民に公表している議会評

価については、数年にわたって水準に達していない評価が見受けられるので、一定の水
準を継続していくための改善方策等を検討し、議会だより等を通じ町民へ伝えるよう望
みます。 

（２）適正な議員定数（現行１０人）と議員歳費の検討 
【議員定数】 

  適正な議員定数については、諮問のとおり１０人（現状維持）で良いと考える。 
 （答申理由） 

 資料として提出された「福島町の議員定数等の変遷」に示されている通り、人口減少
に伴う議員一人当たりの町民数は４００人を切っているが、平成２５年度諮問会議で
「適正な議員定数」について議論し答申された「常任委員会活動を重視した議会活動を
維持していくための最小限の議員定数が１０人」との方向性を堅持し、現時点では現状
維持が望ましいと判断いたします。 
 なお、人口減少が進んでいく中で、今後も議員定数がどうあるべきかの議論を続けて
いく必要があると考えます。 

 
【議員歳費】 
 議員歳費月額については、現状の算定方式を基本に、なり手（若者、女性）不足対策
として増額を次期改選期（令和 5 年 9 月）に向けて検討すべきと考えます。 

 （答申理由） 
 現状の算定方式は、全国で議論されている「原価方式」を改良し「福島町方式」とし
て、平成 22 年 12 月に諮問会議において答申されたものですが、議員の活動量について
は極端な変化がなく、現時点で係数の見直しを行う必要はないと考えます。 
 全国的に課題となっている地方議員のなり手不足対策として、議員歳費の増額を検討
する場合は、説明された資料、議員歳費月額の試算ケース２（標準とする給与月額を町
長の給与月額とする場合）を参考に検討することが妥当であると考えます。 
 なお、その際は、町民に対して十分説明し納得を得られる機会をつくり進められるよ
う留意願います。 

 
２．確認を求める事項 

（１）議会基本条例見直しに伴う行動計画進行管理（令和３年度） 

適正に行われていると認める。 

（２）常任委員会所管事務調査の内容確認について 

①福島町社会福祉協議会の財政健全化計画について 

所管事務調査内容の説明を受け、諮問会議として常任委員会の所管事務の進め方につ

いて確認した。  
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氏 名 交付額① 経費総額② 返還額①―② 自己負担額 備  考 

佐 藤 孝 男 120,000 51,056 68,944 0 R4.4～R5.3 

平 沼 昌 平 120,000 93,211 26,789 0 R4.4～R5.3 

木 村   隆 120,000 67,850 52,150 0 R4.4～R5.3 

川 村 明 雄 120,000 87,386 32,614 0 R4.4～R5.3 

杉 村 志 朗 120,000 65,020 54,980 0 R4.4～R5.3 

藤 山    大 120,000 91,856 28,144 0 R4.4～R5.3 

小 鹿 昭 義 120,000 91,856 28,144 0 R4.4～R5.3 

平 野 隆 雄 120,000 93,926 26,074 0 R4.4～R5.3 

溝 部 幸 基 120,000 107,971 12,029 0 R4.4～R5.3 

計 1,080,000 750,132 329,868 0  

 

資料４ 政務活動費の活用状況 

（１）政務活動費の使途基準 

区  分 内         容 

調査研究費 町の事務、地方行財政に関する調査研究、調査委託経費（調査委託、交通、宿泊費等） 

研 修 費 団体等が開催する研修会、講演会等への参加経費（会費、交通費、宿泊費等） 

会 議 費 住民の町政要望、意見聴取のための会議経費（会場・機材借上、交通、資料印刷費等） 

資料作成費 議会審議に必要な資料を作成する経費（印刷・製本代、原稿料等） 

資料購入費 調査研究の図書・資料等の購入経費（書籍購入代、新聞購読料等） 

事 務 費 調査研究に係る事務経費（事務用品、通信費等） 

（２）政務活動費の収支状況（令和４年度分）      （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）政務活動の概要（議員別） 

氏 名 費  目 調    査    概    要    等 

佐 藤 孝 男 
調査研究費 ①福島県双葉地方広域市町村圏組合有害鳥獣処理施設視察 

資料購入費 ①地方議会人 ②議員手帳 

平 沼 昌 平 

調査研究費 ①福島県双葉地方広域市町村圏組合有害鳥獣処理施設視察 

資料作成費 ①インクカートリッジ  

資料購入費 ①地方議会人 ②議員手帳 ③北海道新聞 

木 村   隆 
資料購入費 ①地方議会人 ②議員手帳 ③北海道新聞 

事務費 ①インクカートリッジ  

川 村 明 雄 
調査研究費 ①福島県双葉地方広域市町村圏組合有害鳥獣処理施設視察 

資料購入費 ①地方議会人 ②函館新聞 ③議員手帳 ④自治六法追録代 

杉 村 志 朗 
資料購入費 ①地方議会人 ②函館新聞 ③議員手帳 ④財界さっぽろ・月刊クオリティ 

事務費 ①インクカートリッジ ②行事予定表 

藤 山  大 
調査研究費 ①福島県双葉地方広域市町村圏組合有害鳥獣処理施設視察 

資料購入費 ①地方議会人 ②議員手帳 ③北海道新聞 

小 鹿 昭 義 
調査研究費 ①福島県双葉地方広域市町村圏組合有害鳥獣処理施設視察 

資料購入費 ①地方議会人 ②議員手帳 ③北海道新聞 

平 野 隆 雄 
調査研究費 ①福島県双葉地方広域市町村圏組合有害鳥獣処理施設視察 

資料購入費 ①地方議会人 ②議員手帳 ③函館新聞 ④財界さっぽろ 

溝 部 幸 基 

調査研究費 ①福島県双葉地方広域市町村圏組合有害鳥獣処理施設視察 

研修費 ①2022 自治講座「若者支援の現状と地域・自治体の課題」参加 

資料購入費 
①自治体法務研究 ②地方議会人 ③議員手帳 
④書籍購入（逆風に向かう社員になれ） 

事務費 ①インクカートリッジ ②コピー用紙 
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資料５ 視察を受入れした市町村等の状況 

（１）年度別視察受入れ等の状況 

○令和４年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

9/29 栗山町議会 議会広報広聴活動における住民参
加 

議長、広報広聴常任委員 5、事
務局 2 8 

10/1
2 様似町議会 アワビ陸上養殖事業 総務産業常任委員 5、事務局 1、

行政部局 1 7 

10/3
1 愛媛県愛南町議会 議会活性化の取り組み 正・副議長、議員 9、事務局 2、

行政部局 1 14 

11/2 群馬県桐生市議会 議会と議員の評価 議長、議会改革特別委員 6、事
務局 1 8 

2/1 長崎県松浦市議会 三町交流事業体験活動の効果検証 議員 3 3 

 ５団体等    

○令和２年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/10 七飯町議会 デマンドバス 常任委員 5、事務局行政部局 4 9 

○令和元年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/11 上ノ国町議会 デマンドバス 総務文教常任委員 4、事務局 2 6 

10/10 大空町議会 ・議会運営の状況 
・議会改革に向けた取組み 

正副議長、議会運営委員 5、事
務局 2 9 

9/26 新潟県出雲崎町議会 基本条例制定後の議会の動向と議
員のなり手不足解消の取組み 正副議長、議員 8、事務局 11 

7/8 千葉県大多喜町議会 議会運営、議会評価・議員評価 正副議長、議員 3 5 

6/18 岩手県葛巻町議会 議会改革 正副議長、常任委員 7、事務局 10 

 ５団体等   41 

○平成３０年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/13 長崎県大村市 議会改革 議長、みらいの風会派議員 7 8 

10/17 秋田県小坂町議会 議員自己評価・議会改革 議運委員長・議員 3、事務局 5 

9/20 青森県つがる市議会 人口減少対策 議長、会派議員 3 4 

8/9 新篠津村議会 がんばる地元企業応援条例 
出産祝金交付事業・議会改革 

正・副議長、議員 6、事務局 2、
行政部局 2 12 

7/26 岩手県宮古市議会 アワビ陸上養殖 尽誠クラブ 3 3 

7/24 岩手県山田町議会 アワビ陸上養殖 
議会改革 

正・副議長、議員 11、事務局 2、
行政部局 3 18 

7/11 斜里町議会 議会改革 総務文教常任委員 7、事務局 8 

6/27 福島県湯川村議会 議会基本条例に基づく議会改革 正・副議長、議員 8、事務局 11 

 ８団体等    69 
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○平成２９年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/24 江差町議会 議会の活性化 議会運営委員 5、事務局 2 7 

11/17 山形県河北町議会 開かれた議会づくり 総務産業常任委員 4 4 

10/3 岩手県普代村議会 アワビ陸上養殖施設 産業経済常任委員 4、事務局 5 

8/28 栃木県那須塩原市議会 議会改革 会派自民クラブ 2 2 

8/23 訓子府町議会 議会改革・議会基本条例 正副議長、議員 7、事務局 2 11 

7/24 青森県鶴田町議会 議会活性化の取組み 議長、副議長、議会運営正副委
員長、委員 3、事務局 8 

 ６団体等   37 

○平成２８年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/1 青森県外ヶ浜町議会 議会活性化への取組み 議長、議運委員長他 5 7 

10/25 岩手県町村議会議長会 議会活性化の取組み 各町議長 19、局長他 19 38 

9/1 北海道苫小牧市議会 議会基本条例・議会改革 議長、公明党議員団 4 5 

8/24 宮城県県北地方町議会議
長会 

政策提言や議会改革への取組みと
住民に開かれた議会づくり 

女川町、色麻町、美里町、南三
陸町、涌谷町、加美町、各町事
務局 

12 

8/2 岐阜県高山市議会 議会基本条例推進における広報広
聴に関する取組み 

議長、広報広聴正副委員長、委
員 6、事務局 2 11 

7/27 宮城県亘理地方町議会議
長会 議会運営、議員評価の取組み 山元町、亘理町正副議長・事務

局長 6 

7/12 栃木県芳賀町議会 子育て支援施策の充実 
（町部局対応） 

副議長、議運委員長、教育民
生・総務・広報正副委員長、監
査委員（議会選出） 

8 

6/20 静岡県長泉町議会 議会白書、議員自己評価の取組 議員 4 4 

4/20 石川県志賀町議会 
議会基本条例・議会改革への取組み
等 

議長、議会運営正副委員長、委
員 3、事務局 

7 

 ９団体等   98 

○平成２７年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/26 長野県木曽町議会 議会改革 議長、議員 4、副町長、事務
局 7 

10/15 石川県菊陽町議会 議会白書 正副議長、議員 5 7 

10/7 石川県中能登町議会 議員自己評価の取組みと議会改革 正副議長、議員 11、町長、 
事務局 15 

8/4 栃木県那須町議会 議会活性化 正副議長、議員 9、事務局 12 

7/22 福井県若狭地方議長会 議会評価 議長 4、事務局長 4 8 

7/16 宮城県柴田町議会 議会運営の検証・基本条例の見直し 正副議長、議員 5、事務局 8 

7/6 宮城県色麻町議会 議会広報ほか 議長、議員 7、事務局 9 

4/15 鹿児島県日置市議会 議会白書の活用ほか 副議長、議員 3 4 

 ８団体等   70 
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○平成２６年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

3/18 青森県田子町議会 議会改革 正副議長、議員 6、事務局 2 10 

2/27 青森県三沢市議会議員 議会改革の推進 議員 1 1 

11/20 厚沢部町議会改革推進 
特別委員会 議会基本条例の取組み 正副議長、議員 10、 

行政職員 1、事務局 1 14 

11/13 岩見沢シチズン 議会改革 政策提言グループ事務局長 1 

10/29 江差町議会社会文教常
任委員会 パークゴルフ場（公認）の運営等 議員 6、行政職員、事務局 8 

7/29 沖縄県那覇市議会議員 ・議会改革全般・傍聴規則 議員 1 

7/9 岩手県久慈市議会  
産業建設常任委員会 

・農林水産業担い手支援条例、 
企業振興条例・議会改革 議員 6、行政職員、事務局 8 

6/26 山形県置賜地方町村議
会議長会 

「議会の主役は議員」、「住民が参
画する議会」など議会の活性化 議長 5、事務局長 5 10 

 ８団体等   53 

○平成２５年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

1/22 上富良野町議会運営委
員会 通年議会・常任委員会の活動 正副議長、議員 6，事務局 1 9 

11/7 静岡県小山町議会 議会改革 議員 4 4 

10/21 由仁町議会 通年議会等 正副議長、議員 7、事務局 2 11 

10/3 岩手県立大学総合政策
学部 齋藤俊明教授 議会改革の取組み 教授 1 

9/4 恵庭市議会会派 議会基本条例と議会活性化 副議長、議員 6 7 

7/25 宮城県美里町議会運営
委員会 議会運営・議会活性化 議員 8、事務局 9 

7/18 岩手県滝沢村議会会派 議会基本条例と議会運営 議員 4（しののめ会） 4 

7/11 池田町議会運営委員会 議会改革と通年議会制 正副議長、議員 5、事務局 8 

7/9 岐阜県多治見市議会 
（市民クラブ） 

・議会活性化・開かれた議会づくり 
・議会、議員の評価 市民クラブ 3 3 

7/2 千葉県鴨川市議会 議会運営全般、議会改革・活性化 副議長、議運議員 6、事務局 8 

7/2 岡山県津山市議会 議会改革 議員 4 4 

5/16 大阪府泉南市議会基本
条例制定特別委員会 福島町議会基本条例 議長、議員 8、事務局 10 

5/9 埼玉県北本市議会会派 ・議会基本条例を制定した背景 
・議会、議員の評価等 

市民の力 2 
民主北本 2 日本共産党 2 6 

 １３団体等   84 

○平成２４年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

2/8 当別町議会会派 議会改革の取組み 議長、議員 4 5 

11/8 足寄町議会運営委員会 議会改革・活性化・議会運営 議長、議員 4、行政職員、事
務局 7 
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月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/7 大分県玖珠町議会 開かれた議会の取組み 正副議長、議員 2 4 

10/17 西予市議会 議会基本条例運用、改革経過他 議員 7、事務局 2 9 

9/26 群馬県邑楽郡議長会 議会改革、活性化への取組み 議長 4、事務局 4 8 

7/30 奈良県東吉野村議会 議会基本条例と議会運営 正副議長、議員 6、村長 
事務局 10 

7/26 岩手県紫波町議会 議会活性化について 正副議長、議員 6、事務局 9 

7/10 南幌町議会 議会活性化の取組み 正副議長、議員 9、事務局 2 13 

7/2 浦幌町議会 議会改革 正副議長、議員 11、事務局 2 15 

6/27 鳥取県日南町議会 活発な議会運営の取組み他 正副議長、議員 10、事務局 2 14 

6/27 神奈川県清川村議会 議会活性化、議会基本条例 正副議長、議員 8、事務局 2 12 

5/17 芽室町議会 議会改革・活性化 正副議長、議員 7、事務局 2 11 

 １２団体等   117 

○平成２３年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

2/22 長沼町議会議員 議会改革に関する取組み 議員 1 

1/19 登別市議会運営委員会 開かれた議会づくり 正副議長、議員 7、事務局 2 11 

1/11 千葉市議会 議会改革 議員 3（共産党） 3 

11/17 佐賀県鹿島市議会 議会運営・改革の取組み 副議長、議運議員 6、事務
局 8 

11/9 福井県おおい町議会 ①議会活性化、②議会基本条例 正副議長、議員 12、事務局
2 16 

11/1 鷹栖町議会 議会活性化の取組み 正副議長、議員 10、事務局 13 

10/19 岩手県八幡平市議会 議会改革 正副議長、議運 5、事務局 8 

10/8 神奈川県葉山町議会 
教育民生常任委員会 

①健康づくり推進計画 
②各種計画のを議決事件追加緯 議員 7、事務局 8 

10/6 山梨市議会会派 議会改革 議員 3（市民の会） 3 

 ９団体等   71 

○平成２２年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

2/3 大東文化大学浅野教授 議会改革全般 浅野善治教授 1 

2/2 長野県飯田市議会 議会改革 議員 8（会派：のぞみ） 8 

12/2 青森県深浦町議会 福島町議会基本条例 議員 5、事務局 2 7 

11/30
～

12/1 
早稲田大学 人口規模による議会改革の進め方

等 マニュフェスト研究員 3 3 

11/20 読売新聞三沢通信部 議員定数、議員歳費 1 1 

11/18 宮城県東臼杵郡町村議
会議長会 

①通年議会、②その他議会活動全
体 

議長 4（門川町、美郷町、
諸塚村、椎葉村）、事務局
長 4、議長会 

9 
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11/15 中空知町議会議長連絡
協議会 議会改革の取組み 

議長 5（奈井江町、浦臼
町、雨竜町、新十津川町、
上砂川町）、事務局長 2 

7 

11/11 鎌倉市議会 議会改革 議員 4（共産党議員団） 4 

11/4 三重県四日市市議会 ①議会基本条例、②議会改革（通年
議会等） 

議員 9(議会基本条例調査特
別委員会)、事務局 10 

10/29 東京都武蔵野市議会 議会基本条例 議運議員 10、事務局 2 12 

10/28 岩手県金ヶ崎町議会 議会活性化の取組み 議員 16、事務局長、町部局
2 19 

10/20 森町議会「行財政改革
等調査特別委員会」 行財政改革 議員 16、事務局 3 19 

10/18 豊富町議会 安心生活創造事業 議員 9、事務局 2 11 

10/6 洞爺湖町議会侑志会 議会基本条例 議員 12 12 

8/31 東京都板橋区議会 議会活性化の取組み 議員 3（民主・市民クラ
ブ） 3 

8/30 宮城県大崎市議会 まちづくり基本条例 議員 5、事務局 6 

7/28 滋賀県栗東市議会 ①議会基本条例、②議会活性化事
項の試行に関する実施要綱等 

議員 9（新政会・公明栗
東） 9 

7/22 東京都西多摩郡町村議
会議長会 議会運営全般 議長 4（瑞穂町、日の出

町、檜原村、奥多摩町） 8 

7/15 
羊蹄山麓正副議長会議
会運営委員長・常任委
員長 

開かれた議会づくり 

議員 17（蘭越町 3、真狩村
3、喜茂別町 3、京極町 3、
倶知安町 4、ニセコ町 2）、
事務局長 6 

23 

7/13 神奈川県愛川町議会 議会基本条例 議員 6（愛政クラブ・公
明） 6 

7/5～
7 北海学園大学法学部 議会基本条例・議会の現状と課題 学生 9、神原教授 10 

6/30 福井県勝山市議会 健康横綱応援プロジェクト 議員 2（会派：政友会） 2 

6/21 三重県朝日町議会 議会改革 議員 3 3 

5/14 函館市 渡辺氏 議会基本条例 市民 1 

5/14 広島県坂町議会 議会基本条例 議員 10、町長、町部局 3、 
事務局 2 16 

5/12 東京都杉並区議会 議会基本条例 杉並副区長、事務局長 2 

5/10 長万部町議会 通年議会 議運議員 9、事務局 3 11 

 ２６団体等   215 

○平成２１年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

3/29 秋田県大仙市議会会派 ①議会運営 ②議会基本条例 議員 14 14 

3/3 大分県大分市議会議員 開かれた議会づくり 議員 1 

2/22 西日本新聞社取材 議会改革の取組み 記者 1 

2/16 南部後志町村議長会 議会活性化の取組み 正副議長 4、事務局 4 8 

1/25 鳥取県町村議会事務協
議会 

①議会改革・活性化方策 
②議会事務局職員の能力向上方策 事務局長等 18 18 

11/27 厚真町議会運営委員会 議会の評価・議員の評価 議長、副議長を含む 6 6 
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11/18 山形県飯豊町議会 ①自立のまちづくり ②議会活性化 議長、副議長を含む 5 5 

11/12 沖縄県北部村議長会 開かれた議会づくり 議長 11、事務局 10 21 

11/11 和歌山県美浜町議会 ①自立（律）のまちづくり 
②議会ホームページの取組み 

議長、副議長を含む 6、町部
局 2、事務局 2 10 

11/5 兵庫県宝塚市議会会派 議会基本条例 会派 2 2 

11/5 多摩市議会運営委員会 ①議会基本条例、②議会活性化 委員 7、事務局 8 

10/27 秩父別町議会 議会改革 正副議長他 9、事務局 10 

10/26 上ノ国町議会 議会基本条例 議長他 11、事務局 2 13 

10/26 桜川市オンブズマン 議会の活性化等 オンブズマン（茨城県） 1 

10/21 愛媛県新居浜市議会 開かれた議会づくりの取組み 議運委員6、町部局、事務局2 9 

10/13 鳥取県江府町議会 ①議会の活性化、議会基本条例の
制定等 ②夜間議会の実施など 

議長、副議長を含む 10、副町
長、事務局 2 13 

10/5 北広島市議会 議会運営（議会基本条例） 議運委員 9、事務局 10 

9/30 静岡県松崎町議会 議会の活性化 議長、常任委員 5、事務局 7 

8/26 福島県浪江町議会 議会の活性化への取組み 常任委員 6、事務局 7 

8/5 徳島県佐那河内村議会 議会の活性化の取組み 常任委員 5 5 

8/5 三重県四日市市議会 議会基本条例・議会改革 議員 2 2 

8/4 蘭越町議会 議会の活性化 議運委員 5、事務局 6 

8/3 宮城県松島町議会 議会活性化の取組み状況 議運委員 8、事務局 9 

7/22 埼玉県久喜市議会 ①議会基本条例 ②議会活性化 議運委員 9、事務局 10 

7/22 千葉県横芝光町議会 開かれた議会づくり、活性化等 「栗政会」会長を含む 4 4 

7/8 三重県朝日町議会 議会改革 議長、副議長を含む 4 4 

7/7 福島県西郷村議会 議会運営全般、活性化の取組み 議運 7、村部局、事務局 2 10 

7/2 福島県塙町議会 議会活性化の取組み、健康づくり 常任委員 6、事務局 1 7 

6/25 夕張郡長沼町議会 開かれた議会づくり 正副議長他 15、事務局 2 17 

6/25 江差町議会 議会ホームページ 委員 3、事務局 2 5 

6/24 神奈川県湯河原町議会 ①夜間議会 ②傍聴者発言 ③一
般質問 ④議会開催周知他 

議長、副議長を含む 15、町部
局 2、事務局 2 19 

6/23 秋田県大潟村議会 まちづくり基本条例、議会改革 正副議長を含む 5、事務局 6 

5/19 兵庫県姫路市議会 一般質問の一問一答方式他 さわやか市民連合 6、事務局 7 

4/23 千葉県袖ケ浦市議会 議会・議員の評価、議会活性化 議運委員 12、事務局 2 14 

4/15 高知県吾川郡町村議会
議長会 

①開かれた議会・議会活性化 
②通年議会 

議長・副議長 4（仁淀川町、
いの町）事務局長 2 6 

3/24 福井県議会議員 多種多様な改革を進めた要因 議員 1 

1/27 新潟県出雲崎町議会、 
長野県軽井沢議会 議会活性化の取組み ○新潟県出雲崎町議会 7 

○軽井沢議運 7、副町長他 1 16 

1/22 岩手県九戸村議会 議会活性化の取組み 議運委員 6、事務局 2 8 

 ３８団体等   320 
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○平成２０年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/27 徳島県北島町議会 議員評価制度 議長・副議長を含む 7 7 

11/14 三重県川越町議会 開かれた議会の取組み 議員 12、事務局 3 15 

11/12 山形庄内町議会 議会活性化の取組み 議運委員 6、議長、事務局
長 8 

10/23 山梨県昭和町議会 開かれた議会の取組み 議員 16、町長、事務局 18 

10/23 名古屋市会議員 議会活性化の取組み（議会改革） 議員 2、元愛知県議・市議員 4 

10/17 千葉印西市議会 議会活性化事項 議運委員 6、議長、事務局 2 9 

10/7 山梨市議会 議会改革・議会の活性化 中清会 2、公明党 1 3 

10/7 中富良野町議会 ①議会活性化②議会・議員評価 議運 5、議長、局長 7 

9/5 神戸市議会 開かれた議会の取組み 民主党神戸市会 3 3 

9/1 宮城県富谷町議会 議会議員評価・議会改革 フォワード富谷 6 6 

8/22 茨城県鹿嶋市議会 議会・議員評価開かれた議会 原田雅也議員 1 

8/21 白糠町議会 開かれた議会づくり 行財政改革特別委 4、事務局 5 

7/24 神奈川県開成町議会 開かれた議会（議会改革・活性化） 全議員 14、事務局長・職員 16 

7/24 福島県天栄村議会 空き教室を利用した学童保育、医療
費抑制計画 

総務常任委 5（議長含）、
担当課長、事務局長 7 

7/8 愛知県岡崎市議会 議会基本条例の制定 清風会 3、議長、事務局 5 

7/2 青森県つがる市議会 道の駅の水産加工品導入事業等 経済常任委員 7、事務局 8 

6/24 網走大空町議会 開かれた議会づくり（議会評価他） 議運 6、議長、事務局 8 

2/20 佐賀市議会事務局 議会・議員評価 議事調査係 2 2 

2/20 越谷市議会 開かれた議会づくり 新政ｸﾗﾌﾞ 6、自民党 2 8 

2/12 空知支庁栗山町議会 ①議会改革の取組み②議会だより発
行とホームページの作成 

議会運営委員 6、広報特委
5、正副議長、事務局 2 15 

2/6 青森中泊町議会 開かれた議会ほか 議会運営委員会 7、議長 8 

1/31 網走清里町議会 議員評価、議会改革・活性化 議運 4、正副議長、事務局 7 

 ２２団体等   170 

○平成１９年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

10/22 宮城県加美町議会 議会活性化の取組み 議運 6、正副議長、事務局 9 

10/16 石川県白山市議会 開かれた議会ほか 翔新会議員 6 6 

10/4 根室管内別海町議会 議会・議員評価制度 議長他 16、事務局 2 18 

10/2 網走管内雄武町議会 議会・議員評価制度 議運委員 5、議長、事務局長 7 

8/8 兵庫県小野市議会 議会及び議員評価制度 市民クラブ 5、公明党 2 7 

8/2 栃木県那須塩原市議会 議会・議員評価制度 創生会議員 5 5 

7/20 今金町議会 開かれた議会の取組み 議運 5、正副議長、職員 2 9 

7/18 宮城県黒川地方議長会 開かれた議会の取組み 議長 7、局長 8 

1/24 岐阜高山市議会事務局 議会議員の評価ほか 次長、書記 2 
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月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

 ９団体   71 

○平成１８年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/09 宮城大和町議会 議会活性化、議会議員評価 正副議長議運 8、事務局 9 

10/26 千葉県東金市議会 開かれた議会づくり 議運委員 7、事務局 2 9 

10/19 鶴居村議会 開かれた議会づくり 議員 12、行政職員事務局 2 15 

10/17 青森県三戸町議会 常任委員会活動状況、下水道事業等 委員 6、行政職員・事務局 2 9 

10/16 兵庫県播磨町議会 千軒小学校廃校の経過と過程 「自治クラブ」議員 3 3 

10/13 三重県志摩市議会 議会・議員の評価制度導入の実態 会派議員 5 5 

10/11 千葉県印旛郡議長会 開かれた議会づくり 正副議長 8、事務局 5 13 

9/28 石川県かほく市議会 議会評価、議員自己評価他 議員 4 4 

8/30 美幌町議会 開かれた議会づくり 議運委員 7、事務局 8 

7/11 東京都武蔵野市議会 開かれた議会づくり、議会議員評
価 議員 1 

7/06 山形県西川町議会 開かれた議会づくり、議会議員評
価 議員 15、職員 16 

1/26 三重県東員町議会 議会・議員評価制度導入の経過ほか 議運委員 6、議長、事務局 7 

 １２団体等   99 

○平成１７年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

10/4 南足柄市議会 開かれた議会づくり、議会の活性化 会派議員 6 6 

10/3 岩内郡共和町議会 議会改革の取組み 常任委 5、総務職員、事務局 7 

8/24 静岡県沼津市議会 開かれた議会づくり 議員 1 

7/12 夕張郡栗山町議会 開かれた議会づくり 議運委員 9、事務局 10 

7/06 宮城県亘理地方議長会 議会・議員の評価導入他 議長 2、副議長 2、事務局 4 8 

 ５団体   32 

○平成１６年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

6/17 青森県三戸町議会 議会活性化の取組み 議運委員 7、議長、事務局 8 

5/13 福島県桑折町議会 議会活性化の取組み 議員 17、事務局 2 19 

 ２団体   27 

○平成１５年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

11/21 宮崎県東臼杵郡議長会 
①議会運営 ②議会の活性化、改
革③議会報の編集④町村合併の動
向 

門川・東郷・南郷・西郷・
北方・北川・北浦町・諸
塚・椎葉村 6 町 2 村議長、
事務局 

10 
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「○」出席、「×」欠席、「△」公務欠席・病欠、「遅」遅刻、 

「早」早退、「－」無該当、「◎」委員外議員、「職」職権 

○平成１４年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

7/11 亀岡市議会 横綱の里づくり 輝世クラブ議員 6 6 

3/26 恵山町議会 情報公開条例 常任委員 5 5 

 ２団体   11 

○平成１２年度 

月日 自 治 体 名 視  察  事  項 視  察  者 視察 
者計 

12/6 瀬棚町議会 
議会の情報公開条例、委員会の公
開 

議運 5、正副議長、事務局 2 9 

11/10 富山県氷見市議会 ①つくり育てる漁業 ②観光行政 議員 2 2 

10/12 沙流郡門別町議会 情報公開条例 常任委員 6、職員 3 9 

 ３団体   20 

 

資料６ 会議・行事等の出席状況 

（１）本会議 

会議 ・ 行事名 年月日 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

定例会４月会議 R4.4.25  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会５月会議 R4.5.27  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会６月会議 R4.6.20  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会７月会議 R4.7.5  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会７月第２回会議 R4.7.25  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会９月会議（１） R4.9.13  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会９月会議（２） R4.9.15  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会１０月会議 R4.10.21  △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会１１月会議 R4.11.28  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会１２月会議 R4.12.8  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会２月会議 R5.2.6  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

定例会３月会議（１） R5.3.8  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ 

定例会３月会議（２） R5.3.9  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ 

定例会３月会議（３） R5.3.13  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ 

定例会３月第２回会議 R5.3.29  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

出席が必要な日数    15 15 15 15 15 15 15 15 15 

出席日数    14 15 15 14 12 15 15 15 15 
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欠席した日数    1 0 0 1 3 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    93 100 100 93 80 100 100 100 100 

（２） 特別委員会 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

吉岡温泉整備調査特別委員会 R4.8.3  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 職 

決算審査特別委員会 R4.9.14  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 職 

議員定数・歳費調査特別委員会 R4.12.27  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 職 

吉岡温泉整備調査特別委員会 R4.12.27  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 職 

予算審査特別委員会（１） R5.3.9  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 職 

予算審査特別委員会（２） R5.3.10  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 職 

出席が必要な日数    6 6 6 6 6 6 6 6 6 

出席日数    6 6 6 6 4 6 6 6 6 

欠席した日数    0 0 0 0 2 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100 67 100 100 100 100 

（３） 議会運営委員会 

会議 ・ 行事名 年月日 
委員 委員外 

平沼 川村 佐藤 小鹿 欠員 木村 杉村 藤山 平野 溝部 

議会運営委員会（1） R4.4.19 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（2） R4.4.25 ○ × ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（3） R4.4.25 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（4） R4.5.20 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（5） R4.5.27 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（6） R4.5.27 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（7） R4.6.13 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（8） R4.6.20 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（9） R4.7.5 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（10） R4.7.5 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（11） R4.7.19 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（12） R4.7.25 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（13） R4.7.25 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 
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議会運営委員会（14） R4.9.6 ○ △ ○ ○ ○ ― ― ― △ 職 

議会運営委員会（15） R4.9.15 ○ △ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（16） R4.10.21 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（17） R4.10.21 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ― ― 職 職 

議会運営委員会（18） R4.11.18 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（19） R4.11.28 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（20） R4.11.28 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（21） R4.12.1 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（22） R4.12.8 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（23） R5.1.20 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（24） R5.2.6 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（25） R5.2.6 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（26） R5.3.2 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（27） R5.3.13 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（28） R5.3.27 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

議会運営委員会（29） R5.3.27 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― 職 職 

出席が必要な日数   29 29 29 29 29 1   29 29 

出席日数   29 27 29 29 29 1   29 29 

欠席した日数   0 2 0 0 0 0   0 0 

遅刻・早退した日数   0 0 0 0 0 0   0 0 

出席率（％）   100 93 100 100 100 100    100 100 

（４） 総務教育常任委員会 

会議 ・ 行事名 年月日 
委員 委員外 

欠員 木村 川村 杉村 平野 溝部 佐藤 平沼 藤山 小鹿 

総務教育常任委(1) R4.4.25  ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― 

総務教育常任委(2) R4.5.27  △ 〇 〇 〇 〇 ― ― ― ― 

総務教育常任委(3) R4.7.25  〇 〇 〇 〇 〇 ― ― ― ― 

総務教育常任委(4) R4.8.26  〇 〇 〇 〇 〇 ― ― ◎ ― 

総務教育常任委(5)連合審査 R4.10.6  〇 〇 〇 〇 〇 ― ― ― ― 

総務教育常任委(6)  R4.10.14  〇 〇 〇 〇 〇 ― ― ― ― 

総務教育常任委(7) R4.10.21  〇 △ 〇 〇 〇 ― ◎ ◎ ◎ 

総務教育常任委(8) R4.10.28  〇 △ 〇 〇 〇 ◎ ― ― ― 

総務教育常任委(9) R4.11.2  〇 〇 〇 〇 〇 ― ― ― ― 

総務教育常任委(10) R4.11.4  〇 〇 〇 〇 〇 ― ― ― ― 

総務教育常任委(11) R4.11.7  〇 〇 〇 〇 〇 ― ― ― ― 
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総務教育常任委(12) R4.11.28  〇 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 

総務教育常任委(13) R5.2.10  〇 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 

出席が必要な日数    13 13 13 13 13 3 3 4 3 

出席日数    13 13 13 13 13 3 3 4 3 

欠席した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100 100 100 100 100 100 

（５）経済福祉常任委員会 

会議 ・ 行事名 年月日 
委員 委員外 

佐藤 平沼 藤山 小鹿 平野 溝部 欠員 木村 川村 杉村 

経済福祉常任委(1) R4.4.25 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ― 

経済福祉常任委(2) R4.5.17 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ◎ ◎ 

経済福祉常任委(3) R4.5.27 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ― 

経済福祉常任委(4) R4.6.8 〇 ○ ○ × ○ ○  ― ◎ ◎ 

経済福祉常任委(5) R4.8.3 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ― 

経済福祉常任委(6) R4.9.6 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ― 

経済福祉常任委(7) R4.9.28 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ― 

経済福祉常任委(8)連合審査 R4.10.6 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ◎ 

経済福祉常任委(9) R4.10.14 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ― 

経済福祉常任委(10) R4.10.20 〇 〇 〇 × 〇 〇  ― ― ― 

経済福祉常任委(11) R4.10.24 × 〇 〇 〇 〇 〇  ― ― ― 

経済福祉常任委(12) R4.11.11 〇 × 〇 〇 〇 〇  ― ― ― 

経済福祉常任委(13) R4.11.22 〇 〇 〇 〇 〇 〇  ― ― ― 

経済福祉常任委(14) R4.11.24 〇 〇 〇 〇 〇 〇  ― ― ― 

経済福祉常任委(15) R4.12.27 〇 〇 〇 〇 〇 〇  ― ― ― 

経済福祉常任委(16) R5.2.10 〇 ○ ○ ○ ○ ○  ― ― ― 

出席が必要な日数   16 16 16 16 16 16   2 3 

出席日数   15 15 16 14 16 16   2 3 

欠席した日数   1 1 0 2 0 0   0 0 

遅刻・早退した日数   0 0 0 0 0 0   0 0 

出席率（％）   94 94 100 88 100 100   100 100 

（６）広報・広聴常任委員会 

会議 ・ 行事名 年月日 
委員 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

町民と議員との懇談会 R4.5.13  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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町民と議員との懇談会 R4.5.17  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R4.5.19  ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R4.5.20  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R5.2.2  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R5.2.3  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R5.2.6  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R5.2.7  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R5.2.8  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

町民と議員との懇談会 R5.2.9  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

出席が必要な日数     10 10 10 10 10 10 10 10 10 

出 席 日 数     10 10 9 10 10 10 10 10 10 

欠 席 し た 日 数    0 0 1 0 0 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 90 100 100 100 100 100 100 

（７）全員協議会 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

全員協議会（1）定数・歳費 R4.11.28  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

全員協議会（2）定数・歳費 R5.3.13  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

出席が必要な日数    2 2 2 2 2 2 2 2 2 

出席日数    2 2 2 2 2 2 2 2 2 

欠席した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100 100 100 100 100 100 

（８）正副議長・委員長・議員会長会議 

会議 ・ 行事名 年月日 
議長 副議

長 委員長 副委員長 委員外 

溝部 平野 川村 佐藤 平沼 平野 藤山 木村 杉村 小鹿 

正副議長会議(1)議案説明 R4.6.10 ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 

正副議長会議(2)議案説明 R4.9.5 ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 

正副議長会議(3)議案説明 R4.11.30 ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 

正副議長会議(4)議案説明 R5.2.28 ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 

正副議長・委員長会議(5) R5.3.22 ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― 

出席が必要な日数   5 5 1  1      

出席日数   5 5 1  1      

欠席した日数   0 0 0  0      
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遅刻・早退した日数   0 0 0  0      

出席率（％）   100 100 100  100      

（９）正副議長・委員長（委員会意見手交） 

会議 ・ 行事名 年月日 
議長 副議

長 委員長 副委員長 委員外 

溝部 平野 川村 佐藤 平沼 平野 藤山 木村 杉村 小鹿 

総務教育常任委員会 
経済福祉常任委員会 R4.4.28 ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― 

経済福祉常任委員会 R4.5.20 ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― 

経済福祉常任委員会 R4.6.10 ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ― 

総務教育常任委員会 R4.8.9 ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 

経済福祉常任委員会 R4.8.22 ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― 

吉岡温泉調査特別委員会 R4.8.22 ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― 

経済福祉常任委員会 
経済福祉・総務教育常任委
員会連合審査会 

R4.10.11 ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― 

総務教育常任委員会 R4.10.28 ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 

経済福祉常任委員会 R4.11.11 ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ― 

総務教育常任委員会 
経済福祉常任委員会 R4.11.17 ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― 

総務教育常任委員会 
経済福祉常任委員会 

R4.11.24 ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― 

経済福祉常任委員会 R4.12.5 ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― 

議員定数・歳費調査特別委
員会 
吉岡温泉調査特別委員会 
経済福祉常任委員会 

R5.1.13 ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― 

総務教育常任委員会 
経済福祉常任委員会 
広報広聴常任委員会 

R5.2.27 ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― 

出席が必要な日数   14 14 6 11  2     

出席日数   14 14 6 11  2     

欠席した日数   0 0 0 0  0     

遅刻・早退した日数   0 0 0 0  0     

出席率（％）   100 100 100 100  100     

（10）議員研修会 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

北海道議長会議員研修会 R4.7.6  ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

渡島・檜山管内議員研修会 R4.10.18  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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出席が必要な日数    2 2 2 2 2 2 2 2 2 

出席日数    2 2 2 2 2 2 1 2 2 

欠席した日数    0 0 0 0 0 0 1 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100 100 100 50 100 100 

（11）渡島西部広域事務組合議会 

会議 ・ 行事名 年月日 
議員 

佐藤 杉村 溝部 

西部広域議会第 1 回臨時 R4.5.13 ○ ○ ○ 

西部広域議会第２回臨時 R4.6.1 ○ ○ ○ 

西部広域議会第３回臨時 R4.7.4 ○ ○ ○ 

西部広域議会第２回定例 R4.9.2 ○ ○ ○ 

西部広域議会第３回定例 R4.12.2 ○ ○ ○ 

西部広域議会第 1 回定例 R5.2.27 ○ ○ ○ 

出席が必要な日数   6 6 6 

出席日数   6 6 6 

欠席した日数   0 0 0 

遅刻・早退した日数   0 0 0 

出席率（％）   100 100 100 

（12）渡島廃棄物処理広域連合議会 

会議 ・ 行事名 年月日 
議員 

平沼 平野 

渡島連合議会運営委員会 R4.6.2 ― ○ 

渡島連合議会全員協議会・第 1 回臨時 R4.6.2 ○ ○ 

渡島連合議会運営委員会 R4.10.17 ― × 

渡島連合議会全員協議会・第２回定例会 R4.10.25  ○ ○ 

渡島連合議会運営委員会 R5.2.6 ― ○ 

渡島連合議会全員協議会・第１回定例会 R5.2.14 ○ ○ 

出席が必要な日数   3 6 

出席日数   3 5 

欠席した日数   0 1 

遅刻・早退した日数   0 0 

出席率（％）   100 83 
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（13）渡島西部四町議会議員連絡協議会 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

四町議員協第１回理事会 R4.4.22  ― ○ ― ― ― ― ― ○ ○ 

四町議員協スポーツ大会 R4.6.4  ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ○ 

四町議員協研修視察（青森県ほ
か） 

R4.7.20 
～22  ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― 

四町議員協第２回理事会 R5.1.27  ― ○ ― ― ― ― ― ○ ○ 

四町議員協総会・研修会 R5.2.16  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

出席が必要な日数     3 4 2 3 2 2 2 3 4 

出 席 日 数    3 4 2 3 2 2 2 3 4 

欠 席 し た 日 数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100 100 100 100 100 100 

（14）各種行事 

①学校関係 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

認定こども園福島保育所 入園式 R4.4.5  ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ 

認定こども園福島保育所 運動会 R4.6.25  ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ 

福島幼稚園 運動会 R4.9.26  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

認定こども園福島保育所お遊戯会 R4.11.19  ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ 

福島幼稚園 卒園式 R5.3.23  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

認定こども園福島保育所卒園式 R5.3.24  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

出席が必要な日数      3      6 

出席日数      3      6 

欠席した日数      0      0 

遅刻・早退した日数      0      0 

出席率（％）      100      100 

②議員会・林活関係 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

議員会 総会 R4.9.15  ○ ○ ― ○ ― ○ ○ ○ ○ 

道南地区森林・林業・林産業活
性化推進議員連盟現地研修会 

R4.9.15  ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 
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林活 総会 R4.9.15  ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 

出席が必要な日数    3 2 1 2  2 2 2 2 

出席日数    3 2 1 2  2 2 2 2 

欠席した日数    0 0 0 0  0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0  0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100  100 100 100 100 

③消防・自衛隊関係 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

第28普通科連隊創立60周年・函館
駐屯地開庁72周年記念行事 

R4.10.8  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

渡島西部四署合同訓練 R4.11.1  ○ ― ― ― ○ ― ― ― ○ 

福島消防団出初式 R5.1.4  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

出席が必要な日数     2 1 1 1 2 1 1 1 3 

出 席 日 数     2 1 1 1 2 1 1 1 3 

欠 席 し た 日 数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100 100 100 100 100 100 

④町主催行事 

会議 ・ 行事名 年月日 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠

員 

佐

藤 

平

沼 

木

村 

川

村 

杉

村 

藤

山 

小

鹿 

平

野 
溝部 

林野火災予消防対策協議会 R4.4.18  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

全国中学校体育大会・相撲選手
権大会福島町実行委員会総会 

R4.4.18  ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ 

青少年交流センター安全祈願祭 R4.6.23  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ 

第２青函トンネル構想を実現す
る会総会 

R4.6.29  ― ○ ○ ○ ― ― ― ○ ○ 

戦没者追悼式 R4.7.13  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第 24 回千代の富士杯相撲大会 R4.7.17  ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ 

第 43 回北海道中学校相撲大会 R4.7.30  ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ 

二十歳を祝う会 R4.8.13  ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ○ 

全国中学校体育大会、相撲選手
権大会 

R4.8.20 
～21 

 ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ 

健康フェスティバル R4.9.3  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

敬老会 R4.9.17  ○ ― ― ― ○ ― ○ ○ ○ 

青少年交流センター整備工事上
棟式 R4.10.4  ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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第 40 回南北海道駅伝競走大会 R4.10.30  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

福島町表彰式 R4.11.7  ― ― ― ○ ― ○ ○ ○ ○ 

青少年の主張大会 R4.12.10  ○ ― ― ○ ― ― ○ ― ○ 

全国中学校体育大会・相撲選手
権大会福島町実行委員会総会 

R4.12.15  ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ 

令和５年三者合同新年交礼会 R5.1.6  ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

千軒そば生産施設オープンセレ
モニー 

R5.1.10  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ 

第２青函トンネル特別講演会 R5.3.12  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

青少年交流センターオープニン
グセレモニー 

R5.3.22  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

出席が必要な日数    11 7 7 13 9 9 8 15 20 

出席日数    11 7 7 13 9 9 8 15 20 

欠席した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

遅刻・早退した日数    0 0 0 0 0 0 0 0 0 

出席率（％）    100 100 100 100 100 100 100 100 100 

 
⑤その他団体関係 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

相撲協会総会 R4.4.27  ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ 

第 34 回やるべ福島イカまつり R4.8.13  ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ 

FOOD STADIUM 2022 R4.9.18  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

秋の交通安全運動町民大会 R4.9.21  ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ 

福島吉岡漁業協同組合通常総会 R5.3.31  ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

出席が必要な日数    1 1  1    2 5 

出席日数    1 1  1    2 5 

欠席した日数    0 0  0    0 0 

遅刻・早退した日数    0 0  0    0 0 

出席率（％）    100 100  100    100 100 

⑥行政視察等受入れ関係 

会議 ・ 行事名 年月日 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

欠員 佐藤 平沼 木村 川村 杉村 藤山 小鹿 平野 溝部 

栗山町議会視察受入れ R4.9.29 ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ ○ 

様似町議会視察受入れ R4.10.12 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

愛媛県愛南町議会視察受入れ R4.10.31 ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ ○ 

群馬県桐生市議会視察受入れ R4.11.2 ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ ○ 
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長崎県松浦市議会視察受入れ R5.2.1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 

出席が必要な日数     3      3 5 

出席日数     3      3 5 

欠席した日数     0      0 0 

遅刻・早退した日数     0      0 0 

出席率（％）     100      100 100 

 

資料７ 議長・副議長の出張等 

№ 用       務 出張地 年 月 日 
溝

部 

平

野 

1 長谷川岳政経セミナー 函館市 R4.4.23   ○ － 

2 
北海道経済連合会シンポジウム「津軽海峡経済圏を

創る第二青函トンネル構想」 
函館市 R4.5.18   ○ ○ 

3 渡島総合開発期成会役員会 函館市 R4.5.27   ○ － 

4 おおさか誠二政経セミナー 函館市 R4.5.29   ○ － 

5 全国議長・副議長研修会 東京都 R4.5.29 ～ R4.5.31 ○ － 

6 函館市市政施行 100 周年記念式典 函館市 R4.8.1   〇  

7 鈴木宗男・鈴木貴子第 17 回北海道セミナー 札幌市 R4.10.1 ～ R4.10.2 ○ － 

8 全国町村議長大会 東京都 R4.11.8 ～ R4.11.10 ○ － 

9 全国過疎地域連盟定期総会 東京都 
R4.11.1

4 
～ R4.11.15 ○ － 

10 渡島町村議会議長会定期総会 函館市 R5.1.20   ○ － 

11 おおさか誠二陽春国政報告会 函館市 R5.3.12   ○ － 

12 鈴木直道 道南総決起大会 函館市 R5.3.18   ○ － 
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資料８ 議会の評価・議員の自己評価の結果 

（１）令和４年度分の「議会評価」結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 評価の分類：○＝「概ね一定の水準にある」 △＝「一部水準に達していない」 ▲＝「取組みが必要」 】 

主要評 

価項目 
具体的な項目 

過去3年間の評価 R4 

評価 
摘         要 

R 元 R2 R3 

１． 

議会の

活性度 

①一般質問 

 （人数・項目件数） 
〇 △ △ 〇 

R4 年度の一般質問件数は 15 人・16 項目であり、人数・項目件数ともに昨年
度と同数となっている。１定例会平均質問者数 3.8 人(41.6%)（全国 6.2 人
(52.5%)、全道 4.5 人(41.3%)、渡島管内 4.1 人(33.6%)）となっている。より
積極的な一般質問への取組みが必要である。 

②質疑・意見交換 ○ ○ ○ ○ 

本会議、常任委員会、予算・決算審査特別委員会等での審議を活発に行って
いる。常任委員会所管事務調査数は 31 件（総務教育常任委 12 件、経済福祉
常任委 19 件）となっている。引き続き質疑・意見交換内容を充実する。（平
均質疑者・回数：定例 3 人 6.3 回、定例外 1.0 人 1.9 回、委員会 3.6 人 
15.6 回）（平均意見交換者・回数：定例 0.8 人 1.0 回、定例外 0.5 人 0.9
回、委員会 3.6 人 12.6 回） 

③討議・討論（本会議） △ △ △ △ 

常任委員会所管調査、事前勉強会等の実施により本会議での討議・討論は少
ないものとなっているが、引き続き「議員間討議要綱」に基づき、論点・争
点を明らかにした討議・討論への取組みが必要である。 
（R3＝0 件、R4＝0 件） 

④討議（委員会） ○ ○ ○ ○ 
各種委員会において質疑・意見交換で出された内容を論点整理した項目に沿
って活発な議員間討議を行っている。 
（R4 開催日数：常任委員会=20 日、特別委員会=7 日） 

⑤議員提案 ○ ○ ○ ○ 
所管事務調査結果を行政側に手交することで議会の考えが政策等に反映され
ている。一般質問項目、「町民と議員懇談会」意見についても常任委員会で
検討したが、所管調査として取組む事案はなかった。 

⑥文書質問 △ △ △ ▲ 
R4 年度の実績はなかった。これまでも質問が特定の議員に偏っており、項目
数も低下傾向が続いていることから、政策提案等に向けた文書質問への取組
みが必要である。（R2＝実 1 人、4 項目 R3＝実 1 人、2 項目 R4＝0 人） 

２． 

議会の

公開度 

①会議の公開 ○ ○ ○ ○ 本年度は 100％公開し、委員会もライブ中継・録画配信を行っている。 

②審議記録の公開 ○ ○ ○ ○ ホームページで全て公開している。 

③審議前会議資料の公開 ○ ○ ○ ○ 基本的に全て公開している。（議場・ホームページ） 

④議会経費の公開 ○ ○ ○ ○ 
決算内容を含め、交際費・政務活動費などの詳細も全て議会だより・ＨＰで
公開している。 

⑤視察報告の公開 ○ ○ ○ ○ 本会議・ホームページで公開している。 

⑥全員協議会の公開 ○ ○ ○ ○ ライブ中継・録画配信を行っている。 

⑦会議公開の充実 
 （ライブ中継） 

○ ○ ○ ○ 
適宜、配信機器の更新を実施し、鮮明な映像配信を行っている。町民要望に
応え、スマートフォンでの視聴も可能（R 元からライブも視聴可能）となっ
ている。 全道＝85 議会（議会中継実施） 

３． 
議会の

報告度 

①議会だより・速報版等の

発行 
○ ○ ○ ○ 

議論状況や内容をより分かりやすくまとめ、質疑等の掲載も充実させた。
H28.6 月発行分からは文字サイズを拡大している。 
全道＝単独発行 125 議会 

②議会ホームページの運用 ○ ○ ○ ○ 
H28 年 3 月より議会ホームページをリニューアルしている。引き続き、迅速
な公開に努める。 全道 HP＝131 議会 

４． 

住 民 

参加度 

①各種団体との懇談会の開

催（常任委員会の活動） 
△ △ ○ △ 

R4 年度は開催実績なし。テーマと開催方法（住民主催等）を工夫した取組み
が必要である。 
 [懇談会：R2＝0 回、R3＝9 回、R4＝0 回] 

②町民と議員との懇談会の

開催（議会報告会） 
○ ○ ○ ○ 

R4 も議員を 3 班に分け町内会単位で実施した。引き続き懇談内容充実への取
組みが必要である。前回開催時にコロナ感染症関連で延期となった地区につ
いても R4.5 月に実施した。（R3 延期分＝4 日間・11 会場 46 人、R4＝6 日
間・17 会場 86 人）全道＝39 議会 

③参画者への対応と参加度 ○ △ △ △ 

参画者にも同様の資料を用意している。討議への参画が課題である。 
（R3＝定例 10 人、平均 2.5 人 定例外 3 人、平均 0.8 人） 
（R4＝定例 15 人、平均 3.8 人 定例外 3 人、平均 0.4 人） 
（全道平均＝定例 7.4 人、定例外 1.0 人） 

④休日・夜間議会の開催 ○ ○ ○ ○ 
H19 から夜間議会(定例）を開催している。 
（参画者 R3＝4 人、R4＝6 人）全道＝夜間 2 議会、休日 5 議会 

 

「議会活動評価要綱」に基づき、議会活動を主要10項目と具体的な

40項目に区分し議員・議会の活動状況の基礎資料と、全国・全道の町

村議会の実態や先進的な運営をしている議会などと比較検討し、議会

運営委員会（ 4月28日決定）が評価し、諮問
しもん

会議で内容を検討して

町民に公表するものです。 

 

昨年と比べ「文書質問」「各団体との懇談会」について一段階引き

下げ、「一般質問」「研修等への効率的な取組」について一段階引

き上げています。引き続き「町民が実感できる政策を提言する議

会」を目指し、評価結果・諮問
しもん

会議の意見を参考にしながら新たな

課題を設定し、豊かな町づくりを目指して不断の努力を続けてまい

ります。 
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議会評価に対する 諮問会議の意見 

【議会評価に対する諮問会議意見】 
◎議会運営委員会による議会評価は適切である。 
 各種団体との懇談会については、議会から各団体へ声掛けをし積極的に開催されるよう望む。 

 

主要評 

価項目 
具体的な項目 

過去3年間の評価 R4 

評価 
過去3年間の評価 

R 元 R2 R3 

５． 
議会の
民主度 

①一般質問の改善（一問一答
方式、回数・時間制限廃止） 

○ ○ ○ ○ 
一問一答方式を実施している（H12）。質問回数・時間の制限規定を廃止し
ている（H20）。  全道＝118 議会（一問一答方式採用） 

②説明員との対面方式 ○ ○ ○ ○ 庁舎建設時から実施している（H6）。  全道＝132 議会 

③一般質問の答弁書配付 ○ ○ ○ ○ 
実施済み（H13.9）。質問に関する的確な（漏れや補足答弁を必要としな
い)通告書、答弁書となるよう改善に努めている。 

④議会における選挙の改善 
（正副議長選挙での所信表明） 

    ○ ○ 正副議長選出の際の所信表明を福島町議会基本条例(H20)で規定している。 

６． 

議会の
監視度 

①長との適正な関係の維持 
（議員の政治倫理に関する取
り組みの経過） 

○ ○ ○ ○ 
議会議員の不当要求行為等を防止する条例を制定（H20）、条例内容を拡充
した議会議員政治倫理条例を制定（H30）、町長との適正な緊張関係を維持
している。 

②全員協議会の適切な運用 ○ ○ ○ ○ 事前協議となるような執行者からの要請による開催はしない。 

③議会権能（けん制・批判・

監視等）の適切な遂行 
○ ○ ○ ○ 

定例会毎に議会運営等に係る反省点等を文書にまとめ、行政側に手交し説
明している。常任委員会所管事務調査で取りまとめた調査意見（報告書）
を行政側に手交し説明、意見交換することで委員会の意向が政策に反映さ
れている。 

④一般質問等答弁事項の追跡

調査 
○ ○ 〇 〇 

本会議、予算・決算審査特別委員会での一般質問等に対する町長、副町
長、教育長の答弁内容に一定の指定事項を設け、追跡調査を行っている。 
（追跡調査件数 R2＝1 件、R3＝4 件、R4＝1 件） 

７． 
議会の

専門度 

①所管事務調査の充実強化 ○ ○ ○ ○ 

常任委員会の所管事務調査は論点・争点を整理し委員間で討議し意見をま
とめている。委員会の意見が政策に反映されるよう、調査意見（報告書）
を行政側に手交し説明、意見交換している。〔調査件数 R3=24 件、R4=31
件〕 

②政策立案・審議能力の向
上・強化 

○ ○ ○ ○ 

各常任委員会所管事務調査において、条例の制定・改正、事業計画等の案
件について、議会として町民の利益になるような修正意見を提言してい
る。 
・町民プール屋根改修工事 ・学校給食の地元食材活用 
・有害鳥獣残滓減量化施設の整備 ・町内除雪支援体制の整備 
・家庭ごみ減量化対策等 
令和 3 年度決算に基づき 67 件（総務教育常任委関連 39 件、経済福祉常任
委関係 28 件）の事業について行政評価をした。  

③議決権範囲の拡大 ○ ○ ○ ○ 

町の主要計画を議決対象としたことで、各計画が広く認識され内容の充実
に繋がっている。継続的に見直しを行っており現在の議決対象計画等は 13
件となっている。（令和 4 年度は新たに追加・削除した議決対象計画等は
なし。） 

８． 

事務局
の充実 
度 

①議場等の整備充実 ○ ○ ○ ○ 
議場映像設備(R 元)、議場等音響設備(H28)の更新を行うなど、設備の適正
管理により映像配信等の精度向上が図られている。タブレット端末の導入
(R3)により議案等のペーパーレス化も図られている。 

②事務局の充実強化 ○ ○ ○ ○ 
情報公開の迅速化、情報・資料収集の充実、法務能力の向上などに取り組
んでいる。職員体制は正職員 3 人、会計年度任用職員 1 人で充実している 

９． 
適正な

議会機 
能 

①法規定以外の執行部付属機
関への委員就任廃止 

○ ○ ○ ○ 法定となっている、都市計画審議会のみ就任している。 

②適正な議会経費 ○ ○ ○ ○ 

諮問会議の答申を踏まえ、適正な議会活動費の基準となる標準額を決定、
平成 30 年度に見直している。令和 4 年度からはペーパーレス会議システム
に係る費用が追加された。（当初標準額＝3,184 千円・H30 見直し標準額＝
4,355 千円、R4 予算 5,549 千円） 

③議会の自主性強化 ○ ○ ○ ○ 

「議会基本条例見直し検討による行動計画」に基づき課題に取り組んでい
る。平成 21 年度より年度を会期（期間）とした「通年議会」を実施してい
る。議会基本条例等の検証と実績の反映を期し、平成 30 年度に全体的にわ
かりやすく改正、新たに 2 条例・7 要綱を制定（議会参画条例・政治倫理
条例等） 

④議会付属機関の設置 
（議会基本条例諮問会議） 

○ ○ ○ ○ 
議会基本条例諮問会議を設置し毎年度数項目を諮問し、それぞれ答申を受
け議会活動に反映している。諮問会議条例の改正（R4.1）；諮問委員数を
5 名から 10 名に増員。（産業・文化・スポーツ団体等の推薦、公募） 

 ⑤系統議長会の体制整備 ○ ○ ○ ○ 
道議長会に対し、町村議会が利用しやすいホームページへの見直しを要望
している。（資料提供、道内の町村議会へのリンク等） 

 ⑥条例の制定・改正     ○ ○ 
・福島町議会個人情報保護条例の制定（３月会議） 
 議会における個人情報を保護するため議会独自の個人情報保護条例を制
定 

10． 

研修活
動の充
実強化 

 ①研修の効率的な取組み ○ △ △ ○ 

本会議等の事前勉強会を実施し議案等の要点や問題点を確認している。議
員研修会の報告をし情報共有を図っている。R4 年度は新型コロナウイルス
の感染拡大も落ち着きを見せ始めた 10 月に、経済福祉常任委員会委員を中
心に政務活動費を活用して福島県富岡町の有害鳥獣処理施設への視察研修
を行った。 

 ②視察受入れ市町村等     ○ ○ 

R4 年度に受け入れた視察の数は 5 件となっており、うち議会改革等に関係
する視察を道内栗山町、愛媛県愛南町、群馬県桐生市から、アワビ陸上養
殖事業への視察を道内様似町から、友好町交流事業への視察を長崎県松浦
市から受入れました。（R2＝1 件、R3＝0 件、R4＝5 件） 
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（２）令和４年度分の「議員の自己評価」結果 

平成 17 年から始めた議員の自己評価は、

今回で 18 回目となります。右表の５主要指

針に基づいて具体的に取り組んだ事項を３段

階で自己評価したものです。  

 集計の結果、「取組の評価」については、項目全体

の 168項目中、「○ほぼ満足」が 83件で 49%、「△努

力が必要」が 77件で 46%、「▲さらに努力が必要」が

８件で５%となりました。 

 次に、「成果の評価」については、項目全体

の 168 項目中、「○ほぼ満足」が 46 件で 27%、

「△努力が必要」が 84 件で 50%、「▲さらに努

力が必要」が 38 件で 23%となりました。 

 取組の評価では「○ほぼ満足」が 49％です

が、成果の評価では 27％と大きく差がありま

す。 

今後も各議員の取り組みが今まで以上に成

果として反映されるように努力する必要があ

ります。  

議員個人としての活動については、２名の

議員から報告がありました。  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

主要指針 評価の指針等 

1.態 度 評 価  

町 民 の 立 場 で 発 言 ・ 行 動 を
し て い る か 。 議 会 で の 態 度
（ 居 眠 り 、 私 語 な ど ） 、 審
議 の 態 度 （ 品 位 の 保 持 、 審
議 へ の 協 力 ）  

2.監 視 評 価  
一般質問、討論、質疑・意
見交換・討議（発言）など
で行政執行をチェックした
か。  

3.政 策 提 言 評 価  

町 民 の 意 向 を 政 策 に 反 映 さ
せ る た め 、 行 政 へ の 一 般 質
問 、 討 論 、 質 疑 ・ 意 見 交
換 ・ 討 議 （ 発 言 ） な ど で 政
策 提 言 を し た か 。  

4.政 策 実 現 評 価  

一般質問、討論、質疑・意
見交換・討議（発言）など
で指摘した事項が改善され
たか。政策提言した事項が
実現したか。  

5.自 治 活 動 ・ 議

会 改 革 取 組 み

評 価  

議 会 報 告 を し て い る か 。 地
域 活 動 へ 参 加 し て い る か 。
町 づ く り な ど へ の 貢 献 度 は
ど う か 。 町 民 ニ ー ズ の 把 握
は ど う か 。  

□自己評価は次の指針により実施していま

す。す。 

●議員活動の目標（公約） 
選挙公報による公約とともに、適正な議会・議員の役割を果たすために、前年の自己評価による反省点や

課題などを翌年の議会・議員活動の目標（公約）として、平成 19 年から公表しています。 

本年度は、9 名の議員で総数 137 項目（昨年度：9 名提出 161 項目）となりました。 

○議員別の評価集計 

議 員 名 佐 藤 孝 男  平 沼 昌 平  木 村  隆  川 村 明 雄  杉 村 志 朗  

項    目 成 果  取 組  成 果  取 組  取 組  取 組  成 果  取 組  取 組  結 果  

〇 ほぼ満足 12 9 12 7 10 9 11 3 10 5 

△ 努力が必要 2 5 5 8 5 5 8 16 1 1 

▲ さらに努力が必要 0 0 0 2 0 1 2 2 2 7 

計 14 14 17 17 15 15 21 21 13 13 
 

議 員 名 藤山  大  小鹿昭 義  平野隆 雄  溝部幸 基  合   計  

項    目 取組  結果  取組  取組  取組  結果  取組  結果  取組  結果  

〇 ほぼ満足 13 7 3 0 2 1 10 5 83 46 

△ 努力が必要 9 13 10 13 15 10 22 13 77 84 

▲ さらに努力が必要 0 2 0 0 1 7 3 17 8 38 

計 22 22 13 13 18 18 35 35 168 168 

〔分野別の評価種類は、次のとおり省略しています。「取組」＝取組の評価  「結果」＝結果の評価〕 

○議員個人としての活動 

 藤山 大 溝部幸 基  

報告会等の実施 ― 1 

議員だよりの発行 ― ― 

個人ホームページの開設 ― ○ 

そ の 他 ○ ― 
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｢議員｣の評価結果（個人票） 

評価の分類： ○＝「ほぼ満足」 △＝「努力が必要」 ▲＝「さらに努力が必要」 

評価期間：令和４年４月～令和５年３月 経済福祉常任委員長、議会運営委員、 

渡島西部広域事務組合議会議員  
議員歴 28 年 

 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

教育 

学校給食での地場作物利用強化 〇 〇 

食育の取組み推進 ○ △ 

体験学習の推進 △ △ 

その他 

町民との懇談、各産業団体との懇談を通して

議会活動に役立てる 
○ ○ 

各種行事の積極的な参加 ○ ○ 

第 2 青函トンネルの実現に向けての推進 ○ ○ 

松前半島道路の早期実現に向けた推進 ○ ○ 

 

議会運営委員長、経済福祉常任委員、 

渡島廃棄物処理広域連合議会議員    
議員歴 18 年   

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

第２青函トンネル構想実現に向けた町内外に対
する活動 ○ ○ 

IT 環境の整備促進と移住者を呼び込む定住環
境の整備促進 ○ ▲ 

防災対策と危機管理の提言 ○ ○ 

財政 

財政健全化に向けた効率的な財政運営に対する
提言 

○ △ 

有利な財源を使った町内経済の活性化等の提言 ○ △ 

人口減少に対する積極的な財政支援と効率的な
事業支援の提言 ○ △ 

経済 

農林水産業の担い手対策と町内雇用の創出 

（地元企業の雇用環境の充実を含む） 
△ △ 

地場産品の開発と研究・異業種とのマッチング
を進める人材・団体の助成 △ △ 

地場産品の地産地消に向けた自律循環システム

の構築に対する提言 △ △ 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

福祉 

新型コロナウイルスに対する感染対策とウィ

ズコロナの対応に向けた取組の提言 ○ ○ 

高齢化人口に対する福祉環境の充実と施設環

境の整備に向けた提言 ○ ○ 

健康福祉の向上と医療費抑制に対する提言 

（がん検診の向上） ○ ▲ 

教育 

ゆとりのある子育て環境の充実と英語教育の
充実 

△ 
△ 

小中高一貫教育の在り方と IT 教育の充実 △ △ 

その他 

議会議員の魅力化と町民参画型議会活動の充
実 

（議員のなり手不足対応に向けて） 

○ ○ 

松前・福島間の現国道に対する防災対応の迂
回道路建設に向けた提言 ○ ○ 

鳥獣駆除に対する環境整備と担い手確保に向

けた提言 
○ ○ 

 

平 沼 昌 平 67 歳 

佐 藤 孝 男 76 歳 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

若者の定住と雇用の場の推進 △ △ 

大型公共施設に向けての提言（吉岡温泉ゆと

らぎ館、種苗センター） 
○ ○ 

財政 財政健全化の推進 ○ ○ 

経済 
一次産業の振興と新規就業者の育成 〇 △ 

ほだ木確保のため町有林調査、作業路の整備 ○ △ 

福祉 

町立診療所の健全運営 〇 ○ 

予防医療の推進 〇 〇 
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総務教育常任委員長、議会運営委員 議員歴 15 年   

 

総務教育常任委員、渡島西部広域事務組合議会議員 議員歴 24 年   

 

  

川 村 明 雄 77 歳 

木 村  隆 43 歳 総務教育常任委員 議員歴 16 年 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

防災無線の役割の検証 △ △ 

産学官の新たな展開、可能性を探求 〇 △ 

第２青函トンネルの活動推進 〇 △ 

財政 

大型公共事業に伴う財源の確保 〇 〇 

コロナ交付税を利用した景気循環政策 〇 〇 

ウッドショック、円安など物価上昇に伴う対策 △ 〇 

経済 
吉岡漁港整備と漁獲向上対策 △ △ 

木材チップ等林業政策の充実 〇 〇 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

ゼロカーボン対策の推進 ▲ ▲ 

第二青函トンネル構想の推進 △ △ 

道の駅構想への考察提言 △ △ 

財政 

各基金の有効活用 △ △ 

町内経済活性化対策 ○ △ 

特別職の財政負担考察 △ △ 

経済 

陸上養殖アワビ生産拡大対策 ○ △ 

寄付された森林等の活用施策と林産業の開発
促進 

○ △ 

地場産品の開発、ブランド化対策 △ △ 

福祉 
障害者の雇用促進 ○ △ 

シルバー人材センターの考察 ○ △ 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

福祉 がん検診受診率向上対策 ○ △ 

教育 

福島高校の魅力開発対策 ○ ○ 

教員の働き方対策 △ △ 

小中高一貫教育の考察 △ △ 

その他 

町民要望に対する即時対応 ○ ○ 

若年層の文化活動の推進 ○ ○ 

今冬の降雪被害建物の解体 △ △ 

ウクライナ国民難民受け入れ計画 ▲ ▲ 

町内公衆トイレの美化対策 ○ △ 

中古住宅利活用対策の考察 ○ △ 

 

杉 村 志 朗 74 歳 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

第２青函トンネル構想の早期実現の推進 〇 〇 

景観が損なわれる空き家住宅の調査 〇 ▲ 

安定的定住対策の推進 〇 △ 

財政 
コロナウイルス後による町内景気の回復 〇 ▲ 

町内診療所の経営黒字化の実現努力 △ ▲ 

経済 
町内スポーツ施設利用者増に期待 〇 ▲ 

養殖アワビ飼育の安定営業 〇 〇 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

福祉 
少子化対策と高齢者医療の充実 〇 〇 

社会福祉協議会の健全経営 〇 〇 

教育 

地元、小・中学生徒のスポーツ活動の支援 〇 〇 

福島商業高校における募集成果に期待 〇 ▲ 

その他 

桧倉地区の水田跡地の活用 ▲ ▲ 

運転免許証返納者への対応 ▲ ▲ 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

福祉 

介護従事者の作業効率を上げる仕組み作り △ △ 

国保税統一化に伴う影響を注視 〇 〇 

ゴミ減量化施策 △ 〇 

教育 

コロナ禍における学校教育の充実 〇 〇 

高校の町外生徒受け入れ対策 〇 〇 

プログラミング教育講座の再考 〇 ▲ 

その他 子育て環境の充実 〇 〇 
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経済福祉常任副委員長   議員歴 10 年 議員歴 8 年   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

藤 山 大 48 歳 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

第２青函トンネル構想推進 ○ ○ 

若者の定住・少子化対策と高齢者にやさしい
町づくりの政策提言 

△ △ 

危険と思われる町道整備と防災のスピーディ
ーな対策の推進 

○ △ 

財政 

優先順位を持った財政運営の推進 ○ ○ 

町立診療所運営健全経営推進 △ ▲ 

経済 

一次産業のさらなる発展への提言 △ △ 

漁業者へのやさしい対応と漁獲量につながる
新たな提言 

○ ○ 

農業者へのやさしい対応と後継者育成 △ △ 

新型コロナ感染症対策（人的支援・町内経済
支援） 

○ △ 

B 級グルメ等福島町の良さの PR 強化 ○ ○ 

福祉 町民が安心安全な町づくりとサポート体制 △ △ 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

教育 

福島商業高等学校存続対策 ○ △ 

今後の小学校のあり方（福島小学校と吉岡
小学校の統合） 

△ △ 

文化・伝統を後世に残すための取り組み
（四ヶ散米行列、奴行列、荒馬、七福神

等） 

△ △ 

豪雪・暴風（災害）による休校時のzoomを
活用した自宅授業を提言 

○ △ 

その他 

今後の「道の駅」のあり方 △ ▲ 

各種行事への積極的な参加 ○ ○ 

各種団体と協力し、経済効果に繋がる集客
力が期待できるイベントへ発展させるため
の提言 

△ △ 

松前半島高規格道路整備の推進 ○ △ 

観光客を増やすためのＰＲ（岩部クルー
ズ・両記念館等） 

○ ○ 

インターネットを使っての報告（YouTube、

Twitter、Zoom） 
○ ○ 

吉岡温泉の予算を含めたチェック ○ △ 

 

小 鹿 昭 義 70 歳 経済福祉常任委員、議会運営委員 議員歴 3 年 

  

 
分野 具 体 的 な 項 目 

評 価 

取組 成果 

行政 

一人ひとりが輝く、みんなが主人公のまちづく
りへの提言 

△ △ 

第２青函トンネルの構想実現 〇 △ 

新しい風を吹き込み、安全安心で町民と共に、
未来に向かうまちづくりへの提言 

△ △ 

財政 

財政歳入歳出の更なる透明化の向上を図り、健
全な町運営を推進、町関係施設の黒字化を提言 

△ △ 

経費全体についての見直しを行い、予算編成の

見直しを提言 
△ △ 

経済 

農業、漁業、水産、林業、商工業、観光などの
地場産業の振興の推進 

△ △ 

自然、文化、歴史など、まちの特性を活かした
広域観光事業の推進 

△ △ 

新卒者や求職者のための雇用の場を確保するた
め企業誘致の推進を提言 

○ △ 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

福祉 

お年寄りや身体の不自由な方の要望に応え

ていく仕組みの確立化を推進 
△ △ 

子どもたちの社会教育の充実を目的に、お
年寄りとの交流機会を推進 

△ △ 

教育 

低学年向けにネイティブでやさしい英会話
教育の場を提言 

△ △ 

家庭、学校、社会が連携した町民主体の文
化、スポーツ活動を支援し、自ら学ぶ意欲

と個性を伸ばしていく教育を推進 

△ △ 

その他 
町民の目線に立ち、町議、町職員と共に、
話し合い、「町民のためになるのか。なら
ないのか。」を見極め、課題に取り組む 

○ △ 
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副議長、広報・広聴常任委員会委員長、総務教育常任委員会副委員長、・

経済福祉常任委員会委員、渡島廃棄物処理広域連合議会議員    
議員歴 27 年   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 野 隆 雄 74 歳 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

第２青函トンネル構想推進の実現へ △ △ 

町内景気の活性化推進で交流人口増 △ △ 

福島川改修事業の早期実現 ○ △ 

財政 

財政調整基金の活用 △ △ 

町立診療所運営の健全経営実現 △ △ 

各町内会館の再編推進 △ △ 

経済 

養殖コンブ製品増の推進 △ △ 

スルメ加工以外の商品開発推進 △ ▲ 

アワビカレー更なる生産増 △ ▲ 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

福祉 

超高齢化と超人口減少に対する町づくりの

提言 

△ ▲ 

吉岡温泉ゆとらぎ館新築の早期実現へ △ △ 

がん検診の検診率向上推進 △ ▲ 

教育 

少子化の中の教育行政推進 △ △ 

学芸員配置で縄文土器等による町づくりで
交流人口増 

△ ▲ 

青少年交流センター建設の推進 ○ ○ 

その他 

学校等における相撲人口増で横綱の里推進 △ ▲ 

岩部海岸クルーズ中心の交流人口の活性化
推進 

△ 
△ 

木古内、知内、福島、松前に高規格道路整
備の推進 

▲ ▲ 

 
溝 部 幸 基 75 歳 議長、総務教育・経済福祉常任委員会委員、 

渡島西部広域事務組合議会議長 
議員歴 42 年 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

行政 

「両基本条例」の目的達成に向けた活動推進 △ △ 

自律、協働の「小規模多機能自治」に関する調査 △ ▲ 

「公契約条例」に関する調査研修 △ ▲ 

行政サービスの効率的な運営への提言(外部委託
等) 

△ ▲ 

防災対策の提言(災害弱者・訓練・冬季対策等：
危機管理に関する研修） 

△ △ 

過疎自治体における政策推進のあり方 △ ▲ 

浄化槽（下水道整備）の普及推進 ▲ ▲ 

第２青函トンネル構想実現に向けた活動推進 〇 △ 

財政 

財政健全化への取組(予算・決算審査・行政評価
充実：基金の有効活用) 

△ △ 

退職手当制度の抜本的改善 ▲ ▲ 

各団体等への補助金、事業助成金等の在り方 △ △ 

経済 

仕事の創出(起業)に挑戦できる支援システムの創設 △ △ 

異業種連携による｢福島ブランド｣の開発 △ ▲ 

地場産品の６次産業化に関する調査研修 △ ▲ 

産業団体と課題に取組む産業公社的仕組みづくりの
調査研修 

△ ▲ 

地産地消、食育、環境リサイクルで「自律循環型

の町づくり」の研修 

△ ▲ 

鳥獣捕獲処理に関する調査研修（施設建設関連） 〇 〇 

制度融資の貸し剥がしに関する調査研究 〇 〇 

 

分野 具 体 的 な 項 目 
評 価 

取組 成果 

福祉 

過疎自治体における超高齢化対策に関する調査 △ ▲ 

「健康な町づくり」(全町的取組み)で医療費の節減 △ ▲ 

公立診療所の在り方に関する調査研修 △ ▲ 

在宅介護支援体制の整備（社会福祉協議会の役
割） 

△ ▲ 

家庭ごみ等減量対策の具現化に向けた調査研修 〇 △ 

教育 

小中一貫教育、コミュニティースクールの調査 ▲ ▲ 

過疎自治体における高等教育推進に関する調査 △ △ 

「子育て基本条例」制定に向けた取組み(情報収

集・研修) 

△ ▲ 

「自分(達)ですべき事は自分(達)でする」主体性を
もった自治活動の推進 

△ ▲ 

食育・地産地消の推進(「食育基本計画」→情報
周知・実践計画・研修) 

△ △ 

その他 

わかりやすく、町民が参加出来る議会の実現(議

会基本条例の周知) 

〇 △ 

活発な討議(討論)ができる議会の実現 〇 △ 

政策的な提案のできる議会の実現 〇 △ 

幅広い情報収集、積極的な研修参加 〇 〇 

視察の積極的な受け入れ（栗山町、愛媛県愛南

町、群馬県桐生市、長崎県松浦市、様似町） 〇 〇 

ホームページの充実(提案、情報発信、参加型) △ △ 

各種行事への積極的な参加 〇 〇 
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（３）令和５年度の「議員活動の目標」（公約） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川 村 明 雄 

分野 具体的な目標項目 

行政 

若者の定住と雇用の場の推進 

大型公共施設（吉岡温泉、種苗センター）の健全な

運営を注視 

財政 財政調整基金の健全な運用 

経済 

陸上養殖アワビの生産拡大 

一次産業の振興と新規就業者の育成 

ほだ木の確保のため町有林調査と作業路の整備 

 

 

分野 具体的な目標項目 

行政 

IT 環境の整備促進と移住者を呼び込む定住環境の整

備促進 

第２青函トンネル構想実現に向けた町内外に対する

活動 

防災対策の対応（避難路確保、避難備蓄庫等）と危

機管理の熟成を提言 

財政 

人口減少に対する積極的な財政支援と効率的な事業

支援の提言 

子育て環境整備と出生率向上に向けた財政支援策に

ついて提言 

経済 
農林水産業の担い手対策と地元企業の雇用環境の充

実 

 

議員活動の目標（公約）（個人票） 
目標期間：令和５年４月～令和５年８月 

 

木 村   隆 

分野 具体的な目標項目 

行政 
総合計画６次への提案、提言 

当町の脱炭素政策の具体的な方向性 

財政 大型公共施設完成後の財政運営の注視 

経済 
コロナ５類移行後の経済循環政策 

昆布養殖作業効率向上政策 

 

平 沼 昌 平 

佐 藤 孝 男 

分野 具体的な目標項目 

行政 第２青函トンネル構想の推進 

財政 
各基金の有効活用対策 

特別職の財政負担の考察 

経済 
森林林業、林産業の活性化対策の推進 

陸上養殖アワビの生産拡大対策 

 

分野 具体的な目標項目 

福祉 
町立診療所の健全経営 

予防医療の推進 

教育 

学校給食での地場産物利用強化 

食育の取組み、体験学習の推進 

高校の町外からの受け入れ強化 

その他 

第２青函トンネルの実現に向けての推進 

松前半島道路（防災道路）の推進 

各種行事の積極的参加 

 

 

分野 具体的な目標項目 

経済 

移住促進に向けた対応と地元町民の理解による協力

体制への提言 

高齢者再雇用に向けた町内企業への率先した財政支

援 

福祉 

ウィズコロナの対応に向けた生活環境の取組の提言 

高齢化人口に対する福祉環境の充実と施設環境の整

備に向けた提言 

教育 

道立福島商業高校存続のための生徒確保に向けた取

組と提言 

小・中・高一貫校に向けた町独自の教育体系 

その他 

議会議員の魅力化と議会活動の見える化に向けた取

組 

女性議員・若手議員等、なり手確保のための議会改

革 

 

分野 具体的な目標項目 

教育 
義務教育予算の確保（教科担任制など） 

高校入学生徒のＰＲ 

その他 
松前半島道路（防災道路）計画の遂行  

第二青函トンネルの機運向上政策  

 

分野 具体的な目標項目 

福祉 シルバー人材センターの考察 

教育 
福島商業高校の安定的な入学生確保対策 

教員の働き方対策の推進 

その他 中古住宅の現況、維持等、短信対策 
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杉 村 志 朗 

藤 山 大 

分野 具体的な目標項目 

行政 
第２青函トンネル構想の早期実現の推進  

安定的定住対策の推進  

財政 
コロナウイルス後による町内景気の回復  

町内診療所の経営黒字化の実現努力 

 

小 鹿 昭 義 

分野 具体的な目標項目 

福祉 町民が安心安全な町づくりとサポート体制 

教育 

福島商業高等学校存続対策 

文化・伝統を後世に残すための取り組み 

（四ヶ散米行列、奴行列、荒馬、七福神等） 

その他 

今後の「道の駅」のあり方 

各種行事への積極的な参加 

各種団体と協力し、経済効果に繋がる集客力が期待
できるイベントへ発展させるための提言 

松前半島高規格道路整備の推進 

観光客を増やすためのＰＲ（岩部クルーズ・両記念
館等） 

インターネットを使っての報告（YouTube、
Twitter、Zoom） 

 

分野 具体的な目標項目 

福祉 

お年寄りや身体の不自由な方の要望に応えていく仕

組みの確立化を推進 

お年寄りを助成する施設や、民間企業への支援を推

進 

教育 

小・中学生のパソコンを使ったプログラミングなど、資

格取得へ向けた学習の提言 

家庭、学校、社会が連携した町民主体の文化、スポ

ーツ活動を支援し、自ら学ぶ意欲と個性を伸ばして

いく教育を推進 

その他 

町民の目線に立ち、町議、町職員と共に、話し合

い、「町民のためになるのか。ならないのか。」を

見極め、課題に取り組む 

 

分野 具体的な目標項目 

経済 町内スポーツ施設利用者増に期待  

福祉 
少子化対策と高齢者医療の充実  

社会福祉協議会の健全経営 

教育 地元、小、中学生のスポーツ活動への支援  

 

分野 具体的な目標項目 

行政 

第２青函トンネル構想推進 

若者の定住・少子化対策と高齢者にやさしい町づく

りの政策提言 

危険と思われる町道整備と防災のスピーディーな対

策の推進 

財政 
優先順位を持った財政運営の推進 

町立診療所運営健全経営推進 

経済 

一次産業のさらなる発展への提言 

漁業者へのやさしい対応と漁獲量につながる新たな

提言 

農業者へのやさしい対応と後継者育成 

新型コロナ感染症対策（人的支援・町内経済支援） 

B 級グルメ等、福島町の良さの PR 強化 

 

分野 具体的な目標項目 

行政 

一人ひとりが輝く、みんなが主人公のまちづくりへの提言 

第２青函トンネルの構想実現 

新しい風を吹き込み、安全安心で安定したまちを構

築し、町民と共に未来に向かうまちづくりへの提言 

財政 
財政歳入歳出の更なる透明化の向上を図り、健全な

町運営を推進、町関係施設の黒字化を提言 

経済 

農業、漁業、水産、林業、商工業、観光などの地場

産業の振興の推進 

物価高による町民に対する経済面の支援を提言 

新卒者や求職者のための雇用の場を確保するため企

業誘致の推進を提言 
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分野 具体的な目標項目 

行政 

第２青函トンネル構想の早期実現推進 

町内景気活性化推進で交流人口増 

福島川改修事業の早期実現 

財政 

財政調整基金の有効活用 

コロナ後の町立診療所運営の健全経営 

町内会にあった新しい町内会館へ 

経済 

養殖コンブ製品増の推進 

蝦夷アワビ（養殖）生産増へ 

スルメ以外の商品開発推進 

 

分野 具体的な目標項目 

福祉 

高齢化と人口減少に対する町づくりの提言 

吉岡温泉ゆとらぎ館早期開業へ 

がん検診の検診率向上推進 

教育 

少子化の中の教育行政推進 

福島商業高等学校入学増の推進 

青少年交流センターで生徒と町民の交流推進 

その他 

福島（吉岡）、松前（荒谷）新ルート防災道路の推
進 

岩部海岸クルーズによる交流人口の活性化推進 

両記念館、伊能忠敬公園の観光客に向けたＰＲを推
進 

 

溝 部 幸 基 

分野 具体的な目標項目 

行政 

「両基本条例」の目的達成に向けた活動推進 

(各種計画に関する提言・検証) 

自律、協働の「小規模多機能自治」に関する調査 

行政サービスの効率的な運営への提言 

防災対策の提言 

(災害弱者・訓練・冬季対策等：危機管理に関する
研修） 

過疎自治体における政策推進のあり方 

浄化槽（下水道整備）の普及推進 

第２青函トンネル構想実現に向けた活動推進 

ハラスメント条例の制定に向けた調査研究 

財政 

財政健全化への取組 

(予算・決算審査・行政評価充実：基金の有効活用) 

退職手当制度の抜本的改善 

各団体等への補助金、事業助成金等の在り方 

経済 

仕事の創出(起業)に挑戦できる支援システムの創設 

異業種連携による｢福島ブランド｣の開発 

(ブランド化システムの再検討) 

地場産品の６次産業化に関する調査研修 

産業団体と課題に取組む産業公社的仕組みづくりの調査 

地産地消、食育、環境リサイクルで「自律循環型の

町づくり」の研修 

 

分野 具体的な目標項目 

福祉 

過疎自治体における超高齢化対策に関する調査 

「健康な町づくり」(全町的な取組み)で医療費の節
減 

公立診療所の在り方に関する調査研修 

在宅介護支援体制の整備（社会福祉協議会の役割） 

労働者協同組合に関する調査（活動事例、行政連

携） 

家庭ごみ等減量対策の具現化に向けた調査研修 

教育 

小中学校一貫教育、コミュニティースクールの調査
研修 

過疎自治体における高等教育推進に関する調査 

「子育て基本条例」制定に向けた取組み(情報収集) 

「自分(達)ですべき事は自分(達)でする」主体性をもっ
た自治活動の推進 

食育・地産地消の推進 

(「食育基本計画」→情報周知・実践計画・研修) 

その他 

わかりやすく、町民が参画出来る議会の実現 

(議会基本条例の周知) 

活発な討議(討論)ができる議会の実現 

政策的な提案のできる議会の実現 

幅広い情報収集、積極的な研修参加 

視察の積極的な受け入れ 

ホームページの充実(提案、情報発信、参加型) 

各種行事への積極的な参加 

 

平 野 隆 雄 


